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第１章 はじめに 

 

１－１．問題意識 

  近年、国内でも有数の大企業において、グローバル企業への脱皮、国内市場でのシェア

の奪回、M&A による事業再構築など、それまでの経営陣では成しえなかった経営課題を

実現するため、実績ある経営者を社外からトップに招く事例が目立ちつつある。こうした

経営者は、通常、複数の会社を経験し、特定の会社や業界に固有の知識ではなく、経営と

いう普遍的な能力を買われて招かれることから、一般に「プロ経営者」1と呼ばれている。  

また、いくつかの会社を経て、トップに至るという経歴は、「プロ経営者」として、ニュ

ースに取り上げられる人達だけのものではない2。近年、国内に外資系企業や上場を果たし

たベンチャー企業が増えた3こともあり、新聞紙上で、いくつかの会社を経て、トップに至

った人物の経歴を見かけることは珍しいことではなくなった。また、「プロ経営者」の予備

軍と思われる層も厚みを増しており、経営コンサルやＩＴといったプロフェッショナルの

世界で生きる人たちの中に、スキルの向上や新たな経験の獲得を目指して、積極的な転職

を重ねる層がいることが確認されている (厚生労働省編 2016)4。 

これまで、経営者のキャリアと言えば、新卒一括採用で入社し、厳しい社内競争を勝ち

抜くというのが主流と考えられてきたが、わが国においても、積極的な転職を通じて、経

営幹部に至るという新しいキャリアが生まれつつあるのではないか。もし、そうであるな

らば、そうしたキャリアは今後、広がりを見せるのであろうか。あるいは、そうしたキャ

リアを目指す個人には、どのような能力や条件が必要になるのであろうか。こうした一連

の疑問に答えるために、積極的な転職を通じて、経営幹部に至った人物のキャリアの実像

に迫り、どのような困難をいかに克服してきたのか、その実態と構造を明らかにしたいと

考えたことが、本研究を始めた動機である。 

今後、こうしたキャリアが広がるかどうかを考える前に、まず、現状を確認しておきた

                                                   
1有森(2015）では、新浪剛史（サントリーホールディングス社長）、藤森義明（住生活グループ社長兼ＣＥＯ）（退任済）、

原田泳幸（ベネッセホールディングス会長兼社長）（退任済）、松本晃（カルビー代表取締役会長兼ＣＥＯ）、魚谷雅彦

（資生堂代表取締役社長）等が代表的な「プロ経営者」として紹介されている。（肩書は 2017年 8月末時点） 

2小杉(2015)は、40代を中心に、いくつかの会社を経験して実力をつけて、外資系、ファンド系、オーナー系企業の社

長として活躍する 31名の「プロ経営者」を紹介している。 

3東証マザーズに上場する企業数は、1999年末の 2社から 2017年 10月末には 246社に増加した。（日本取引所グル

ープホームページ http://www.jpx.co.jp/listing/co/index.htmlより） 

4厚生労働省編(2016,p274)を見ると、年収 1500万円以上の経営コンサル等の 45.1%、ＩＴ技術者の 44.9%が 2回以上

の転職経験があり、5年間の転職入職率は、前者が 25.1%、後者が 23.4%である。 
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い。表１―１は、日米の大企業 50 社を対象に、2009 年頃に行われた経営トップ（日本は

執行役員以上、米国は各社のホームページで Executive Leadersと紹介される人たち）の

略歴に関する比較、調査の結果である。 

 

表１―１  日米の企業トップの経歴比較 

 最高経営責任者 その他役員（含む執行役員） 

日本 米国 日本 米国 

新卒採用 43人 (98%) 18人 (55%) 992人 (93%) 180人 (41%) 

中途採用 0人 (0%) 5人 (15%) 46人 (4%) 110人 (25%) 

役員採用 1人 (2%) 10人 (30%) 32人 (3%) 152人 (34%) 

合計 44人 (100%) 33人 (100%) 1070人 (100%) 442人 (100%) 

（出典）三品ほか(2010, 37頁)をもとに筆者作成 

 

表１－１が示すように、米国では、外部から経営人材を幅広く受け入れており、他社で

実績を積んだ人物がトップや役員として招かれることは、決して珍しいことではない。フ

ォードからクライスラーへ移籍したリー・アイアコッカや、ＲＪＲナビスコから IBM へ

移籍したルイス・ガースナーなど、米国では「プロ経営者」に関するサクセスストーリー

が数多く残されている5。  

一方、わが国の大企業の経営陣を見ると、外部から役員として採用された者の比率は極

めて低く、最高経営責任者では２％、その他役員で見ても３％に過ぎない。わが国の大企

業において、これまで生え抜き以外の人物が役員として採用されたり、経営トップに就い

たりすることが珍しかったことが、「プロ経営者」がメディアから注目される理由となって

いる。但し、表１―１をよく見ると、米国企業の経営陣についても全てが転職組ではなく、

新卒採用の生え抜き組と中途、役員採用組の比率はほぼ半々であることが分かる。 

かつて、米国においても終身雇用が一般的6であり、経営陣も生え抜きが中心7であった

                                                   
5 Iacocca, L., with Novak, W.(1984)や Gerstner Jr, L.V.(2002)等が代表的である。 

6 Drucker(2000, 7頁)では「終身雇用は、欧米にもあった。アメリカ、イギリス、ドイツ、スイスでも、大企業で働

く日給、時給以外の従業員は終身雇用だった。彼らは、入社するや、自らを社員と位置づけ、会社に完全に帰属した。

アメリカでは GEマンであり、ドイツではジーメンス・マンだった。世界中の大企業の多くが、日本の大企業と同じよ

うに、新卒者を雇い、定年まで働くものとした。」と述べられている。 

7 Feldman(1996)によると、1940年代の半ばから 1980年代半ばにかけては、アメリカでも組織内キャリアを前提と

した企業内での上昇、特に昇進によるキャリアが主流と考えられていた。 
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ことを踏まえると、米国経済を取り巻く環境変化が大きくなる中で、１つの会社の中で社

内競争を勝ち抜いた人材だけでは、複雑な経営課題を解決し、資本市場への説明責任を果

たすことが難しくなり、徐々に経験、実績のある外部人材を加えていった結果、生え抜き

と転職組混成の経営チームが編成されるようになったと見ることができる。つまり、日米

の経営者の経歴の差は、時点の差に過ぎない可能性があるのである。 

わが国において、経営陣が生え抜き中心であることについて、小池 (1993,142-143頁）

は、内部人材を対象とした「遅い昇進」というわが国特有の人事施策が大勢の人の技術、

技能の向上という点で利点を持ってきたことを評価しつつ、上級管理者の育成という観点

で副作用があることを指摘する。また、藤本(2003,25頁)は、日本の自動車産業を分析し、

厳しい社内競争を通じて培った組織能力により生産・開発面では国際競争において優位に

立つとしつつ、最終損益に結び付ける戦略構想力においては不十分な場合が多いとするな

ど、内部人材で構成される経営陣の経営能力の弱さを指摘する。すなわち、「遅い昇進」や

内部人材で経営することによる組織能力強化というメリットは大きいとはいえ、「速い昇

進」や外部人材の活用による経営力強化のメリットとトレードオフの関係にあると言うの

である。すなわち、外部経営人材の活用は、単純に米国型に近づくのが良いとか、日本型

を維持すべきだといった議論ではなく、それぞれの会社が、その時点で、どのような経営

課題を克服したいのか、どのような組織能力を大切にしたいのか、欲しい経営能力を備え

た人材は外部から調達可能なのか、といった点を見極めて、個別に決めていく問題である

と言える。現時点では、外資系、ベンチャー系、オーナー系といった企業が外部経営人材

の活用に比較的積極的であるが、いわゆる日本の大企業にまで広がりを見せるかどうかを、

現時点で予測することは難しい。 

しかし、今後、わが国が本格的な人口減少社会や第４次産業革命8など、先が見えない時

代に向かう中、新時代を牽引しうる経営人材の育成、確保は極めて重要である。そうした

中で、冒頭に述べたとおり、外資系で鍛えた経営者が大企業のトップに登用される事例が

出始めており、こうした経営人材がどのような土壌で育まれたのか、どのような壁にぶち

当たり、どう克服してきたかなど、新しく生まれつつあるキャリアの実態を捉え、理解を

深めておくことには少なからぬ意義があると考えられる。本研究が、将来を見通すことが

難しい時代に、勇気を持って道なき道を切り開こうとしている人達にとって、ささやかな

                                                   
8 ＩｏＴ(Internet of Things)、ビッグデータ、ＡＩ(Artificial Intelligence)、ロボット等の技術革新の普及がもたらす

産業社会構造の大きな変化 
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道しるべとなることを願いつつ、本研究を始めることとしたい。 

これまで述べたとおり、本研究では、積極的な転職を通じて経験を積み、その実績から

経営幹部に登用された経営人材のキャリア発達に大きな関心を寄せているが、具体的な分

析対象としては、ＣＦＯ（Chief Financial Officer；最高財務責任者）を取り上げる。 

「プロ経営者」としてメディアに登場するＣＥＯ(Chief Executive Officer；最高経営責

任者)やＣＯＯ(Chief Operating Officer；最高執行責任者)といった経営トップは、現状で

はまだ事例が少なく、また、バックグラウンドも極めて多様であるため、そのキャリア発

達について、一般化した理論を構築することが困難だと思われる。その一方で、ＣＦＯは、

近年、外部から登用されるケースが目立つなど9、具体事例が豊富であり、また、経理・財

務など、バックグラウンドに一定の共通性を有するため、そのキャリア発達について、共

通の特徴を抽出しやすいと考えられる。こうした点に加え、さらに、下記の理由から、Ｃ

ＦＯは本研究で取り上げる分析対象に相応しいと考えた。 

 

（１）ＣＦＯは、経理、財務、M&A、IRなど、経営管理全般にまたがる幅広い知識と

経験を持って、ＣＯＯとともにＣＥＯを補佐して経営の執行にあたる明確な経営

幹部職であること。  

（２）資本収益性の向上やコーポレートガバナンス強化の観点から、今後、日本におい

て、役割強化が必要な職位だと思われること。 

（３）戦後の日本経済の復興期において、ソニーの井深大と盛田昭夫、ホンダの本田宗

一郎と藤沢武夫、松下電器産業の松下幸之助と高橋荒太郎のように、事業系の経

営者と、管理系の経営者が二人三脚で経営をけん引し、成功に導いた例を思い起

こすと、ＣＦＯのようにトップの右腕として経営管理面を補佐する人材の強化は、

現代においても日本企業の経営力強化につながる可能性があること。 

 

本研究においては、ＣＦＯに至るキャリア発達の中でも特に、転職経験に焦点をあてて

                                                   
9日本経済新聞電子版には、次のように、ＣＦＯの転職に関する記事が多数見られ、ＣＦＯの転職市場が形成されつつ

あることが伺われる。 

①「エグゼクティブの転職事例にはさまざまなパターンが見受けられます。専門性を活かし、経営企画やＣＦＯ（最高

財務責任者）などとして異業種に転職する（パターン）・・・」（2016/05/06）、 

②「今現在のエグゼクティブ層の採用においては、大きく分けて次の５つのパターンがあり・・・(3)ＩＰＯ（新規株

式公開）の準備に入ったベンチャー企業がＣＦＯ（最高財務責任者）や管理部門長を採用・・・」（2016/08/19）、 

③「この数年、地方の企業が、大都市圏で経験を積んだ人材を経営幹部として迎えたいとする傾向が強くなって・・・

職種としては、経営企画、管理部門長、ＣＦＯなどのポジションで採用するケースがよく見られ・・・」（2016/09/09） 
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分析することとした。これまでの「プロ経営者」の実例を見る限り、複数の会社を転職し

て実力をつけ、転職先での実績を評価されて、経営トップの地位につく事例が大半である。

すなわち、転職でいくつかの厳しい場面を経験し、そこからチャンスをつかめるかどうか

が、キャリアの成功の鍵を握っていると思われる点が、すでに豊富な研究蓄積10がある組

織内で経営者となる人達のキャリア発達との大きな相違点であるからである。 

 

１－２．本研究におけるＣＦＯの定義 

ＣＦＯのキャリア発達を研究対象として取り上げるにあたり、まず、ＣＦＯという職位

が日本企業に従来からある経理部長や経理・財務本部長とどのように異なるかを述べた上

で、本研究におけるＣＦＯの定義を明らかにしておきたい。ＣＦＯは、通常、最高財務責

任者と訳される。米国の会社では、規模や成長段階により異なるが、ＣＦＯは経理・財務

部門だけでなく、日本の会社で言う企画部長、人事部長、システム部長等を統括している。

ＣＦＯと日本の経理部長や経理・財務本部長とを比較すると、戦略立案、将来予測といっ

た分野を担当する点、経営戦略の執行について財務面から責任を負う点が大きな違いであ

ると言える。130 の国と地域から 175 を超える会計職業専門家団体の加盟するＩＦＡＣ

（International Federation of Accountants; 国際会計士連盟）が 2013年に発表した「Ｃ

ＦＯの役割と期待」の中では、「ＣＦＯの５原則」として、ＣＦＯに期待される役割が次の

ように記載されている（大和総研, 2016）。 

 

（１）組織をバインドする実質的リーダーであり、経営陣における枢要な役割を果た

さなければならない。 

（２）事業に関する受託責任と事業責任のビジネスパートナーとしての役割の双方の

バランスを図らなければならない。 

（３）組織を統率するインテグレーターおよび組織に対して方向性を指し示すナビゲ

ーターとして行動しなければならない。 

（４）経理・財務部門の実質的な長として、そのパーフォーマンスを高めるリーダー

シップを発揮しなければならない。 

（５）職務ならびに組織に対して、職業的専門家としての成果を提供しなければなら

ない。 

                                                   
10 経営幹部への成長を促した経験は、金井(2002b), MaCall, Lombardo and Morrion(1988), McCall(1998)等に詳しい。 
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  この中で、財務、経理の職能に直接、関係するのは（４）だけであり、財務、経理の専

門家というよりも経営陣におけるリーダー、ビジネスパートナー、インテグレーター、ナ

ビゲーターといった役割が強調されている。あずさ監査法人・ＫＰＭＧ(2008,2頁)では、

ＣＦＯとは「経理・財務担当役員の役割をこえて、企業価値向上のためにＣＥＯの経営戦

略策定および執行を、主に財務面から支える最高責任者である」と定義づけられており、

本研究におけるＣＦＯの定義もこれに従うこととしたい。この定義に従うと、経理・財務

担当役員の業務とＣＦＯの業務の違いは、図１－１のようなイメージとなる。 

 

確定情報の

集計・報告 

 

 

 

①決算報告 

②税務申告 

③事業業績評価 

④予算策定 

⑤配当政策 

 

 

 

①資金決済 

②資金調達 

③資金管理 

④ＩＲ 

戦略立案、 

将来予測 

①成長戦略           ⑥グループ経営管理 

（Ｍ＆Ａ，事業売却、事業再生） ⑦グローバル税務戦略 

②株式公開、ＭＢＯ       ⑧リスクマネジメント 

③投資意思決定         ⑨内部統制 

④最適資本政策         ⑩ＩＲ，ディスクロージャー 

⑤事業ポートフォリオ構築 

 

図１―１ 経理・財務担当役員の業務とＣＦＯの業務の違い 

（出典）あずさ監査法人・ＫＰＭＧ(2008, 3頁)を参考に筆者作成 

 

１－３．国内でＣＦＯの転職市場が形成されつつある背景 

さきほど、本研究でＣＦＯを研究対象に取り上げた理由として、具体事例が豊富である

と述べたが、ここでは外部登用のＣＦＯが増加する背景となった、ＣＦＯの需要側の変化

ＣＦＯの業務 

経理担当役員の業務 財務担当役員の業務 
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について触れておきたい。ＣＦＯは、従来、外資系企業に見られる職位であった。国内に

おける外資系企業数は、経済のグローバル化に伴い、1990年代初頭のバブル崩壊以降も順

調に増加してきた。経済産業省の外資系企業動向調査によると、わが国における外資系企

業数は、1998年度から 2008年度の 10年間で、1434社から 2763社へとほぼ倍増してお

り、また、調査対象が変更11された 2010年度と 2015年度の比較においても 3142社から

3410社へと増加している。このようなわが国における外資系企業数の増加に伴って、国内

におけるＣＦＯのポジションも増加してきたと考えられる。 

これに加えて、国内でのＣＦＯ人材需要の急増、ＣＦＯ人材の転職市場の形成に大きく

寄与したと思われるのが、1990年代後半から起こったバイアウト・ファンドの台頭とその

背景となった国内Ｍ＆Ａの急増である。1997年にわが国初のバイアウト・ファンドとして、

アドバンテッジ・パートナーズが、サービスを開始してから、わが国におけるバイアウト・

ファーム数は図１―２のとおり、リーマンショックで一旦落ち着くまで、2000年代に入っ

てから急増している。 

 

   

図１―２ 国内のバイアウト・ファーム数の推移 

（出典）杉浦・越(2010,7頁)より 

 

わが国におけるＭ＆Ａ件数の推移は、図１－３のＩＮ－ＩＮとＯＵＴ－ＩＮの合計数が

                                                   
11 2009年度実績より、調査対象に金融・保険業、不動産業が追加された。2010年度実績より、持株会社を経由した

間接出資のみならず、事業会社を含むあらゆる国内法人からの間接出資も対象となった。 
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示すとおり、こちらも 1990年代後半から、リーマンショックで一旦落ち着くまで、急激

に増加している。安藤(2015, 92頁)によると、わが国においてＣＦＯという文字が新聞紙

上を賑わすようになったのは、2000年頃であり、わが国でＣＦＯが注目を浴びるようにな

った時期とバイアウト・ファンドの台頭や国内Ｍ＆Ａ件数の急増の時期とは一致している。 

 

 

図１―３ 1985年以降のマーケット別Ｍ＆Ａ件数の推移 

（出典）レコフＭ＆Ａデータベース https://www.marr.jp/mainfo/graph/より 

 

1990 年代の後半以降、国内Ｍ＆Ａが急増したわが国固有の事情として、宮島(2007)は、

（１）バブル崩壊以降の長期不況による設備、負債、雇用の過剰処理をはじめとする「過

剰能力処理」の必要性、（２）メインバンク制の後退と機関投資家の増大など「企業統治構

造＝ガバナンス」の変化、（３）Ｍ＆Ａのソフト・インフラとでも言うべき「企業結合法制、

会計原則の整備」、（４）1999年から進展した金融緩和、特に 2001年 3月からの量的緩和

政策により、買い手企業の資金的制約を緩和したという「金融要因」という４つの要因を

挙げている。 

この時期の経済状況を振り返ると、1997年に三洋証券の破たんを契機に、コール市場で

デフォルトが発生し、資金繰りに窮した北海道拓殖銀行、山一證券が相次いで破たんした。

また、1998年には、大量の不良債権を抱えた日本長期信用銀行、日本債券信用銀行が信用

https://www.marr.jp/mainfo/graph/
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不安から破たんし、国有化される事態に陥った。こうした中、わが国は 1998 年からマイ

ナス成長に陥り、日本の金融システム全体への不安が高まった。また、ＩＴバブルの崩壊

でアメリカ景気が減速したことから、株価が急落し、株式の含み益が縮小し、銀行の自己

資本比率が低下した。さらに、この時期に、公的資金の注入と合わせて、金融検査が厳格

化されたため、バブル期の過剰融資に伴い発生した不良債権について、高い比率の引き当

てが必要となる要管理債権となる範囲が拡大した。そのため、邦銀は貸出の圧縮に走り、

最後まで面倒を見るという意味でのメインバンクシステムは後退することとなった。こう

した中、登場した小泉政権は、2001 年 4 月の緊急経済対策として、金融機関の不良債権

問題と企業の過剰債務問題の一体的な解決を掲げ、2001 年 6 月に発足した経済財政諮問

会議のイニシアティブのもと、不良債権＝不振事業を切り離して、スピーディーに処理す

ることについて政策を総動員した。そうした中で、銀行経営の健全性の維持の観点から銀

行の株式保有制限が導入され、いわゆる株式持合いの解消が進み、企業は資本市場の意向

をより強く受ける状態となった。メインバンクシステムの後退を受け、企業は、必要があ

れば直接資本市場に働きかけ、市場から資金を調達することが必要となった。また、株式

持合いの解消の流れの中で、経営の重点が次第に株主重視へと移行したため、各企業が企

業価値を強く意識せざるを得ない環境が生まれ、「選択と集中」をキーワードとする国内で

のＭ＆Ａが急増することになった。 

こうした中で、企業再生やノンコア事業の切り出しに伴う未上場株式への投資など、新

たな資金の出し手として台頭したのが、バイアウト・ファンドである。バイアウト・ファ

ンドとは、複数の機関投資家や個人投資家から集めた資金で、事業会社から切り離された

未公開会社あるいは業績不振の上場企業などに投資し、企業価値を高めたうえで、事業会

社への売却、ファンドへの転売、あるいは、株式を資本市場で売却することで資金を回収

し、投資家に利益配分することを目的としたファンドのことを指す。1997年の独占禁止法

改正により、持株会社が法的に認められたことや、有限責任の出資者を認める中小企業等

投資事業有限責任組合法の施行が契機となり、急速に広がった。通常、バイアウト・ファ

ンドは、3～5 年での資金回収（エグジット）を目指すため、この限られた期間において、

企業価値を高めることに全責任を負うＣＥＯ、ＣＦＯを置くことを求める。内部に適任が

いない場合は、自ら探して送り込む。このように、バイアウト・ファンドは、資金だけで

なく、経営人材や経営ノウハウも注入するため、バイアウト・ファンドの投資案件の急増

がＣＦＯの人材需要の増加につながったと考えられる。 
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なお、すでに述べたとおり、国内Ｍ＆Ａの増加、ならびに、バイアウト・ファンドの台

頭は、経済財政諮問会議の骨太の方針のもと、非常に短期間で行われた多くの立法や経済

政策等に後押しされている。これらをまとめたのが表１―２である。 

 

表１―２ 国内Ｍ＆Ａの急増、バイアウト・ファンドの台頭に寄与した制度的要因 

時期 法改正等 説 明 

1997 独占禁止法の改正 ・純粋持株会社（株式を所有することを事業目的とす

る会社）が認められたことで、事業形態の選択肢が広

がり、プライベート・エクイティ投資のみ行う会社が

法的に可能となった。 

1998 中小企業等投資事業有限

責任組合法（中小ベンチ

ャーファンド法） 

・未公開株式に対する投資を対象とする場合に、業務

執行組合員以外の投資家については出資額までしか

責任を負わない（有限責任）特例が設けられた。 

 

1999 商法改正 

（株式交換及び株式移転

制度の導入） 

・株主総会の特別決議があれば、少数株主を強制的に

排除し、完全親子会社とすることが可能となった。ま

た、「株式交換」により、会社の買収を現金なしに、

親会社の株式を利用して行うことができるようにな

り、「株式移転」により、共同持株会社を利用した合

併が容易になった。 

産業活力再生特別措置法 ・独占禁止法の迅速審査が可能となり、Ｍ＆Ａの決定

に動機を与えた。 

2000 連結会計の導入 ・企業の財務諸表の開示が単体ベースから、子会社、

グループ会社を含む連結ベースに移行したため、企業

の経営状態の透明性が高まった。 

民事再生法 ・従来の和議法や会社更生法に比して、手続き開始要

件が緩和されるとともに、経営陣の刷新を必要としな

いなど、使い勝手のよい再建型倒産法制として、早期

再編のインセンティブを与えた。 
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2001 商法改正 

（会社分割制度の導入） 

・事業の別会社化とその処分を容易にする制度。これ

により、会社単位の再編だけでなく、企業グループ内

での事業再編が容易になった。 

2002 連結納税制度の導入 ・分社化や持株会社化を選択した場合でも、それまで

同等の税制措置が受けられるよう親子会社の損益通

算やグループ内取引の課税の繰り延べ等の措置が認

められた。 

2004 投資事業有限責任組合法

（ファンド法） 

・中小ベンチャーファンド法の投資対象先に関する中

小企業要件や未公開要件が撤廃され、中堅企業や大企

業も投資対象となるとともに、ファンドによる融資や

金銭債権の取得が可能となった。 

（出典）内閣府編(2003,134-135頁)をもとに筆者加筆 

 

これらに加え、東証マザーズ市場の創設等により、ベンチャー企業が上場しやすくなっ

たために、ベンチャーの上場企業や上場に向けて社内体制を整える上場予備軍となる企業

が増加したことや、また、積極的なＭ＆Ａを見据えて、自社の株価をなるべく高く維持し

たいと考えるオーナー系企業などが、そうした分野で実績のある優秀な人材を外部に求め

るケースが増えたことも、外部登用のＣＦＯの増加に寄与したと考えられる。 

このように昨今、外資系、投資ファンド系、ベンチャー系、オーナー系企業などを中心

に、企業価値向上や高い数値目標の達成を目指す企業が増え、会計と経営に通じた人材が

広く求められるようになったことが、外部登用のＣＦＯが増えてきた背景と考えられる。 

 

１－４．本論文の構成 

 本論文は、９つの章からなる。第１章はじめにで、研究を始めるにあたっての問題意識

や用語の定義、背景等について述べる。第２章で先行研究のレビューを行い、先行研究の

限界を明らかにした上で、３つの研究課題を設定する。第３章で、今回の研究における研

究方法と調査対象を説明する。本研究では、修正版グラウンデッド・セオリー・アプロー

チを採用するため、その手法の理論的背景や、具体的な手順を解説する。第４章から第６

章において、３つの研究課題に対応する形で、分析結果を説明する。第７章において、分

析結果を整理した上で、ストーリーラインや結果図という形で分析結果の全体像を提示す

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8C%81%E3%81%A1%E6%A0%AA%E4%BC%9A%E7%A4%BE
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る。第８章において、分析結果についての考察を行い、発見事実を示す。第９章において、

発見事実を要約した上で、理論的含意、実践的含意を示し、最後に本論文の限界と今後の

展望を述べる。 
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第２章 先行研究のレビュー 

 

キャリア研究については、これまで経営学以外にも、心理学、社会学、労働経済学など

の様々な学問領域から学際的にアプローチされ、複数の学問分野にまたがって膨大な蓄積

が行われてきた。キャリア研究は、そもそも個別性や複雑性の高い個人のキャリアを対象

に共通の発達パターンや発達課題を見出そうとしたものである。しかし、わが国において

もバブル崩壊以降、いわゆる終身雇用や年功序列に代表される日本的経営が揺らぐ中で、

個人のキャリア自律が叫ばれるようになったこと、IT化、グローバル化の進展といった経

営環境の変化、あるいは、女性の社会進出等に伴う労働観の多様化に伴い、キャリアの多

様化が大きく進み、もはや、１つの学説だけに依拠して個人のキャリアを捉えきれない状

況に至った。こうした状況を踏まえ、金井(2010)は「本来ひとりひとりにユニークでパー

ソナルなテーマとならざるをえないキャリアの理論化に際しては、どのように研ぎ澄まさ

れた理論でも、単一の理論ではすべてを説明しきれない。理論化の目的に応じて、最低限

必要な複数の理論の統合が必要になる」と述べている。 

本研究は、ＣＦＯに至るキャリア発達について、転職経験に焦点をあてて、その構造と

背後にあるメカニズムに関する仮説構築を目的とした探索的研究であり、ここでは、個人

のキャリア発達、転職行動、あるいは、転職後の適応の理解に欠くことができないキャリ

ア分野の主要研究をレビューする。 

まず、最初にキャリア発達論が発展する土台づくりに多大な貢献をした Schein の組織

内キャリア発達論をレビューし、基礎的な概念を確認する。次に、本研究は転職経験に焦

点をあてた研究であるため、伝統的な組織内キャリアに代わるニュー・キャリア論の文脈

において、特に、主要な潮流を形成したバウンダリレス・キャリア(boundaryless career)

やプロティアン・キャリア(protean career)という２つの学説を見る。また、転職を伴うキ

ャリアで成功を収めるには、自分の力が発揮できる転職先に移り、その職場に適応して成

果を上げることがポイントとなるため、こうした転機や移行期をどう乗り越えるかという

観点から、キャリアの節目への対応に着目したトランジション論に関する主要学説を見る。

そして、最後に、先行研究の限界を踏まえた上で本研究における研究課題を設定する。 
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２－１．組織内のキャリア発達論 

Schein(1978, 1990, 1995)は、それまでの Erikson(1963)や Levinson(1978)などの生涯

発達心理学の成果をベースに、１つの組織内で、個人がどのようにキャリアを発達させる

かという、いわゆる組織内キャリア(organizational career)発達についてのモデルを体系

的に示した。その中で、キャリア・アンカー(career anchor)、キャリア・コーン(career cone)、

キャリア・サバイバル(career survival)など、後のキャリア発達論に多大な影響を与える

数々の概念を提示した。Scheinは、発達段階論的なアプローチをとっており、職業や個人

により違いはあるものの、人生の各段階において、組織の中の職業人として乗り越えるべ

き共通の発達課題があり、その課題を１つ１つ克服することで、階段を上るように人は発

達するというモデルとして体系化した。Scheinの組織内キャリア発達論は、安定的な経営

環境のもとで、１つの組織内でキャリアを形成する場合には、個人と組織の相互関係に一

定のパターンがあることを示しており、キャリア・アンカーで示される「どのような仕事

をしたいか」「仕事の中でどのような自分でありたいか」という個人の欲求と「従業員個

人にどのような仕事をしてもらいたいか」という組織側の要求が、ダイナミックにすり合

わされる中で、仕事の内容、地位といった外的キャリア、仕事に対する経験や意味づけな

どの内的キャリアが発達するとしている。 

Schein(1978, 邦訳 43-47頁)はキャリアの発達段階として、組織と個人のキャリアの関

連性を踏まえ、９つの発達段階とそれに応じた課題を整理した。このモデルは、組織人と

してキャリアの基礎を固めつつ、各段階での課題を克服しつつ、段階的にキャリアを積み

重ねていくプロセスを表現していると言える。なお、表２－１で示されるように、各段階

の年齢域は極めて広い。さまざまな職業の人々がさまざまな速度で諸段階を通り、その移

動の速さには個人的要因も強く影響すると考えられているからである。 
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表２－１ キャリア・サイクルの段階と課題 

発達段階 課題 

１．成長、空想、探求 

(0～21歳) 

・現実的な職業選択のため、自らの興味と能力を把握し、職業に対する考え方を現

実的なものにする。適切な教育、訓練を受け、仕事の世界に必要な基本的習慣、技

術を習得する。 

２．仕事の世界へのエントリー

(16～25歳) 

・初めて組織に入り、仕事を始める。組織人として自らに求められる役割を理解し、

組織のメンバーの一員となる。 

３．基本訓練 

(16～25歳) 

・現実の仕事をする中で、組織で働くとはどのようなことかを理解する。下働きな

ど「加入の儀式」を受け入れることで、徐々に職場の正規の貢献メンバーとして認

められる。 

４．キャリア初期の正社員資格 

(17～30歳) 

 

・組織の新人として、与えられた仕事を確実にこなす中で、仕事の仕組みを理解し、

基礎的な技術、知識を身につける。この時期に、独立を求める個人の欲求と従属・

依存を求める組織の要求との葛藤を乗り越える。 

５．正社員資格、キャリア中期 

(25歳以後) 

・組織の中で、一定の役割を果たし、存在感を示すようになる。この時期に、ゼネ

ラリストになるか、専門家になるか、どの専門分野でどれだけ専門化するかの判断

を迫られる。 

６．キャリア中期の危機 

(35～45歳) 

・自らのキャリア・アンカー（自己の才能、動機、価値）を知り、それに照らして、

これまでの歩みを再評価する。キャリアを変えるか、そのままより高度な仕事に進

むか、自分の生活全体の中で、仕事、キャリアがどれだけ重要であるかを決める。 

７．Ａ．キャリア後期(40歳から

引退まで)<非指導者役> 

・専門家の道を選び技術的技能を深めるか、管理者としてより広範な責任を引き受

けつつ、後進の育成など、他者の助言者となる。 

７．Ｂ．キャリア後期(40歳から

引退まで)<指導者役> 

・組織の長期的繁栄に自分の技術と才能を役立てる。日々の意思決定や綿密な監督

より、他者の努力を統合し、より広い影響を与える方向に進む。 

８．衰えおよび離脱 

(40歳から引退まで) 

・能力やモチベーションの減退による役割の低下を受け入れる。趣味、家庭、社会、

地域など、仕事以外での満足感を手に入れ始める。 

９．引退 ・組織、職業での役割を手放し、引退する。ライフスタイル、役割、生活水準にお

ける劇的な変化を受け入れつつ、新しい役割、新しい生き方を探る。 

（出典）Schein(1978, 邦訳 43-47頁)をもとに筆者作成 
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 Schein(1978,邦訳 39-42頁)は、キャリア発達の方向性について、いわゆる出世、昇格と

いった垂直方向に限定せず、より広い次元でキャリア発達を捉えている。キャリア発達の

観点から Scheinが表したモデルのことを、組織の３次元モデル、キャリア・コーンと呼

ぶ。このモデルは図２－１のとおり、円錐形で表現されており、３つの方向性によって形

成される。 

 

 

図２－１ 組織の 3次元モデル  

(出典)Schein(1978, 邦訳 41頁)より 

 

３つの方向の１つ目は、組織の垂直方向、つまり職位や職階を上がる、もしくは下がる

移動によって形成されるキャリアである。課長から部長、部長から役員といった役職の上

昇を伴うケースがこれにあたる。２つ目は、円周上に沿った水平方向、つまり職能（専門

領域）での移動によって形成されるキャリアであり、例えば営業部門から人事部門といっ

販

売 
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た、異なる職能部門への異動や、財務部門の人が経営管理まで担当を拡大するといった場

合がこれに当たる。３つ目は、組織の中心に向かうことによって形成されるキャリアであ

る。これは部内者化または中心性とも言われる発達の方向性であり、垂直的次元で行き止

まりになった人でも組織の方針と計画を知らされるなど、重要な情報にアクセスできる立

場になることが該当する。部内者化という必ずしも見えない方向でのキャリア発達も含め

た点に、Scheinのキャリア・コーンの特徴がある。 

 Schein(1978,1990,1995)は、階段状の発達段階を乗り越えつつ、１つの組織内でキャリ

アを発達させるためには、自分自身の欲求をよく理解するだけでなく、組織のニーズをよ

く知った上で、両者のマッチングを図っていく必要があるとしている。組織内におけるい

ろいろな利害関係者のニーズを慎重に読み取り、自らの価値観とそうした組織のニーズを

うまくすり合わせる必要があるとし、そうした個人と組織の関係をキャリア・アンカーと

キャリア・サバイバルという概念で説明した。 

Schein(1990、邦訳 21 頁)によると、キャリア・アンカーとは、個人がキャリアを選択

する際に、自分にとって最も大切で、これだけはどうしても犠牲にできないという価値観

や欲求、動機、能力などを指す。10年ないし、それ以上の仕事経験の後に得られる、次の

問いに対する答えがその中身となっている。 

（１）自分の才能、技能、有能な分野はなにか。自分の強み、弱みはなにか。 

（２）自分の主な動機、欲求、動因、人生の目標はなにか。 

（３）自分の価値観、自分がやっていることを判断する主な基準はなにか。 

 Schein(1990、邦訳 25-48頁)は、キャリア・アンカーには、表２－２に示される８つの

カテゴリーがあるとしている。 
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表２－２ キャリア・アンカーの種類 

分類 概要 

専門・職能別コンピタンス 

(Technical/Functional 

Competence, TF) 

特定の専門分野で才能、能力を発揮し、自分の専門性や

技術が高まることに満足感を感じる 

全般管理コンピタンス 

(General Managerial 

 Competence, GM) 

組織の階段を上り、責任ある地位おいて、組織全体の方

針を決定し、自分の努力によって組織の成果を左右する

ことに満足感を感じる 

自律・独立 

(Autonomy/Independence, AU) 

自分のやり方、自分のペース、自分の納得する仕事の標

準で仕事をすることを優先する 

保障・安定 

(Security/Stability, SE) 

社会的、経済的な安定を優先する。雇用が保障され、一

体感を持てる組織の中で、安定した将来の予想のつく仕

事をすることを好む 

起業家的創造性 

(Entrepreneurial Creativity, 

EC) 

創造的な衝動に強く駆り立てられ、新しい組織、製品、

あるいは、サービスを生み出して、世に問うことに満足

を感じる 

奉仕・社会貢献 

(Service/Dedication to a 

 Cause, SV) 

世の中をもっと良くしたいとの欲求を持ち、そうした自

分の価値観を仕事の中で具体化することに満足を感じる 

純粋な挑戦 

(Pure Challenge, CH) 

不可能と思われる障害を克服すること、解決不能と思わ

れる問題を解決すること、手強い相手に勝つことなど、

挑戦し、勝つことに自らの存在意義を見出す 

生活様式 

(Lifestyle, LS) 

個人のニーズ、家族のニーズ、キャリアのニーズをうま

く調整し、統合することに価値を見出す 

（出典）Schein (1990, 邦訳 25-48頁)をもとに筆者作成 

 

このように、キャリア・アンカーという概念で個人ニーズの明確化を説く一方で、Schein 

(1995)は、キャリア・サバイバルという概念で、個人の側に、組織ニーズの理解と対応、

そして、そのための組織ニーズの分析の必要があることを強調している。 
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Schein(1995,邦訳 ⅳ頁)は、誰もが自分の職務を定期的にチェックし、キャリア目標が、

市場の動きや長期的な個人プランとうまく符合しているかどうかを確かめるべきであると

し、それは次のような点で意味があると言っている。 

 

（１）自分に対する他の人々の期待と自分の職務との関連が理解できる。 

（２）自分の職務における中心的な利害関係者が誰であるかを理解できる。 

（３）中心的な利害関係者が自分に対して持つ期待は何かが理解できる。 

（４）仕事環境における、今後予想される変化が期待できる。 

（５）これら全てが自分の職務に対してもつ意味を理解できる。 

 

このように、Schein のキャリア発達モデルでは、発達段階ごとに定まった共通の発達課

題があるとする点、個人の価値観にキャリア・アンカーと呼ばれる不動点があるとする点

など、後に述べる組織の枠を超えたキャリア発達論と比較すると安定的な環境下における

静的なモデルと見ることができる。Scheinのキャリア・ステージモデルにおいては、個人

のキャリアはライフサイクルと密接な関係を持ちながら、発達していくものとして捉えら

れる。Levinsonらの生涯発達アプローチのように、万人共通パターンという、高度の一般

性を主張したものではないが、キャリアには明確に区別できる段階が存在し、その段階ご

とに危機あるいは課題があり、個人の発達はこのような危機や課題を乗り越えることで段

階的に達成されるとされている。Scheinの功績は、安定的な経営環境を前提とした、１つ

の組織内でのキャリア発達について体系的な整理を行い、後に続くキャリア発達論の土台

となる主要な概念を提示した点にある。 

しかし、Schein が前提としていた安定的な経営環境が、グローバル化や技術革新の進展

により揺らぐようになり、企業や産業が数十年の長期に亘る個人のキャリア形成の場と考

えるには不安定なものになった。また、本研究が扱うＣＦＯのように、組織の枠を超える

ダイナミックなキャリアを選択する個人も増えてきた。こうした中で、Scheinの示す理論

だけでは新しいキャリアの把握することができくなり、いわゆるニュー・キャリア論が提

唱されるようになった。次に、こうした文脈のもとで、Scheinの組織内キャリア発達論の

限界を克服しようとして提示されてきた、組織の枠を超えたキャリア発達論を見ていくこ

ととする。 
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２－２．組織の枠を超えたキャリア発達論 

 Schein(1978, 1990, 1995)に代表される組織内キャリア発達論では、比較的安定した経

営環境のもと、１つの組織の雇用環境下で展開されるキャリアを念頭に、個人が自分の欲

求と組織のニーズをマッチさせながら、加齢および職務階級の上昇によって現れる移行期

の発達課題を克服しながら、長期的に一歩一歩階段を上るように、キャリアを形成するこ

とが想定されていた。しかしながら、1990年代以降の欧米で、経済のグローバル化やＩＴ

化が進展する中で、Ｍ＆Ａやダウンサイジングに伴うリストラの急増、あるいは、中核業

務をコア人材に担わせ、それ以外をアウトソース化、非正規社員化する動きなどにより、

それまでの終身雇用が崩れ、１つの会社で定年まで勤め上げるなど、特定の企業内で長期、

安定的キャリアを形成することが以前ほど支配的でなくなった。こうした中で、いくつか

の会社を渡り歩く転職、プロジェクトベースの有期契約での就業、あるいは、フリーラン

スとしての組織の外部からの業務提供など、１つの企業の枠内にとどまらずに、より広い

キャリア空間において形成される多様なキャリアが台頭した。  

そのため、組織内キャリア発達論の枠組みに囚われていては、新たなキャリアの現実が

捉えきれなくなったことから、ニュー・キャリア論とでも言うべき、議論が展開されるよ

うになった。その主要な潮流を形成してきたのが、バウンダリレス・キャリア(Arthur,1994; 

Arthur and Rousseau,1996)とプロティアン・キャリア(Hall, 1976, 1996, 2002)という考

え方である。これらは、１つの組織で勤め上げるという組織内キャリアと対比され、組織

間、職種間、産業間などに存在する境界を進んで越えていく人たちのキャリアを描写する

概念である。  

 

２－２－１．バウンダリレス・キャリア 

 バウンダリレス・キャリアは、伝統的な組織内キャリア発達論が、主として、キャリア

形成を１つの企業の境界内に限定した形で捉えていたのに対して、特定の企業の境界内に

限定されないキャリアという多様かつ複雑な現象を捉え直し、その実態およびメカニズム

を解明することを志向しており、個人を取り巻く環境変化が激しい中で、従来の組織内キ

ャリア発達論が抱えていた限界を乗り越えるために提示された概念である。 

Arthur(1994)によると、バウンダリレス・キャリアは、主として、企業間の境界を横切

る動き、外部からの評価の獲得、企業を横断する情報ネットワークによって捉えることが

できるとされており、具体的には次のようなケースに見られるという。最も代表的には、
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企業の境界を超えて渡り歩くシリコン・バレーのキャリアのようなケースである。第２に

所属先や外部の評価によって市場性を得る大学教授や大工のようなケース、第３に組織外

の情報や人的ネットワークに支えられる不動産業者のようなケース、第４に伝統的な組織

内キャリアの境界、とりわけ、上司への報告や昇進の原則が崩れるケース、第５に個人が

自分もしくは家族の事情から今あるキャリアの機会を放棄するケース、第６にキャリアを

歩む者が現在の制約に関わらず将来には境界がなくなることを予見しているケースである。

こうしたケースに共通するのは、伝統的な企業が用意するキャリアに「依存」するのでは

なく、そこから「独立」していることである。バウンダリレス・キャリアと伝統的な組織

内キャリアの特性の違いを整理したものが表２－３である。 

 

表２－３ Ellig and Thatchenkeryによるバウンダリレス・キャリアと伝統的 

キャリアパラダイムの比較 

伝統的キャリアパラダイム バウンダリレス・キャリア 

規範的：単一の、外部的な観点から判断される「良

いキャリア」 

 

主観的：当事者自身の解釈や主観的な意味づけによ

ってその価値や重要性が決まるキャリア。 

タスク指向：大きな仕事が小さな仕事に切り分けら

れ、その結果、高度に専門化した仕事が増殖する。 

結果指向：正しい結果を達成するのに必要であれ

ば、あらゆる能力が利用され、しばしばゼネラリス

ト、スペシャリスト双方の役割がブレンドされる。 

ユニバーサルなキャリア・コンピテンシー：キャリ

ア形成には、狭い特定の分野における専門能力が必

要。 

コンテクストにおけるキャリア・コンピテンシー：

キャリア形成には、状況に応じて変化する、多様な

能力が必要。 

 

垂直的昇進：発達は地位、権力、責任の階段をいか

に早く上るか、によって測られる。 

複数の方向への成長：階層的昇進とは関係のない、

内在的な報酬のあるキャリアを追求する。 

 

組織目標と個人目標の乖離：小規模な起業家を除い

て、プロフェッショナルな、仕事生活は、個人的な、

家庭生活から分離される。 

組織目標と個人目標の統合：大企業において自律的

な主体が増えることで、従業員はあたかも事業主の

ように振舞うことが可能になり、個人目標と組織目

標の統合が促進される。 

 

(出典)Ellig and Thatchenkery(1996) 

 

DeFillippi and Arthur(1994)によると、バウンダリレス・キャリアを志向するには、

Knowing why, Knowing how, Knowing whomという３つのコンピテンシーが必要だとい

う。Knowing why とは、自分の仕事上のモチベーション、価値観、アイデンティティを

よく理解できていることを指す。組織の枠を超えるには、自分がなぜそのようなキャリア

を志向するのかの深い理解が欠かせない。Knowing how とは、仕事に関連する能力、知
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識、技術、およびそれを継続的に高めていく継続学習の力を有していることである。組織

の枠を超えるには、特定業務の知識だけでなく、他社で仕事をする際に通用する幅広い能

力、知識、技術を持ち、さらに、それを継続的に向上させていく力を身につけておく必要

がある。Knowing whomとは、業者や顧客との関係や仕事上の個人的コネクションを含め

て、仕事に関する人的ネットワークを持っていることを指す。組織の枠を超えるには、企

業の枠にとどまらないこうした人的ネットワークを持つことが重要である。 

バウンダリレス・キャリアは、組織の境界を越えて渡り歩くものから、組織の外から業

務を提供するもの、組織の中に留まりつつも組織の境界を意識しなくなるものまで、伝統

的なキャリア観ではおさまらない幅広いキャリアを視野に入れているが、バウンダリレ

ス・キャリアとして示される６つのケースの中で、最も代表的とされ、本研究で扱うＣＦ

Ｏのキャリア、すなわち、転職の形で企業の境界を超えて渡り歩くキャリアに一番近いの

が、シリコン・バレーにおけるハイテク・エンジニアのキャリアである。 

 Saxenian(1996)によると、シリコン・バレーでは 1970年代において、すでに企業間あ

るいは産業間を移動しながら、新たなスキル、経験、ノウハウを獲得し、学習を重ねてい

くスタイルがかなり浸透していたという。Saxenian は、シリコン・バレーにおいてこう

したバウンダリレス・キャリアが成立する理由を、シリコン・バレーという地域特性、ビ

ジネスカルチャーに求めており、企業間移動が頻繁なシリコン・バレーと少ないボストン

のルート 128との比較を表２－４のように描き出している。その上で、今後、シリコン・

バレーのような知識ベース産業ではキャリアはバウンダリレスの方向に向かうと主張して

いる。 
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表２－４ シリコン・バレーとルート 128の地域特性、ビジネスカルチャーの比較 

 シリコン・バレー 

（北カリフォルニア） 

ルート 128 

（ボストン近郊） 

労働市場 開放的 

（活発な外部調達） 

閉鎖的 

（内部調達が基本） 

地域の人的ネットワーク 濃い 

（Silicon Valley Inc.） 

薄い 

（社内中心の人間関係） 

他社との情報交換 オープン 禁止 

仕事と生活 一体化 分離 

非公式な情報交換の場 多い 少ない 

退職者との関係 関係を維持 関係を断絶 

忠誠心の対象 先進的技術 会社 

企業間の近接性 極めて近い 一定の距離あり 

企業組織 分権、自治 集権、統制 

キャリアの成功モデル ベンチャー企業の立ち上げ 

 

評判のよい大企業で出世の

階段を登る 

（出典）Saxenian(1996)をもとに筆者作成 

 

これに対し、Gunz et al.(2000)はシリコン・バレーに見られる状況があらゆる産業に対

して適用できる訳ではないと主張している。Gunz et al.は、ある種の人間を取りたがらな

い選抜者とある種の仕事に移りたがらない個人によって引き起こされる労働市場の不完全

さを通じて、境界が形成されると想定した。そして、カナダのバイオテクノロジー産業に

おいて、606 の企業と 2270 名のマネジャーがリストされているデータベースをもとに、

産業内のマネジャーを参加者（ joiners:22%）、退去者（ leavers:16%）、一時滞在者

（transients:10%）、滞在者(stayers:52%)に分類し、過半数を占める滞在者については、

自発的に転職したマネジャーは全体の 0.8%に過ぎなかったことを示した。さらに、シリコ

ン・バレーと比較した上で、表２－５が示すような諸要因が背景となって、同じ知識ベー

スの産業であってもカナダのバイオテクノロジー産業には、キャリアにおける境界がはっ

きりと存在していると主張している。そして、シリコン・バレーの状況は、むしろ特殊な
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ケースだとした上で、今後は境界を生み出す力に注目する形で研究を重ねる必要があると

論じている。 

 

表２－５ マネジャーの企業間移動の志向性に影響を与えると思われる要因の比較 

 シリコン・バレーのエ

レクトロニクス産業 

カナダのバイオテク

ノロジー産業 

備考 

産業のライフサ

イクルステージ 

成熟 

 

未成熟 

(産業として自立する

段階に達していない) 

バイオ産業のマネジ

メント人材は希少、

労働市場は未発達 

プロジェクトの

時間軸 

 

短い 

（数ケ月単位） 

長い 

（10年単位） 

バイオ産業ではプロ

ジェクトの完了を経

験することが稀 

地理的近接性と

企業間の関係性 

集積、密着 企業間連携は異なる

強みを持つ大企業と

小企業の間が効果的、

地理的近接性は重要

ではない 

地理的に近いと、転

職が転居を伴わず、

他の就労機会に気付

く可能性大 

企業機密保持の

程度 

低い 高い  

規制の程度 弱い 強い  

専門分化の程度 

 

低い 高い エレクトロニクス産

業は数少ない基礎技

術から成立 

（出典）Gunz et al.(2000,pp.20-27)をもとに筆者作成 

 

以上の２つの研究は、企業の間を渡り歩くという意味でのバウンダリレス・キャリアが

個人の価値観、態度といった主観的要因のみによって形成されるのではなく、産業構造や

その産業、その地域におけるビジネスカルチャーという構造要因が大きな影響を与えるこ

とを示唆したものである。宇田(2013)は、「真の自律的キャリアを議論するためには、個人
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が実践を重ねる中でどのような構造あるいはコンテクストを見いだし、その上でどのよう

な実践を重ねながらキャリアを形成しているのかを包括的に明らかにする必要がある」と

述べ、キャリア形成における構造要因の影響にも注目すべきと主張している。 

こうした視点を踏まえつつ、わが国において流動性の高いホテルワーカーのキャリアに

ついて、流動性の高さに影響を与える要因を個人の主観要因と構造要因の両面から明らか

にしようとしたのが上野山・山下(2013)である。上野山・山下(2013)によると、わが国で

ホテルワーカーの流動性が高い理由は次のように説明される。ホテル業界においては、組

織内キャリアが支配的であった時代から、ホテルワーカーは流動性が高かった。その理由

の１つは、キャリアの初期段階において、入社前にホテル業界に対して思い描いていたイ

メージに反し、実際の仕事が前近代的、非合理的な側面を持つため、そのギャップを乗り

越えるために、より華やかなイメージのブランドホテルに移ろうとする志向性や、厳しい

上下関係というショックへの反作用として自らの職位を高めたい上昇志向性が高まる点に

ある。一方で、業界構造、業界コミュニティといった構造要因が果たした役割も大きい。

1960年代には外資系のチェーンホテルが国内参入を果たし、そうした外資系ホテル等が新

規開業の際に、一定の技能を有する経験者を大量に採用した。人材が流出すると、サービ

スレベルの低下を招くため、既存のホテルも通年で中途採用をせざるを得ない業界構造と

なった。ホテルでは中途採用であっても、即戦力である必要があり、また、現場でなけれ

ば育成できない細かなスキルが要求されるため、ホテルという企業組織の外側に、「料飲」

や「宿泊」という大枠ごとに、企業の枠を超えた、組織横断的な職業コミュニティが成立

し、その人的ネットワークの中で、人材育成が行われてきた。そのコミュニティの中核に

「ホテル学校」と呼ばれるブランドホテルがあり、そこが、ホテルのプロフェッショナル

の養成機関としての役割を果たしてきた。このように、ホテルワーカーの流動性は、入社

後のショックの克服という主観的要因と業界構造、業界コミュニティという構造要因が相

俟って形成されてきたと言うのである。 

バウンダリレス・キャリアにおいては、組織内で組織のニーズと自分の欲求をマッチさ

せつつ、組織に労働力を提供し、その代償として、報酬を受け取るという人間像ではなく、

組織が提供するキャリアに依存せず、より広いキャリア空間において、自らの欲求にもと

づき、自分自身の働き方を決定しようとする人間像が示されている。Arthur(1994)の功績

は、バウンダリレス・キャリアを提唱することで、Scheinの示した組織内キャリア発達論

では捉えきれない、キャリアの現実が進行しつつあることを示した点にあると言える。 
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一方、組織の枠を超えたキャリアを歩む個人の動機に着目し、心理的契約やキャリア・

サイクルの変化についての議論を展開してきたのが Hall(1976,1996,2002)のプロティア

ン・キャリアという主張である。 

 

２－２－２．プロティアン・キャリア 

Hall(1996, 2002)は、1990年代以降、グローバル化に対応したＭ＆Ａやダウンサイジン

グに伴うリストラや、ＩＴ化の進展に伴う産業構造変化を経験する中で、個人と会社間の

心理的契約が変化したとして、従来の心理的契約に代わる新しい心理的契約を提唱した。

なお、心理的契約とは、個人と会社組織との文書化されない約束関係を表す概念として、

1960年代ごろから用いられ、1989年以降、Rousseau(1989,1990,1995)により精緻化され

た（服部,2011）。Rousseau は、心理的契約を「当該個人と他者との間の互恵的な交換に

おいて合意された項目や条件に関する個人の信念」と定義しており、具体的には、（１）「心

理的契約」とは、組織と従業員とがお互いに何を与え合う義務を負っているかに関する従
、

業員側
、、、

の知覚である、（２）文章化され法的に履行を担保されたものだけでなく、文章化さ

れざる約束も含まれる、（３）約束の履行を担保するメカニズムは、社会的関係における評

判効果である、としている。 

Hall(2002,p24)のいう新しい心理的契約とは、従来の長期的な相互のコミットメントに

もとづく「関係的」12な契約とは異なり、短期的な貢献と利益の交換にもとづく「取引的」

な契約であり、心理的契約が変化することによって、キャリアに対する考え方が、個人が

仕事における心理的成功を目指すという自己志向的なものに変化したとしている。そして、

移り変わる環境に対して、キャリアを営む個人が自己の欲求に合わせて、都度、自己志向

的に変幻自在に対応していくという意味で、プロティアン・キャリアと名づけた。プロテ

ィアンとは、ギリシヤ神話のプロメテウスから名づけており、「変幻自在である」ことを意

味している。 

キャリアの管理を会社に委ねるのではなく、個人がキャリアの管理主体となって、常に

新しい仕事に挑戦して継続的に学習し、アイデンティティを変化させながら、心理的成功

を目指すというのが、プロティアン・キャリアの主たる特徴であり、プロティアン・キャ

リアと伝統的な組織内キャリアを比較したものが表２－６である。 

                                                   
12 「関係的契約」(relational contracts),「取引的契約」(transactional contracts)とは、法学者のMacneill(1985)の提

示した概念であり、Rousseau(1990)も、従業員と人事部によって見出された心理的契約内容について因子分析を実施

し、「関係的契約」、「取引的契約」という２因子を抽出している。（服部,2011,32-33頁） 
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表２－６ 組織内キャリアとプロティアン・キャリアの比較 

項目 組織内キャリア プロティアン・キャリア 

キャリアの管理主体 組織 個人 

キャリア空間 １つの組織内 組織の枠に囚われない 

心理的契約の特質 長期的、関係的 短期的、取引的 

組織への期待 地位、報酬 

雇用保障 

挑戦しがいのある仕事 

発達を支援する人間関係 

キ
ャ
リ
ア
・
ス
テ
ー
ジ
モ
デ
ル 

 

モデルの形状 階段状のものを一歩づつ登る らせん状のものを複数回る 

時間軸 実年齢 

（加齢とともに発達） 

キャリア・エイジ 

（その仕事を何年やってい

るか） 

キ
ャ
リ
ア
発
達
の
方
向
性 

職務成果 地位、報酬 心理的成功 

職務態度 組織へのコミットメント 職務へのコミットメント 

アイデンティティ 他者からの尊敬 

組織における役割の自覚 

自尊心 

自己の欲求への気づき 

アダプタビリティ 組織関連の柔軟性 

 

（組織内のサバイバルが指標） 

仕事関連の柔軟性 

現在の能力 

（市場価値が指標） 

（出典）Mirvis and Hall(1996,pp.237-255),Hall(2002,p.24)をもとに筆者作成 

 

Mirvis and Hall(1996)は、組織内キャリア発達論で示された、加齢に伴い階段状のステ

ージを一歩一歩登っていくモデルに対して、仕事の習熟段階に対応したサイクルが人生に

おいて複数回るという新たなモデルを提唱した。このモデルにおいては、１つ１つのサイ

クルは、仕事の習熟のプロセスに合わせる形で、図２－２のように探索(exploration)、試

行(trial)、確立(establishment)、習熟（mastery）の４つのステップからなる。 
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図２―２ キャリア・ステージの新規モデル （習熟ステージ） 

（出典）Mirvis and Hall(1996,p.243)より 

 

このモデルの重要な意義は、生涯において複数のサイクルがあることを示し、個人の生

涯が単一の職業からなるというキャリア観を見直すきっかけを与えてくれたという点であ

る。例えば、若い個人が２つ目のサイクルの探索ステージで、初期キャリア選択の意思決

定を考え直し、海外に進出することを考えたり、すでに老年期を迎えた人が、そのまま退

職してしまうのではなく、例えば、小売店で新しい挑戦をしたり、さらには、学校に戻っ

て学位や新たなスキルを習得することに意味を与えてくれる。このモデルでは、生物学的

な年齢ではなく、仕事の習熟度に対応するキャリア年齢が重要とされており、生涯におい

て異なるサイクルを回ることにより、「変幻自在」なキャリアが形成されるとしている。 

こうしたプロティアン・キャリアを歩むにあたって、Hall(2002,pp.116-117)は、アイデ

ンティティ(identity)とアダプタビリティ(adaptability)という２つのメタ・コンピテンシ

ー(metacompetencies)が重要だとしている。 

Hall(2002,p132)によると、アイデンティティは２つの構成要素から成り立っている。第

１に、自分の価値観、興味、能力、計画に気づいている程度である。第２に、過去と現在

と将来の自己概念が統合されている程度である。激しい変化に自らのキャリアを変幻自在

に合わせて、本当の意味での心理的成功を体験するには、今まで以上に自らの価値観や興

味に気づいていること、過去、現在、未来の自分が連続して統合されている確信が求めら

れるからである。Hall(2002,pp.170-178)は、サブ・アイデンティティを想定しており、キ
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ャリア・アイデンティティは、社会の中での様々な役割期待、すなわち、父親の役割、コ

ミュニティのメンバーとしての役割、キャリア上の役割などの中から、キャリアに関する

アイデンティティが成長、分化したものと位置づけられている。また、アイデンティティ

は、固定的なものではなく、人生の転機を通過すること、役割が変化すること、社会化が

進むことなど、成人発達プロセスを経ることの中で変化していくものとされている。この

点が、Hallの考えるアイデンティティの大きな特徴である。 

次に、もう１つのメタ・コンピテンシーであるアダプタビリティであるが、Hall(2002, 

pp.211-220)は、アダプタビリティを適応（adaptation）と区別した上で、図２－３に示す

とおり、４つの要素、すなわち、アイデンティティ探索(identity exploration)、反応学習

(response learning)、統合力 (integrative potential)、適応モチベーション (adaptive 

motivation)から構成されるとしている。アイデンティティ探索とは、自己に関する完全か

つ正確な情報を得ようとする継続的な努力であり、反応学習とは、環境からのサインに気

づき、さまざまな役割行動を変化させ、環境からの要求に適切に反応すること、統合力と

は、環境変化に対応する行動とアイデンティティの一致を維持することである。また、ア

ダプタビリティには、単なる能力の側面だけでなく、動機付けの側面が必要であり、こう

した３つの能力からなる適応コンピタンスを適切に動機付ける力が適応モチベーションで

ある。アダプタビリティが必要となるのは、環境が激しく変化する中では、特定のスキル

によって人生全体を貫くのは困難であり、新しいスキルや能力を獲得する能力がより重要

になるからである。 

プロティアン・キャリアという概念を通じて、個人の心理的契約がそれまでの「関係的」

なものから「取引的」なものに変容する中で、個人の心理的成功を目指した自己志向的な

キャリアが生まれつつあること、そして、そうしたキャリアを歩むためは、アイデンティ

ティとアダプタビリティというメタ・コンピテンシーが求められることを明らかにした点

に Hallの貢献があると言える。 
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図２―３ アダプタビリティの構成要素 

(出典) Hall(2002,p.228)より筆者作成 

 

バウンダリレス・キャリアやプロティアン・キャリアは、Scheinが想定したような安定

的な環境下において、１つの組織内で課題を１つ１つ克服しながら発達する静的なモデル

ではなく、環境変化の激しい時代において、より広いキャリア空間で、自らのキャリアを

自律的に適応させようとするダイナミックなモデルである。 

それでは、バウンダリレス・キャリアとプロティアン・キャリアはどのような関係にあ

るのだろうか。いずれもが組織内キャリア発達論に対するアンチテーゼとして出されたニ

ュー・キャリア論の文脈で展開されてきた議論であるが、両者の概念は、オーバーラップ

はするものの、独立の概念であり、バウンダリレス・キャリアが組織間移動への志向性な

ど、主にキャリアの外形的な側面を強調するのに対して、プロティアン・キャリアは、心

理的成功や自己管理志向など、キャリアの背景にある個人の動機などキャリアの主観的側

面に注目する（Gubler, Arnold and Coombs, 2014, Briscoe, Hall and Frautschy 

DeMuth,2006）とされている13。 

                                                   
13 Briscoe, Hall and Frautschy Demuth(2006）は、計 298名のビジネス系学部生、MBA学生、製造業の管理職、エグ

ゼクティブを対象とした質問紙調査をもとに、プロティアン・キャリアについては、キャリアの自己管理志向

(self-diredcted career management)と価値優先(value-driven)の 2因子、バウンダリレス・キャリアについては、バ

ウンダリレス・マインドセット(boundaryless mindset)と移動への選好(mobility preference)の 2因子を抽出した。 
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また、ニュー・キャリア論は、新しく生じつつあるキャリアを説明する概念として提起

されたものであったが、その後、ニュー・キャリア論自体がさらに新しいキャリア観を生

み出つつあり、そうした現実を説明するために、ニュー・キャリア論と組織内キャリア発

達論の違いに焦点をあてるのではなく、むしろ両者を接近させる動きが見られる。鈴木

(2014)は、ニュー・キャリア論と組織内キャリア発達論とはキャリアの管理責任の所在と

いう対立軸は残しつつも、必ずしも排他的な概念ではないとし、例えば、「管理職になりた

くない症候群」に代表されるような、組織内での責任回避の動きを、ニュー・キャリアの

文脈から考えるなど、ニュー・キャリア論と組織内キャリア論を接近させて、現状のキャ

リアのあり方を捉える意義を主張している。Arthur, Khapova and Wilderom(2005)は、バ

ウンダリレス・キャリアにおいては、組織内キャリアで重視されてきた地位や報酬といっ

た客観的な成功ではなく、主観的な成功が重視されるとしつつも、主観的成功と客観的成

功とは完全に切り離せるものではなく、何らかの関係性や相互依存性があると述べている。

このように、組織内キャリア発達と組織の枠を超えたキャリア発達は、排他的な関係では

なく、プロティアン・キャリア志向の人であっても、あえて組織の枠を超えてキャリアを

歩もうという意識を持たない場合があり、バウンダリレス・キャリア志向を持った人でも、

組織からの様々なキャリア発達の機会を得ることはありうるのである(鈴木,2014）。 

ここまで、組織内キャリア発達論とバウンダリレス・キャリア、プロティアン・キャリ

アという組織の枠を超えたキャリア発達論を見てきた。前者が安定的な経営環境を前提と

してきたのに対して、後者は、不確実な経営環境を前提としたものであるが、現実のキャ

リアにおいては、様々な偶然や個人の環境への働きかけによる発生する思いがけない転機

があり、その対処次第で、キャリアの方向性が大きく左右される。キャリアにおけるこう

した転機への対応に注目したのが、次に述べるトランジション論である。 

 

２－３．トランジション論 

バウンダリレス・キャリアやプロティアン・キャリアは、環境変化の激しい時代におい

て、組織の枠を超えたより広いキャリア空間で、自らのアイデンティティを見直しつつキ

ャリアを構築するという、不確実性の高い環境下でのダイナミックなモデルであった。 

現実のキャリアは、生涯発達心理学や組織内キャリア発達論の各段階に描かれる人生モ

デル通りに進むわけではなく、想定を超えた偶然、運、不運、経験したことのない環境変

化、思いがけないタイミングで訪れる人生の節目など、様々な転機に遭遇する。こうした
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転機への対応により、キャリアの方向性が決まり、キャリア発達が促されていくとの考え

方がある。キャリアにおけるこうした転機への対応に注目したのが、これから述べるトラ

ンジション論である。  

トランジション（transition）は、通常、転機、転換点、移行と訳されるが、渡辺編著

(2007,129-131頁)によると、トランジションには、発達段階の移行期としての意味と人生

上の出来事としての意味との２つの意味があるという。 

すなわち、前者の立場では、成人の各年代や発達段階には共通した発達課題や移行期が

あり、これをトランジションと呼ぶ。同じ立場に立つ者が、移行期における自分の人生の

転換点となる出来事をトランジションと呼ぶこともあるが、これは、人生上の出来事とい

う視点に近いともいえるが、この場合であっても、トランジションは、成人には、ある一

定のキャリア発達の段階があるという前提に立って、その文脈のなかで使われる。金井

(2002a,73頁)は、生涯発達論やキャリア論におけるライフサイクルの視点では、人生やキ

ャリアは安定期と移行期の繰り返しであるという。 

一方、後者の立場では、就職、転職、失業、結婚、離婚、転居、本人や家族の病気など、

個人の人生において大きな意味を持つ出来事を人生上の転機、転換点としてトランジショ

ンを捉え、その出来事が個人に及ぼす影響やその克服のプロセスに注目している。 

ここでは、トランジションを前者、後者の双方を含む広義に捉えるが、Bridgesが、ト

ランジション全般への対応を取り上げるのに対して、Schlossbergは主に後者の人生上の

出来事としてのトランジションへの対応を扱う。また、Nicholsonは、職業生活における

仕事役割の変化に焦点を絞って、トランジションの問題を扱っている。 

 

２－３－１．Bridgesのトランジション論 

 Bridges(2004)は、自らが開催したトランジション体験というセミナーに参加した２５名

を対象にしたグループセラピーの分析結果から、個人が人生における転機を乗り越えてい

く共通のプロセスを発見した。このプロセスは、キャリアだけでなく、より大きな人生の

上の転機にあてはまるものとして述べられている。そのプロセスは図２－４のような３つ

のフェーズからなり、最初が終焉(endings)であり、次に、中立圏(neutral zone)、始まり

(making a beginning)へと進む。 
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何かが終わる時期        混乱や苦悩の時期       新しい始まりの時期 

図２－４ Bridgesのトランジション・モデル 

（出典）Bridges(2004)より 

 

このモデルの最大の特徴は「終焉」のフェーズが最初に来るという逆説的な構造を持っ

ている点にあり、特定の時期が適切に終了しないと新しいものが始まらないということが

Bridgesの主張の中で最もユニークであり、かつ重要視されている部分である（加藤,2004, 

48 頁）。ここでは「終焉」のフェーズに焦点をあてて、なぜ、そのフェーズが重要視され

るのか、そのフェーズはいかなる構造を持つのかを紹介する。 

 

（１）終焉 

Bridges(2004,邦訳 157-192 頁)によると、転機において個人が遭遇する問題のいくつか

は、一見新しい始まりへの対応が原因のように見えて、実際には、終焉にうまく対処でき

ていないことが原因であるという。「終焉」で何かを手放すことが、自己変容には極めて重

要であり、出産や昇進のように一見喜ばしい変化であっても、まず、「終焉」から入らない

と、転機をうまく乗り切れないというのが彼の主張である。「終焉」のプロセスは、表２―7

のとおり、離脱 (disengagement)、解体 (dismantling)、アイデンティティの喪失

（disidentification）、覚醒(disenchantment)、方向感覚の喪失(distortion)の５つの構成要

素からなる。５つの構成要素は、決められた順番で起こるものではなく、様々なパターン

があると Bridgesは述べているが、離脱以外は内的な事柄であり、内的な「終焉」がトラ

ンジションを開始させると言える。「終焉」とは、転機において自己が再生する前提条件で

あるが、象徴的には死の体験であるため、時には、自分という存在の終わりと感じられる

苦悩に満ちたプロセスとなる。 

終焉 

 

 

中立圏 始まり 
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表２－７ 「終焉」を構成する５つの要素 

項目 説明 

離脱 離婚、近親者の死、転職、転居、病気など、転機のきっかけとなる

人生上の出来事により、それまで自分を位置づけてきたなじみ深い文

脈から、引き離されることである。古いシステムが壊れることで、は

じめて、変化のプロセスが始まる。 

解体 これが自分だと感じさせてきた古い習慣、生き方、行動パターンを、

時間をかけて徐々に見直すことである。「離脱」は一瞬にして終わるが、

「解体」はゆっくりと進む。 

アイデンティティ

の喪失 

自分が何者かという感覚を根本から揺さぶられることである。特に、

職業上のトランジションが生じた時や、古い役割や肩書きがその人の

アイデンティティの重要な部分を占めていた場合、しばしば大きな苦

悩をもたらすが、自分を縛っているイメージを緩めることで、新たな

アイデンティティを獲得する道が開ける。 

覚醒 その人が持っていた幻想が消え、これまで信じていた世界がもはや

現実ではないと気づくことである。「離脱」や「アイデンティティの喪

失」を経験した後でも、頭の中では、かすかな期待で過去の幻想を負

い続ける。「覚醒」とは、この幻想から覚めることであり、新しい現実

を受け入れる準備が整ったサインとなる。 

方向感覚の喪失 人生がどこに向かっているかの感覚を失うことである。そうなって

はじめて、新しい方向を見出すことが可能になる。決して、楽しい体

験ではなく、特に、解雇されたり（離脱）、最後の昇進のチャンスを逃

したり（覚醒）した人は、将来の目標や計画に対する意欲をなくし、

その喪失が、その人の基本的な生き方を脅かすようなら、かなり危険

な事態が生じることがある。 

（出典）Bridges(2004, 邦訳 157-192頁)より、筆者作成 
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（２）中立圏 

 Bridges(2004,邦訳 193-225頁)によると、「終焉」が過ぎると、「中立圏」の時期を過ご

さねばならないという。この時期は、外見的には非生産的な空白の時であるが、自己変容

には欠くことのできないプロセスである。ここで必要なのは一時的な空虚感に耐えること

である。この時期に空虚感が避けられないのは、自己変容が本質的には死と再生のプロセ

スだからである。真の再生を果たすためには、一旦、目的や形態が未確定の状態に立ち戻

り、新しい視点で再統合する必要があるためである。そのために Bridgesは１人きりにな

ることや自叙伝を記述すること、将来やりたいことについて考えるなど、自分の内面に向

き合い、自分をじっくりと見つめ直すことが役に立つと述べている。 

 

（３）始まり 

 Bridges(2004,邦訳,226-253頁)によると、「始まり」は、あまり印象に残らない形で始ま

るという。真の「始まり」は外的な変換よりも、内的世界の再構成にもとづく。真の自分

が深い願いと結びつくことによって、われわれは強く動機づけられるからである。この「始

まり」においては、しばしば新しい自分になることに対して、内的な抵抗を伴う。そうし

た動揺は、これまで自分を自分足らしめていた古いあり方、ニーズに応えてきた古いやり

方が、新しい変化によって破壊されるのではないかという恐怖心から生じる。同じような

ことが、外的な人間関係においても生じるため、新たな「始まり」は、しばしば確執や裏

切りの感覚を引き起こすという。職業生活におけるこうした再方向付けの時期の混乱の度

合いは、２つの要素によって決定される。第１の要素は、トランジションのきっかけとな

る変化に内在する重要性である。第２の要素は、それらの変化が、自分自身の中で起こっ

ている発達上の課題と重なるかどうかである。仕事上の変化と人生の発達のリズムが重な

りあうとき、混乱の度合いは大きくなる。 

 

このように、トランジションを乗り越えることが、自己変容を伴う内的なプロセスであ

ること、「終焉」のプロセスでそれまでのアイデンティティを適切に手放さなければ、次の

ステップにうまく移行できないことを明らかにした点に Bridgesの貢献がある。 
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２－３－２．Schlossbergのトランジション論 

Bridgesのトランジション論が人生におけるトランジション全般について、それを乗り

越えるプロセスを論じたのに対して、Schlossbergのトランジション論は、人生上の出来

事としてのトランジションへの対応を扱う。Schlossberg(1989,邦訳 12-22頁)は、人は生

涯を通じてそれぞれ独自の転機を経験するが、どのような転機であっても、図２－５のよ

うな「転機を見定める」(approaching changes)、「リソースを点検する」(taking stocks)、

「主体的に行動を起こす」(taking charge)の３ステップを通じて乗り越えていけるとし、

そのための方法論を具体的に示した。まず、最初の「転機を見定める」のステップにおい

て、転機には様々な種類があることを理解し、自らが転機にあることを認識する。続く「リ

ソースを点検する」のステップでは、４Ｓシステムという枠組みを用いて転機を乗り越え

るために活用できるリソースを確認し、最後の「主体的に行動を起こす」のステップで、

４Ｓシステムの評価を踏まえて、戦略と行動計画を立てて行動を起こすという流れになる。 

図２－５に示すとおり、一見、Bridgesのトランジション論と似た３ステップであるが、

Bridgesがプロセスのはじめに来る「終焉」のプロセスに力点を置いていたのに対して、

Schlossbergは Bridgesで言えば、「中立圏」や「始まり」のプロセスにあたる内面を見

つめ直し、具体的な行動を始めるプロセスに力点を置き、４Ｓシステムという枠組みや多

様な戦略メニューを提示したところに大きな特徴がある。  

 

 

 

 

図２―５ 転機を乗り越えるための３つのステップ 

（出典）Schlossberg(1989,邦訳 17-18頁)より筆者作成 

 

Schlossberg(1989,邦訳 28-29頁)は、転機には、予測していた転機、予測していなかっ

た転機、期待していたことが起こらなかった転機の３種類があるとして、就職、昇格、結

婚などを例に、できる／したいと思っていたができなかったノンイベントも生き方に大き

な影響を及ぼす転機になると述べている。また、こうしたイベント、ノンイベントの中で

も、（１）役割、（２）人間関係、（３）日常生活、（４）自分に対する見方や考え方などの

全ての側面で大きな変化をもたらすものが特に重要な転機を生み出すとしている。転職を

転機を見定める リソースを 

点検する 

主体的に 

行動を起こす 
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例に取れば、転職することで一切の職務が変わる（(1)役割の変化）、転職することで新た

な上司・同僚と関係を持つ（(2)人間関係の変化）、転職することで日課や通勤形態が変わ

る（(3)日常生活の変化）、失業し新しい職が見つからない中で、自分への自信を失う（(4)

自分に対する見方や考え方の変化）というように、全ての側面で大きな変化をもたらすこ

とから、通常、重要な転機にあたると考えられる。 

Schlossberg(1989,邦訳,94-95頁)は、「転機を見定める」というステップでは、まず、転

機を良いものと見るか、好ましくないものと見るか、人生をどう変えるのか、タイミング

はどうか、どの程度続くのかなど、自分がどのような転機に直面しているかを知ることが

重要だとしている。「リソースを点検する」のステップでは、転機による変化を乗り越える

ために確認すべきリソースとして、表２－８に示すとおり、状況(Situation)、自己(Self)、

サポート（Support）、戦略（Strategies）の４項目を挙げている。各項目の頭文字が全て

Ｓであることから４Ｓシステムと呼ばれるが、この４Ｓシステムの枠組みを用いて自らが

活用できる資源を確認することが、転機を乗り越えるために極めて有効だと言う。 

 

表２―８ ４Ｓシステムについて 

項目 説明 

状況 

 

転機をもたらした状況が、自分にとってどのようなものかを評価すること。そ

の転機が、良いのか悪いのか、予定されたものか突然のものか、タイミングは

最悪か絶好か、一時的なのか永続的なのかなど、転機の詳細を整理していくこ

とで状況を客観的に捉えることができる。 

自己 

 

自分の性格や価値観を知ることで、自分の内面の強さを自覚すること。自分は

転機にどう対応するか。奮起して立ち向かうタイプか、途方に暮れるタイプか。

人生に対し楽観的か、悲観的か。転機に直面した時、事態をコントロールして

いると感じるか。これらを鑑みることで、転機の対処方法が検討できる。 

サポート 

 

転機において本人が活用できる外部（家族、友人、第三者、専門機関、など）

からどのような好意、肯定、援助といった支援が得られるかを考えること。 

戦略 

 

状況、自己、サポートの評価を踏まえ、具体的にどう転機を乗り越えるかのア

プローチを考える。転機をつくり変える戦略、転機の意味を変える戦略、スト

レスを処理する戦略、あえて何もしない戦略がある。 

（出典）Schlossberg(1989, 邦訳 74-180頁)より筆者作成 
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このように転機により生み出された状況を冷静に分析し、それに対する自己の感情・反

応を理解し、どのような支援を受けられそうかを整理した上で、変化を乗り越える戦略を

考えるというのが、Schlossberg(1989,邦訳 131-180頁)の主張であり、表２－９のとおり、

転機そのものに働きかけるだけでなく、さまざまなバリエーションがあるとしている。 

 

表２―９ 転機に対処する戦略の種類と内容 

戦略の種類 戦略の内容 

転機をつくり変える戦略 ・交渉する 

・前向きに行動する 

・アドバイスを求める 

・自己主張する 

・ブレーンストーミングでアイデアを広げ、別の道を拓く 

転機の意味を変える戦略 ・転機のプロセスを理解して現状をとらえる 

・転機に向けてリハーサルをしておく 

・儀式を工夫する 

・前向きの比較をする 

・優先順位を並べ替える 

・転機の評価を見直す 

・意図的無視－些細なことには悩まない 

・現実否認－できるだけ現実を避ける 

・ユーモアで苦境を乗り切る 

・信仰をもつことで転機を乗り切る 

ストレスを処理する戦略 ・遊び－泡風呂、ポーカー、アンティークショップなど 

・感情の発露－泣く、枕を殴る、大声を出すなど 

・カウンセリング、セラピー、助け 

・リラックス法－イメージトレーニング、リラクゼーション 

・読書―独習書、冒険小説、恋愛小説など 

・運動―ジョギング、水泳、テニスなど 

あえて何もしない戦略 ・意図的不作為 

（出典）Schlossberg(1989, 邦訳 131-180頁)をもとに筆者作成 
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そして、最後の「主体的に行動を起こす」の段階では、まず、自分の４Ｓを点検し、自

分が採用できる戦略を決定し、実行に移す。その際、複数の戦略を組み合わせることが有

効であると述べている。 

このように、人生に大きな影響を与える転機にはノンイベントを含めて多様なものがあ

るが、転機の大きさは役割、人間関係、日常生活、自分に対する見方や考え方に関する変

化の大きさなど、アイデンティティを揺るがす程度により決まる。そして、いかなる転機

であっても、適切に評価し、４Ｓシステムという枠組みを使って、自分自身や自分のネッ

トワークを含めて持てるリソースを理解した上で、転機そのものに働きかけるだけでなく、

転機の受け止め方を変える、何もしないなど複数の戦略を組み合わせることで乗り越えて

いけるというのが Schlossbergの主張である。このように、転機の種類とその乗り越え方

に関する実践的な枠組みを示した点に、Schlossbergの貢献がある。 

 

２－３－３．Nicholsonのトランジション論 

Bridges、Schlossbergのトランジション論が、人生全般の転機を扱うのに対して、職業

生活における仕事役割の変化への対応に焦点をあてたのが Nicholson(1984,1990)、

Nicholson and West(1988)のトランジション論である。まず、仕事役割における変化に個

人がどう適応するかについて、Nicholson(1984,p.175)は、表２－１０のとおり、２つの次

元とその高低からなる４象限で４つの類型に分類できるとしている。 

 

表２－１０ 仕事役割の変化に対する適応形態 

 個人の成長 

低 高 

役
割
の
革
新 

低 

反復 

（replication） 

統合 

(absorption) 

高 

決定 

(determination) 

探索 

(exploration） 

（出典）Nicholson(1984) p.175より 

 

２つの次元のうち、１つは、「個人の成長」(individual change)である。個人が自分自身

の準拠枠、価値観、アイデンティティに関連した特性を見直していくことで、変化に対応
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しようとする方向である。もう１つは、「役割の革新」（role innovation）である。こちら

は、自分自身が変化するのではなく、むしろ、役割の要求事項を自分の要望や能力、アイ

デンティティに合うように書き換えることで変化に対応しようとする方向である。 

４つの類型のうち、個人特性がさほど変化せず、役割の革新もさほど行われない形を反

復（replication）と呼ぶ。これは新たな職務に新規性がさほどなく、個人の職務に対する

裁量もさほど大きくない状況における適応モードである。例えば、組み立て工場の労働者

が別の工場の同様の仕事に異動したような状況において見られる適応モードである。 

個人特性が大きく変化し、役割の革新がさほど行われない形を統合(absorption) と呼ぶ。

これは職務の新規性が高く、かつ個人の職務に対する裁量がさほど大きくない状況におけ

る適応のモードである。例えば、あるマネジャーが仕事の内容も職場の雰囲気も前職とは

全く異なる職場に異動したようなケースに見られる適応モードである。 

個人特性がさほど変化せず、役割の大きな革新が行われる形を決定(determination)と呼

ぶ。これは、職務の新規性がさほど大きくなく、かつ個人の職務に対する裁量が大きい状

況における適応モードである。例えば、技術の専門家が何ら妥協することなく、持てる技

能を新たな状況に適用し、大幅な変革を成し遂げようとするといった場合に見られる適応

モードである。  

最後に、個人特性が大きく変化し、役割の革新も同時に行われる形を探索(exploration）

と呼ぶ。これは職務の新規性が高く、個人の裁量が大きい状況における適応モードである。

例えば、ゼネラリストのマネジャーがより高い地位の、新たな職能分野におけるポストに、

大きく昇進するときなど見られる適応モードである。 

また、Nicholson and West(1988,pp.96-116)は、これまで述べた適応のフェーズも含め

て、仕事役割の変化に伴うキャリア上の移行期が全体としてどのようなプロセスで進むか

について、トランジション・サイクル・モデルというモデルを示した。キャリア上の移行

期には、表２－１１のような４つのフェーズが存在するとし、準備（preparation）→遭遇

（encounter）→順応（adjustment）→安定化（stabilization）→準備という循環を形成

するらせん状のモデルとして表現される。 
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表２－１１ トランジション・サイクルを構成する各フェーズ 

ステップ フェーズ 特性 

Ⅰ 準備(preparation) 変化の前の期待と予測のプロセス 

Ⅱ 遭遇(encounter) 仕事における最初の数日もしくは数週間における

情動と意味構成 

Ⅲ 適応(adjustment) 人格―職務間の不適合を減少させるための人的、役

割的発達 

Ⅳ 安定(stabilization) 人格と役割の安定した結合 

Ⅴ／Ⅰ14 準備(preparation) サイクルの更新 

 （出典）Nicholson and West (1988, pp.8-15)より 

 

 第１のフェーズは「準備(preparation)」と呼ばれる。準備のフェーズは、個人が転機に

先駆け、心の準備を行う局面である。このフェーズは、後のフェーズに影響を与えるとい

う点が重要であり、期待に胸を膨らませすぎると「遭遇」のフェーズで失望を経験しやす

く、「適応」や「安定」のフェーズを難しくしてしまう。心配しすぎるケースも同様である。

このフェーズでは、転機に関してどのような事前情報が手に入るか、期待がどの程度具体

的か、変化に対する心情や将来の不透明感に対処する意味でのスキルや知識の存在などが

問題となる。 

 第２のフェーズは「遭遇(encounter)」と呼ばれる。このフェーズは、新しい仕事につい

て数日から数週間で、転機における様々な変化に直面する時期にあたる。「遭遇」のフェー

ズでは、職場の環境、仕事の内容、自分自身に生じた変化についてネガティブ、ポジティ

ブ両面での驚きがあり、事前の期待と現実とのギャップであるリアリティ・ショック

(reality shock; Schein,1978,pp.105-107）への対処が大きな問題となる。「遭遇」のステー

ジにおける驚きの程度は、会社を変った場合により大きくなる傾向がある。 

 第３のフェーズは「適応(adjustment)」と呼ばれる。適応のフェーズでは、実際の職務

に慣れて、周囲の人間との人間関係が築く必要がある。適応のフェーズには、すでに述べ

たとおり、２つの次元がある。それは、新たな役割に合うように個人の態度や行動が変化

する「個人の成長」という側面と、個人が自分の個人的要求に合うように新しい役割を変

                                                   
14第Ⅴ段階が、新たな第Ⅰ段階であるため、Ⅴ／Ⅰと記されている。 
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化させるという「役割の革新」という側面であり、反復、統合、決定、探索の４つの適応

モードに類型化される。 

 第４のフェーズは「安定(stabilization)」と呼ばれる。安定のフェーズは、適応のフェー

ズの次に訪れる。このフェーズは経験を統合する時期であり、それまでの驚きや適応が消

え、職務において安定した手順が確立される。しかし、このフェーズにたどり着く前に、

次の転機に対する準備を始める人もおり、この安定のフェーズは次のサイクルへの準備期

間ともなる。 

Nicholson and Westのトランジション・サイクル・モデルでは、キャリア全体は、一方

向に階段を上っていくようなモデルではなく、この４つのフェーズを何周か回るプロセス

であるとされている。このモデルの適用範囲は、極めて広く、最初の就職、単なるジョブ

ローテーション、初めて部下を持つ経験、海外赴任、出向・転籍、さらには、転職、退職

のケースについてもあてはめることができる (金井,2001)。Nicholson(1990）は、トラン

ジション・サイクル・モデルには３つの前提があるという。 

１つ目は「再帰性(recursion)」である。われわれはトランジション・サイクルのどこに

いても、そこに留まるのではなく、次のステップ、次のサイクルへと動き続ける。４つの

段階を経て、「安定」に到達すると、１つの区切りとなるが、それで終わりではなく、次の

サイクルに向けた準備を育む期間となり、新たなサイクルが始まる。そして１つのトラン

ジション・サイクルの経験は、将来のトランジション・サイクルに影響を与えるのである。 

２つ目は「分離(disjunction)」である。４つの段階は連続的であるが、それぞれに異な

った心理プロセスである。「準備」では、期待や動機、「遭遇」では情緒と状況認知、「適応」

では同化と吸収、「安定化」では、関係性と業績がそれぞれのステージの心理プロセスの核

となる。 

３つ目は「相互依存(interdependence)」である。サイクルの各段階は特徴的であるが、

前の段階に強い影響を受けるという点である。サイクルがうまく展開されると、次の展開

もうまく行くが、１つつまづくと次のステージでの対応が難しくなる。 

 Nicholson(1990,pp.89-93)は、トランジション・サイクルにこうした前提があることを

踏まえて、サイクルをうまく回し続けるために、４つの段階ごとに、どのような課題があ

るのか、避けるべき落とし穴は何か、うまく乗り切るための戦略と失敗した時の対応は何

か、マネジメントとしてはどのような手助けができるかを明らかにしており、それをまと

めたのが表２―１２である。 
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表２－１２ トランジション・サイクルの各フェーズの課題と対応 

 準備 遭遇 適応 安定 

課題とゴー

ル 

有益な期待、動機、

感情を育むこと 

対処できる自信、意

味を見出す喜び 

個人の変化、役割革

新、関係構築 

持続した信頼とコミ

ットメント、課題と人

間関係をうまくこな

す 

落とし穴と 

失敗 

恐怖、嫌気、準備不

足 

ショック、拒絶、後

悔 

不適応、降格、不平 失敗、あきらめ、ごま

かし 

方策と救済 仕事の現実について

の下調べ、事前契約、

自己評価 

社会的サポート、シ

ステムの緩み、安全、

探索と発見の自由 

なすべき本当の仕

事、初期の成功、素

早いフィードバック

と相互コントロール

を通じての有益な失

敗体験 

目標設定、役割革新と

裁量のマネジメント

に対する評価 

管理システ

ムの役割 

採用、教育と訓練、

キャリア分析と助言 

配属と訓練、誘導と

社会化、仕事／グル

ープ分析、仕事のス

ケジュールと計画 

管理のスタイル、メ

ンタリング、業績フ

ィードバックの仕組

み、チームと個人の

成長につながる活

動、職務再設計 

管理システム、リーダ

ーシップ、資源配分、

業績のチェックと評

価 

（出典）Nicholson(1990,pp.89-93)にもとづき、筆者作成 

 

金井(2001)によると、「このサイクルがうまく回るときは、(1)現実的な期待を持って準

備を行い、(2)新しい世界でのことを適切に意味づけ、(3)状況に応じた自己変革・成長を行

いつつ対人ネットワークを形成し、(4)目標に対して工夫しながら仕事をうまくこなせるよ

うになっていく、という感じの善循環がおきる。逆にこのサイクルがうまく回らないとき

にはたとえば、(1)準備段階で、現実離れした過度な期待を持ってしまい、(2)遭遇段階で、

現実に対して「こんなはずではなかった」とういとまどいから躓いてしまい、(3)適応（す

べき）段階で、無理して状況に合わせようとして不平がたまり、(4)安定段階で、うまく行

っていないことをなんとか隠そうとする（そして次の異動に際して自信や意欲を失ってし

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%A5%CD%A5%C3%A5%C8%A5%EF%A1%BC%A5%AF
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まう）、という悪循環になる」という。 

 Nicholson(1990)は、表２－１３に示すとおり、トランジション・サイクルを特徴づける

次元として、(1)頻度(speed)、(2)振幅(amplitude)、(3)つり合い(symmetry)15、(4)継続性

(continuity)、(5)裁量の余地(discretion)、(6)複雑性(complexity)、(7)推進力(propulsion)、

(8)促進要因(facilitation)、(9)重要性(significance)の９項目を示し、その次元における２軸、

すなわち、高低、大小といった特徴の組み合わせから、トランジション・サイクルの４つ

のパターンを例示した。 

 

表２－１３ トランジション・サイクルの９次元とトランジションの類型（例示） 

 １．ふつうの昇進 ２．ヨコの異動 ３．転職 ４．退職 

変
化
の
側
面 

脈絡の変化 なし 大きい 大きい 少し 

関係の変化 少し 大きい 大きい 中程度 

地位の変化 中程度 少し 少し 大きい 

機能の変化 少し 少し 大きい 大きい 

９
つ
の
次
元 

1.頻度 多様 稀 稀 稀 

2.振幅 低い 低い 高い 中程度 

3.つり合い 各段階が短い 遭遇段階が長い 各段階が長い 順応段階が長い 

4.連続性 高い 高い 低い 低い 

5.裁量の余地 中程度 低い 多様 高い 

6.複雑性 低い 高い 高い 低い 

7.推進力 状況 状況 本人 状況 

8.促進要因16    －    －    －    － 

9.重要性 低い 中程度 高い 高い 

 （出典）Nicholson(1990, p.103)より 

 

表２―１３のとおり、転職については、脈絡、関係、機能の３つにおいて、「大きな変化」

とされている。地位については「少し」とされているが、本研究で対象とするＣＦＯのよ

                                                   
15 (3)つり合いとは、順応に要する時間と実際に仕事を成し遂げていく時間のつり合いはどのような関係か、という意

味である。 

16 促進要因については、原著の表(p103)に記載されていない。 
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うな経営幹部を目指す転職の場合は「中程度～大きい」となるであろう。こうしたことか

らすると、転職のトランジション・サイクルは、あらゆる側面で大きな変化を乗り越える

プロセスだと言える17。 

このように、Nicholson はキャリアにおける仕事役割の変化への対応に注目し、仕事役

割の変化というトランジションに個人がどう適応するかについて、反復、統合、決定、探

索という４つの適応モードを示した。そして、キャリア上のトランジションをどう乗り越

えていくかのプロセスを準備、遭遇、適応、安定という４つのフェーズからなるトランジ

ション・サイクル・モデルとして捉え、そのサイクルがらせん状に重なることで、個人は

発達するとした。また、そのサイクルの各フェーズに再帰性、分離、相互依存の３つの前

提があることを指摘し、サイクルをうまく回していくための課題と対策を整理した。この

ように、キャリアにおける仕事役割の変化というトランジションへの対応について包括的

な体系を示した点に Nicholsonの大きな功績がある。 

ＣＦＯに至るキャリア発達においては、転職というイベントをどう乗り越えるかという

トランジションと、新たな職場に移ったことによる仕事役割の変化にどう適応するかとい

うトランジションという、２つの意味でのトランジションに繰り返し直面する。これまで

紹介してきたトランジション論は、人生や仕事生活には、さまざまなトランジションがあ

ることを示した上で、そうしたトランジションを乗り切るプロセスと方策について、包括

的かつ体系的な枠組みを示したといえる。 

 

２－４．先行研究のまとめ 

本来ひとりひとりにユニークでパーソナルな個人のキャリアを説明するには、複数の理

論の統合が必要となる（金井,2010）との認識のもと、ＣＦＯに至るキャリア発達を理解す

るために必要なキャリア発達論、トランジション論における主要学説を見てきた。 

Schein(1978, 1990, 1995)の組織内のキャリア発達論は、安定した経営環境のもとで、

個人が１つの企業内で自分の欲求と組織の要求をマッチさせつつ、発達段階ごとの発達課

題を克服しながら、成長を果たすプロセスを理論化したものである。キャリアに関する個

人の価値観にはゆるがない不動点があること、キャリア発達の本質が、個人の欲求と組織

の要求とのマッチングであること、また、キャリア発達の方向性が昇進のような外的キャ

                                                   
17 Schlossberg(1989,邦訳 28-29頁)は、転機の重要性に影響を与える要因として(1)役割、(2)人間関係、(3)日常生活、

(4)自分に対する見方や考え方の４つを上げ、全て大きな変化をもたらす例として転職を挙げている。 
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リアだけでなく、内部者化や機能範囲の拡大のような多次元のものであることなど、

Scheinの示したキャリア・アンカー、キャリア・サバイバル、キャリア・コーンといった

概念は、あらゆるキャリア論の土台となっており、本研究を進めるにあたっても重要な理

論的枠組みとなる。 

しかし、1990年代以降の欧米において、グローバル化やＩＴ化の進展に伴い、Ｍ＆Ａや

ダウンサイジングに伴うリストラや雇用の非正規化が活発になったことにより、１つの組

織内でのキャリアが以前ほど支配的ではなくなったことから、新たなキャリアの現実を捉

えるために、組織内キャリア発達論に代わる新しい枠組みが必要だとの認識が生まれ、い

わゆるニュー・キャリア論が唱えられるようになった。そうした中で、主要な潮流を形成

してきたのがバウンダリレス・キャリア(Arthur,1994; Arthur and Rousseau,1996)とプロ

ティアン・キャリア(Hall,1976,1996,2002)という考え方である。 

バウンダリレス・キャリアは、新たな経済においては、１つの組織内でキャリアを考え

るという前提が崩れ、組織間、職種間、産業間などに存在する境界を超えていくキャリア、

すなわち、会社間を渡り歩く転職、プロジェクトベースの有期契約での就労、組織の外部

から業務提供するフリーランスなどといった、新しいキャリアの現実が生じつつあり、そ

うした現実を見据えなければ、新しい時代のキャリアを捉えることができないと主張した。

バウンダリレス・キャリアが、どちらかというとキャリアの外形的側面、すなわち、１つ

の組織内でだけではキャリアを捉えきれなくなったというキャリアの多様化を強調したの

に対し、こうしたキャリアの現実を個人の内面の変化に焦点をあてて、捉え直したのが

Hallのプロティアン・キャリアである。 

Hall(1996,2002)は、1990 年代以降の欧米がＭ＆Ａやダウンサイジングに伴う多くのリ

ストラを経験したことで、個人と会社間の心理的契約が長期の相互コミットメントにもと

づく「関係的」なものから、短期的な貢献と利益の交換にもとづく「取引的」なものに変

化したと主張した。新しい心理的契約、すなわち、プロティアン・キャリア契約は、個人

がキャリアの管理主体となり、環境変化に合わせて、学習、変化を繰り返しながら、心理

的成功を目指していくということを主たる特徴とする。このプロティアン・キャリア契約

は、組織がキャリアの管理主体であり、組織が付与する役割の中で、個人は昇進、昇給な

どを目指すとする伝統的な組織内キャリアの心理的契約とは大きく異なるものである。 

 Hall(1996,2002)は、このプロティアン・キャリアを生き抜くためには、アイデンティテ

ィとアダプタビリティの２つのメタ・コンピテンシーが必要だとした。アイデンティティ
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が必要となるのは、激しい変化に自らのキャリアを変幻自在に合わせて、心理的成功を体

験するには、今まで以上に自らの価値観や興味に気づいていること、過去、現在、未来の

自分が連続し統合されている確信が求められるからである。また、アダプタビリティが必

要となるのは、環境が激しく変化する中で、特定のスキルによって人生全体を貫くのは困

難であり、新しいスキルや能力を獲得する力がより重要になるからである。 

バウンダリレス・キャリアやプロティアン・キャリアは、組織内キャリア論が提示した

静的なモデルと比較すると、より広いキャリア空間の下で、自らのアイデンティティも見

直しながら、自分らしい生き方を追求するダイナミックなモデルである。こうしたニュー・

キャリア論は、組織内キャリア論のアンチテーゼとして示された概念であったが、組織に

自分のキャリアを預けるかとどうかという対立軸を除けば、必ずしも組織内キャリア論と

排他的な関係にある訳でない（鈴木,2014）。 

一方、現実のキャリアにおいては、想定を超えた偶然、運、不運、経験したことのない

環境への適応など、さまざまな転機や移行期が訪れる。こうした転機や移行期への対応に

注目したのがトランジション論である。Bridges(2004)は、転機への対応は、自己変容を伴

う内的なプロセスであり、何かを終わらせる「終焉」のプロセスでそれまでのアイデンテ

ィティを手放すことが重要だと指摘した。Schlossberg(1989)は、人生上の転機となる出来

事をどう乗り切るかに注目し、何かが起こることだけでなく、期待していたことが起こら

ないことも転機であるとし、転機の多様性を強調した。その上で、自分が転機にあること

を知り、４Ｓシステムの枠組みを用いて、状況、自己、サポート、戦略を冷静に分析する

ことで、どんな転機も乗り切れるとした。Nicholson(1984,1990)、Nicholson and 

West(1988)は、仕事役割の変化という移行期にどう対応するかという点に注目し、適応に

あたっての４類型、トランジション・プロセスにおける４つのフェーズやフェーズごとの

課題と対応など、職業生活における移行期への対応を体系的に示した。 

 様々な転機や移行期を乗り越えながら、組織の境界を超えて発達するＣＦＯのキャリア

発達を理解するには、Schein が示す組織内キャリア発達の枠組みだけでは不十分であり、

組織の枠を超えるキャリア発達論が示す枠組み、あるいは、転機、移行期をどう乗り切る

かに着目したトランジション論が示す枠組みを活用しながら、複眼的に見て行くことが重

要だと考えられる。 
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２－５．先行研究の限界と研究課題の設定 

本研究が対象とする研究テーマに最も関係が深い組織の枠を超えたキャリア発達論は、

提唱されてからすでに 20 年以上が経過するが、いまだ概念的な議論が先行し、フィール

ドワークに基づく詳細な研究は十分蓄積されたとは言えない。これまでのプロティアン・

キャリアの研究は、そのキャリアを測定する尺度による量的な研究が中心であった。バウ

ンダリレス・キャリアについては、量的な研究だけでなく、質的な研究も行われてきたが、

フリーランスやクリエイティブ人材など、特定の文脈や専門性を持つ個人を対象にしたも

のが多かった（宇田, 2013; 鈴木, 2014）。また、わが国において、企業の境界が個人のキ

ャリアにとって、どの程度、重要でなくなりつつあるかに関する研究蓄積は乏しい（宇田

2007）。こうした点を踏まえると、組織の枠を超えたキャリア発達に関する先行研究につ

いては、次の３つの限界を抱えていると言える。 

 第１の限界は、組織の枠を超えたキャリアのパターンは、国ごとに一様ではない（金

井,2002a）とされているにも関わらず、わが国において、組織の枠を超えて歩む個人のキ

ャリアの特徴が明らかにされていないという点である。わが国においては、かつて大企業

を中心に、新卒一括採用、終身雇用が一般的であり、給与体系についても長期就労のイン

センティブが働くよう設計されてきた（加護野・小林, 1988）。この雇用慣行は、成果主義

の導入など、近年、多少変化したとはいえ、長期雇用については依然、支配的であり（岡

本ほか, 2009）、企業、社員ともに長期的な関係を期待するのが一般的である。近年、転職

はさほど珍しいものではなくなったとはいえ、複数回の転職を経験する者は依然、少数派

であり（厚生労働省編, 2016）、転職を繰り返すことに否定的な価値観を持つ人も少なくな

い。また、わが国においては、外部労働市場が未発達なため、必要なタイミングで、満足

できる転職先を見つけることは簡単なことではない。このように、わが国において、転職

が必ずしも容易ではなく、転職にストレスがかかりやすい文脈がある中で、あえて組織の

枠を超えたキャリアを歩もうとする人物、とりわけ経営人材にはどのような特徴があるの

だろうか、どのような経緯でそうしたキャリアに踏み出すのであろうか、こうした点は必

ずしも明らかにされていない。 

第２の限界は、転職のように、組織の枠を超えるというダイナミックなプロセスが、何

に支えられて、どのように進むのかが明らかになっていないという点である。DeFillippi 

and Arthur(1994)は、バウンダリレス・キャリアには、Knowing why, Knowing how, 

Knowing whomという３つのコンピテンシーが必要だとし、Hall(1996,2002)は、プロテ
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ィアン・キャリアには、アイデンティティとアダプタビリティという２つのメタ・コンピ

テンシーが必要だとする。しかし、これまで組織の枠を超えたキャリア発達論は主に伝統

的な組織内キャリアとの違いを描き出すことに注力しており、組織の枠を超えるプロセス

やそれを支えるコンピテンシーの内容については、十分具体化されていない。とりわけ、

転職のように、現実に存在する組織の境界を乗り越えるプロセスにおける困難や葛藤、そ

れを克服するために必要なコンピテンシーは明らかになっていない。 

また、宇田(2007,2013)は、組織の枠を超えたキャリアの研究は、個人の態度や行動を強

調する心理学的アプローチが支配的であり、組織、制度などの構造要因に関する視点が不

足していると指摘している。当該キャリアの代表事例とされるシリコン・バレーのエンジ

ニアの研究においても、エンジニア本人の個人特性だけでなく、労働市場の開放性や地域

のビジネスカルチャーといった構造要因がエンジニアの移動性向に大きな影響を与える

(Saxenian,1996)と指摘されており、組織の枠を超える際には構造要因が大きな役割を果す

と考えられる。ＣＦＯ人材の転職行動とその支援要因を明らかにするためには、こうした

構造要因18にも目を向けておく必要がある。 

第３の限界は、組織の枠を超えたキャリア発達論と組織内キャリア発達論を統合した視

点からの研究の不足である。今回、取り上げたＣＦＯ人材は、組織間の移動志向性が強い

一方で、渡り歩く先の組織に経営幹部としてコミットし、組織目標の達成に貢献すること

で、より上位のポジションを目指すというキャリアであり、これまで紹介したキャリア発

達論のどれか１つだけで捉え切ることが難しい。組織の枠を超えたキャリア発達論と組織

内キャリア発達論は必ずしも排他的な関係にはなく、概念的には、両者をオーバーラップ

させた視点の必要性が指摘されてきたが（Granrose and Baccili,2006; 鈴木,2014）、具体

事例について、そうした観点から掘り下げた研究は少なく、組織の枠を超えたキャリアを

歩む経営人材が、渡り歩く先の組織にどのように適応し、実力を発揮するのかといった点

については、十分明らかにされていない。以上のような、先行研究の限界を意識しつつ、

本研究においては、次の３つの研究課題を設定する。 

ＲＱ１．ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至ったのか。 

ＲＱ２．ＣＦＯ人材の転職は、何に支えられて、どのように進むのか。 

ＲＱ３．ＣＦＯ人材は、転職した先にどのように適応し、実力を発揮するのか。 

                                                   
18 ここでは、構造要因とは、社会、経済、文化、制度等、個人と組織の外部にある要因を包括的に意味している。 
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この３つの研究課題の関係を図で示すと、図２－６の通りとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ ３つの研究課題の関係モデル図 

（出典）筆者作成 

 

研究課題ごとの問題意識を整理すると次のとおりである。まず、ＲＱ１においては、わ

が国では長期雇用が一般的であり、転職には多くの困難やストレスが予想される中で、な

ぜ、今回、調査対象としたＣＦＯ人材は転職する道を選ぶことになったのか、初期キャリ

アにおける経験を含めて、どのような要因が最初の転職につながったのかという経緯を明

らかにする。ＲＱ２では、外部労働市場が十分発達していると言えないわが国において、

転職で職位や待遇を上げていくことは容易ではない。特に、ある程度の年齢を超えた後に、

会社を辞めると決意することや満足できる転職先を見つけることは簡単ではない。そうし

た中、今回、研究対象としたＣＦＯ人材は、何故、次々と転職することが可能であるのか、

その転職行動が何に支えられ、どのように進んでいくのかを明らかにする。ＲＱ３では、

経営幹部や上級マネジャーとして、新しい転職先に移った場合には、内部者からの心理的

な抵抗や反発に直面することが予想される。複数回の転職を重ねてＣＦＯに到達するには、

そうした抵抗や反発を克服し、そこで実績を上げることで、次の転職に繋げる必要がある。

今回、調査対象としたＣＦＯ人材は外部者でありながら、何故、すみやかに新しい会社に

適応し、実力が発揮できたのか、どのような要因がそれを可能にしたのか、こうした点を

明らかにする。なお、先行研究の限界のところで触れたとおり、組織の枠を超えるキャリ

アに関するこれまでの研究は、個人の主観要因の探索に偏る傾向があったとの指摘を踏ま

え、分析にあたっては、個人の主観要因だけでなく、個人が有するネットワーク要因や、

上司との関係などの組織要因、制度やルールなどの構造要因についても幅広く目を向ける。 

最初の転職まで

のキャリア 

適応 

転職 

適応 

転職 
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転職 
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第３章 研究方法と調査対象 

 

本研究は、先行研究が乏しい分野における仮説構築を目的とした探索的研究であること

から、研究方法として、インタビューによる質的研究法を採用することとした。８名の研

究協力者を得て、１人あたり約２時間のインタビューを行ない、その結果を修正版グラウ

ンディド・セオリーアプローチ（以下、Ｍ－ＧＴＡ）を用いて分析した。具体的なインタ

ビュー方法、インタビューガイドライン、研究協力者のプロフィールは次のとおりである。 

 

３－１．インタビューデータの収集方法 

 

３－１－１．インタビュー方法 

インタビュー方法は、３－１－２のインタビューガイドラインにもとづき、半構造化面

接法により、インタビュイーの希望する場所で行った。インタビューにあたっては、まず、

倫理面での配慮内容について口頭で説明し、インタビュイーの了解を得た。倫理面に関す

る主な説明内容は下記のとおりである。 

 

（１）このインタビューへの協力は自由意思に基づき、途中でインタビューを取りや

めた場合でも不利益はないこと。 

（２）インタビュー内容は、ICレコーダーに録音するが、録音した音声データは逐語

録作成後に消去すること。 

（３）インタビューで聞き取った名前、企業名等の固有名詞については全て符号化し、

研究者以外に人に個人情報が特定されないようにすること。 

（４）得られたデータは研究目的以外に使用しないこと。研究成果を公表する場合に、

個人を特定できるような情報は公開しないこと。 

 

面接時間は、短いもので 1時間 25分、長いもので 2時間 18分、平均 1時間 50分、延

べ 14時間 43分となった。面接内容は、インタビュイーの同意のもとＩＣレコーダーに録

音し、逐語録に書き起こしたものをデータとした。文字数はトータルで 30万 5144文字に

及んだ。なお、インタビューにあたっては、Herzbergほか(1959)がインタビュー調査で用

いた「臨界事象法」(critical incident method)を用いた。Herzbergほかは、被面接者たち
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が職務において著しく満足、あるいは不満足を感じたときの状況についての具体的なエピ

ソード(critical sequence of events; 臨界事象系列)を語ってもらい、それを分析データと

して用いている。このような調査方法は、「いったい何が重要なのか」が分からないときに、

とくに有効な研究方法である。 

 

３－１－２．インタビューガイドライン 

 本研究のインタビューに用いたインタビューガイドラインは下記のとおりである。 

 

（１）最初の就職から、職業生活全般に至るこれまでのキャリアについて、特に、これま

での転職経験（離職の意思を固めるところから、就職活動、次の就職が決まるまで）

を中心に、仕事経験や人間関係など、できれば具体的なエピソードを交えて教えて

ください。 

 

・いろいろな困難やストレスが予想されるにも関わらず、転職を通じたキャリアを目

指そうとされたのは何故ですか。どのような経緯でそのような思いに至りましたか。 

・転職を通じてＣＦＯになるというキャリアが実現できたのは、考え方、スキル、行

動パターンなどの面であなたがどのような人物だったからだと思いますか。 

（そのような個人特性を持つことにつながった仕事経験等があれば教えて下さい） 

・経理系のキャリアで生きていくことを決めたのは、何故ですか。何がきっかけでし

たか。その判断についてどう思いますか。 

・転職は人生の大きな決断になると思いますが、離職を決意し、次の仕事を見つけ、

入社を判断し、というプロセスがどのように進んだのか、具体的な事例で教えて下

さい。 

・次の仕事の情報はどのようにして入手されましたか。 

・これまでの転職やキャリアを振り返り、あなたのキャリアをサポートしてくれた人

物は誰ですか。 

（転職先を紹介してくれた人、相談に乗ってくれた人、支えになってくれた人等） 

・ＣＦＯに必要な資質は何だと思いますか。あなたが、ＣＦＯの地位を得ることがで

きたのは、何が一番大きな理由だと思いますか。 

・あなた個人の能力、努力以外にあなたのキャリアを助けてくれた要因はありますか。 
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（２）これまでの転職経験を振り返って、 

・一番大きな転機となった転職は、いつですか。 

・最大のピンチであった転職は、いつですか。どう克服しましたか。 

・転職先での初期適応に苦労されたことはありますか。どう克服しましたか。 

 

（３）今から振り返って、これまでのキャリアについてどのように感じておられますか。 

・よかったこと、悪かったこと、得たもの、失ったものなど。 

・自分と同じようなキャリアを目指す人に教訓として、何を伝えたいですか。 

 

３－１－３．研究協力者 

 インタビュイーは、複数回の転職を経てＣＦＯに至った人物で、キャリアを回顧的に語

れる年齢という意味で 40 歳以上とした。複数回の転職経験者としたのは、本研究が転職

経験に焦点をあてた研究であり、一般的に「プロ経営者」とされる人物は、過去にも転職

経験があり、いわば、他流試合での実績を評価されて登用することが多いことから、この

条件を設けた。但し、インタビュー候補に挙げられたＣＦＯ経験者には全て複数の転職経

験があったため、この条件によって、絞り込まれたケースはない。 

上記の条件を満たし、研究の趣旨に賛同いただける方の中から、インタビューサンプル

に偏りが出ないように配慮し、表３－１に示す計 8名を抽出した。インタビュイー8名の

内訳は、男性 6名、女性は 2名である。最初の就職先は、日本企業が 6名（大企業 5名、

中小企業 1名）、外資系企業が 2名（国内 1名、米国 1名）、年齢層は 40歳台 3名、50歳

台 4名、60歳台 1名である。 

経験社数は多い人で 8社、少ない人で 3社であり、平均すると約 6社である。ＣＦＯを

務めた会社数は多い人で 5社、少ない人で 1社であり、平均すると 2社強である。ＣＦＯ

を経験した延べ 19社の内訳は、外資系 10社、日系 9社である。日系企業の内訳は、上場

企業 2社、上場企業の海外子会社 2社、ファンドの投資先 4社、ベンチャー企業 1社であ

る。経験した業種においてもメーカー、サービス、金融、小売り、商社、監査法人など多

岐に亘る。このように、インタビュイーの選択は、性別、年齢、業種等において十分分散

したものとなっている。インタビューは 2017年 1月から 5月の間で行った。 

 なお、ＣＦＯのバックグラウンドとなる専門分野としては、会計の専門性を持った経理
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系以外に、銀行系、戦略コンサル系もありうるが、ＣＦＯのバックグラウンドの多数を経

理系が占めること、理論構築のためには、一定の共通バックグラウンドの存在が好ましい

と考えられたため、経理系のバックグラウンドの人物に限定することとした。 

 

表３―１ 研究協力者の一覧 

仮名 年齢19 

 

性別 経験社数 

(うちＣＦＯ経験社数) 

主な業種 

Ａ 55 男 ６（２） 非鉄金属、消費財、商社、サービス 

Ｂ 50 女 ８（３） 監査法人、消費財 

Ｃ 41 男 ３（１） 銀行、商社、ベンチャー 

Ｄ 40 男 ４（１） 商社、娯楽、サービス 

Ｅ 60 男 ８（５） 運輸、医療機器、消費財 

Ｆ 54 男 ４（１） 鉄鋼、小売、監査法人、消費財 

Ｇ 54 女 ８（３） 監査法人、消費財、物流、娯楽 

Ｈ 46 男 ５（３） 監査法人、家電、消費財 

 

３－２．研究方法  

インタビューデータの分析にあたっては、特定領域に密着し、データに基づきながら「理

論」の生成を目指すグラウンデッド・セオリー・アプローチ（Grounded Theory Approach、

以下、ＧＴＡ）を用いることとした。ＧＴＡとは、1960年代のアメリカの社会学において

仮説検証型の研究が偏重され、実証的な研究から新たな理論が生み出されなくなっている

状況に対し、Glaser(1930－)と Strauss(1916-1996)が力を合わせて編み出した研究手法で

あり、定量分析の持つ精緻さと質的分析の持つ豊かな表現力の双方を活かしつつ、独自の

「理論」を生成することを志向した研究方法である（木下,2003,8-11頁）。 

ＧＴＡが生み出す「理論」は、一般的な「理論」とは意味合いが異なっている。一般的

に「理論」という場合には、一般化された、もしくは、再現可能性のある体系的知識を指

すが、ＧＴＡの「理論」は、特定領域に密着した限定的な説明仮説といった意味合いで使

われる。 

                                                   
19 年齢はインタビュー時点での満年齢である。 



 

55 

 

ＧＴＡは、看護、保健、ソーシャルワーク、臨床心理などヒューマン・サービス領域が

活用の中心であり、経営学分野での活用事例は国内ではまだ少ないが、岡田編著(2017)を

はじめ、キャリア研究を含む組織行動論の分野で活用例が出始めている。

Locke(2001,pp.95-98)は、欧米において経営、組織研究領域でＧＴＡを活用した文献を 25

年以上にわたりレビューした上で、ＧＴＡは、組織行動の複雑性を理解することができる

点、理論を実践に結びつけやすい点等において、経営、組織の研究に適しており、ＧＴＡ

が生み出す「理論」は、組織の構成員に対して、彼ら自身が働く状況を理論化し、俯瞰さ

せることができるため、理解してもらいやすく、行動につながりやすいと述べている。 

本研究が多くの質的研究法の中から、特にＧＴＡを採用する理由は次の２点である。１

つ目は、ＧＴＡの「理論」生成への志向性である。経営学の質的研究法として代表的なケ

ース・スタディと比較すると、ケース・スタディが特定事例を対象にした詳細な個性記述

を目指すのに対して、ＧＴＡは、個性記述や仮説検証を目的とせずに、「理論」の発見、生

成を重視する。その特性が、実際にキャリアを歩むビジネスパーソンにとって意義のある

示唆を得たいという本研究の目的に合致している。２つ目は、ＧＴＡが生み出す「理論」

が領域密着型であるという点である。本研究では領域密着型というＧＴＡの特性を積極的

な意味合いで理解している。先行研究でも見たとおり、経営環境の不確実性の高まりに伴

い、個人も組織も大きな変化にさらされており、組織の枠に留まらない多様な文脈の中で、

キャリアを形成しようとする個人が増え、キャリアの多様化が大きく進んでいる。こうし

た状況においては、普遍的な一般理論の構築は困難であり、むしろ、領域を特定した上で

理論生成を行い、個々の領域における理論の積み重ねを通じて、より一般性の高い理論を

生み出すアプローチが適切であると考えられる。ＧＴＡは、限定された領域内において、

他のアプローチよりも高い説明力を持つ方法論（木下,2003,27頁）とされていることから、

本研究においては、ＧＴＡを研究方法として採用することとした。 

 現在、ＧＴＡの具体的な分析方法については、複数の方法論が並立しているが、本研究

では、Glaser and Strauss(1967)のオリジナル版をベースとしつつも、コーディング法と

深い解釈の結合を可能とした木下(1999,2003)の修正版グラウンデッド・セオリー・アプロ

ーチ（Modified-Grounded Theory Approach、以下、Ｍ－ＧＴＡ）を分析方法として採用

することとした。その理由は、次の２点である。１つ目の理由は、分析手法が明快である

という点である。分析結果が統計的手法で処理され、数値という形で客観的に示される定

量的研究に対して、質的研究は、分析手法と分析プロセスが曖昧との批判を受けやすい。



 

56 

 

Ｍ－ＧＴＡでは、研究する人間という概念をおき、解釈において、研究者の主観性を認め

つつも、分析方法の中で、すなわち、分析テーマ、分析焦点者、分析ワークシート等を通

じて、解釈のプロセスを外在化、可視化することで、主観性、恣意性を制御する。２つ目

の理由は、データを重視しつつも、文脈の深い理解が可能である点である。Ｍ－ＧＴＡの

最大の特徴は、データのコーディングにあたって切片化を行わない点にある。この点につ

いて、木下(2003)は、人間と人間の複雑な相互作用が進行する分野においては、そうした

複雑さを理解することが重要であり、そのためには、データを切片せず、データに表現さ

れている文脈を理解する必要があると述べている。本研究が扱うテーマにおいては、職場

における人と人との相互関係や感情の起伏を伴う人間行動を扱うため、その人を取り巻く

文脈を理解した上で、人間行動を解釈する必要がある。そのため、データの持つ文脈の深

い解釈を可能とするＭ－ＧＴＡの手法が最も優れていると考えた。なお、Glaser and 

Strauss(1967)のオリジナル版とＭ―ＧＴＡの比較は表３―２のとおりである。 

 

表３－２ グレーザー・ストラウス版（オリジナル版）ＧＴＡとＭ－ＧＴＡとの対比表 

 オリジナル版ＧＴＡ Ｍ－ＧＴＡ 

コーディング ・データの切片化を行う。 

・オープン・コーディング、軸足コーデ

ィング、選択的コーディングの順に行

う。 

・データの切片化をせずに、深い解釈により、

直接「概念化」を行う 

・オープン・コーディングと選択的コーディン

グのみ行う。 

・「研究する人間」の視点を入れる。 

データの採取 ・理論的サンプリングにより、分析とデ

ータ採取を同時並行的に行う。 

・まとまった数のデータを最初に分析し、 

必要があれば追加でデータを採取する。 

分析の単位 ・ラベル、カテゴリー ・概念、カテゴリー 

理論的飽和 ・理論的に飽和するまで分析を続ける。 ・データの範囲、分析テーマの設定、理論的飽

和化の判断において、方法論的限定を行う。 

（出典）木下(2003,pp.92-186)をもとに筆者作成 
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木下(2003)によると、Ｍ－ＧＴＡの具体的な分析プロセスは次のとおりであり、本研究

においてもこのプロセスに従った。 

 

（１）インタビュー内容をテキストデータ化した上で、繰り返し読み込み、全体の流れを

理解する。テキストデータの中から分析テーマ（研究課題）と分析焦点者20（本研究

では、複数の転職を経てＣＦＯに至った人物）に照らして、関連がありそうな箇所

に着目する。それを１つの具体例（バリエーション）とし、その具体例を踏まえつ

つ、他の類似例も説明できると考えられる「概念」を生成する。なお、概念と概念

を生成する具体例の関係は図３－１の通りである。 

 

 

 

 

 

       分析中の具体例          未分析及び今後収集する具体例 

 

図３－１ 概念と概念を生成する具体例との関係 

（出典）木下(2003, p.180)をもとに筆者作成 

 

（２）概念を創る際には、分析ワークシートを作成し、概念名、定義、具体例（バリエー

ション）を記入する。データ分析を進める中で、同時並行的に他の具体例をデータ

から探し、ワークシートのバリエーション欄に追記する。豊富な具体的が出てこな

ければ、その概念は有効でないと判断する。生成した概念は類似例の確認だけでな

く、対極例についても比較の観点からデータを見ていく。そのことにより、解釈が

恣意的に偏る危険を防ぐ。 

 

（３）分析プロセスで「気づいたこと」「考えたこと」「採用しなかった解釈」などを都度、

ワークシートの理論的メモ欄に記入していく。理論的メモがあることで、オープン・

コーディングの段階で、「研究する人間」の視点から、あらゆる解釈を出し（オープ

                                                   
20 研究上規定され、分析のために設定された抽象化された他者 

概念 

I1 I2 I3 Ia Ib ・・・ ・・・ 
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ン化）、解釈を吟味し定義すること（収束化）が可能となる。 

 

（４）複数の概念の関係からなるカテゴリーを生成し、生成された概念と概念、カテゴリ

ーとカテゴリーの関係を個々に検討し、関係図にしていく。無理に概念同士を結び

つけず、結び付けに不足するデータは理論的サンプリングにより追加する。 

 

（５）概念やカテゴリーの相互関係から分析結果をまとめ、その概要を簡潔に文章化し（ス

トーリーライン）、さらに結果図を作成する。 

 

 Ｍ－ＧＴＡによる分析方法をモデル化すると図３―２のようにまとめることができる。 

 

  

図３―２ Ｍ－ＧＴＡによるインタビューデータの分析方法のモデル図 

（出典）木下(2003)をもとに筆者作成 

 

 このように、Ｍ－ＧＴＡにおいては、まず、分析テーマと分析焦点者を決めて、視角を

定めた上で、研究する人間の立場から、関連がありそうな箇所をインタビューデータの中
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から抽出する。抽出したデータ（バリエーション）を分析ワークシートへ記載しながら、

様々な解釈を試み、分析焦点者の行動を最も適切に説明する「概念」を抽出する。そして

複数の「概念」の関係を見ながら、複数の概念を大括りにした「カテゴリー」という説明

概念を形成する。最後に、カテゴリーの相互関係から、分析焦点者の行動の説明と予測に

資する「理論」を生成する。その内容を文章の形で簡潔に表現したストーリーラインと全

体を俯瞰できる結果図の形で表現する。 
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第４章 最初の転職に至る経緯に関する分析結果 

 

 最初の研究課題として設定したのは「ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至っ

たのか」である。今回、インタビューした８名の就職先は、日本企業６社、外資系２社で

ある。日本経済がバブルに向かう以前やバブルの好況期に入社した者もいれば、バブル崩

壊後の不況期に入社した者もいる。このように、就職した会社や時代は様々でありながら、

皆、初期キャリアにおいて転職を決意し、ＣＦＯを目指す道を歩み始めている。長期雇用

が一般的であり、外部労働市場が発達しているとは言えないわが国において、転職を決意

し、ＣＦＯに到達することができた人物は、どのような経緯で、最初の転職をすることに

なったのであろうか。インタビューデータをもとに、分析焦点者であるＣＦＯ人材が最初

の転職に至る経緯を分析した結果、【転職をしながらＣＦＯを目指す原点】、【他社でも通用

する自信を培う】、【最初の転職を後押しした外的ショック】の３つのカテゴリーが抽出さ

れた。 

 なお、本研究の分析結果は、Ｍ－ＧＴＡ特有の用語を用いて記述する。カテゴリーや概

念といった用語は、社会科学で一般的に用いられる場合とは、少し違った意味合いで使わ

れているので注意を要する。なお、分析結果の記述は、表４－１の示す記号やナンバリン

グを用いて行う。 

 

表４－１ Ｍ－ＧＴＡの用語説明と記述にあたって使用した記号等 

項目 説明 記号 ナンバリング(例) 

カテゴリー 複数の概念間の関係をまとめて、抽象度を上げた

もの。 

【  】 4-1, 4-2, 4-3・・・ 

サブ・ 

カテゴリー 

カテゴリーと概念の中間的なもの。必要に応じて

設定する。 

＜  ＞ 4-1-1, 4-1-2, 4-1-3・・・ 

概念 M-GTAにおいて一番基礎となる単位。単純な要

約ではなく、あるキーワード、キーセンテンスが

本質的に意味するところを抽出したもの。オリジ

ナル版ＧＴＡのラベルに相当。 

［  ］ 4-1-1.(1), (2), (3)・・ 

（出典）木下(2003)をもとに筆者作成 
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４－１．【転職しながらＣＦＯを目指す原点】 

 最初の転職に至る経緯の１つ目のカテゴリーは、【転職しながらＣＦＯを目指す原点】で

ある。【転職しながらＣＦＯを目指す原点】とは、多くのストレスや困難が予想されるにも

関わらず、転職しながらＣＦＯを目指す道へ分析焦点者を突き動かしていった原点となる

仕事経験を指す。【転職しながらＣＦＯを目指す原点】は［会計への適職感］、［企業の論理

との遭遇と幻滅］の２つの概念から構成される。 

 

（１）会計への適職感 

 【転職しながらＣＦＯを目指す原点】を構成する概念の１つ目は、［会計への適職感］で

ある。今回のインタビュイーに共通する点は、初期キャリアにおいて、会計と出会い、た

だちにそれを天職と感じるなど、会計に対する自分の適性を確信していることである。 

［会計への適職感］とは、会計に関わる仕事を始めたのは、経理課への配属や監査法人

からのオファーなど偶然がきっかけであるが、始めてみると自分にぴったりの仕事である

との感覚があり、没頭するような面白さを感じた経験を指す。初期キャリアにおいて、天

職と感じられる仕事に出会ったことが、１つの会社にこだわるのではなく、気に入った仕

事にこだわりを持って、転職を選ぶ道につながっている。 

 Ｃ氏は、理科系の出身者であるが、思うところがあって銀行に入社し、思いがけず経理

の仕事に携わるようになった時に感じた思いを次のように語る。 

 

銀行の中で、そのデリバティブの会計処理に一番詳しくなっちゃったんで、この財務会計、世に言

う、経理とか、主計というところにひっぱっていかれてしまったんですね。なので、銀行に就職し

たころは、経理で転職するとか、そういうＣＦＯになっていこうとか、そういうことは露とも思っ

ていなくてですね。（中略）管理会計は、予算管理したりとか、目標と評価をひもかけながら、会社

を、売上とかそういう数字を使って会社を動かしていくというのが、管理会計で。その管理会計、X

さんの得意分野でもあるんですけど。ここが、私にとっては、結構な天職みたいなところがありま

して。すごく向いていたんですよね。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このように、Ｃ氏は経理の仕事、中でも、数字を使って会社を動かしていく管理会計に

出会い、それを自分の天職だと感じている。 

Ｆ氏は、メーカーに就職し、経理課へ初任配属された時に感じた思いを次のように語る。 
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そしたら経理に配属されたのですね。そうですね。私には合っていたのかなっていう気がしますね。

もともと、割とそういう自分では気づいていなかったのですけど、割と理屈っぽいとか、理詰めで

物ごとを考えていくタイプだったと思うので。（中略）そこをベースにしてきちんと理屈を積み上げ

て物ごとを考えていくということは、向いていたのかなあという気はしますね。ですので、たまた

ま、その自分の性格と合った初任配属をしていただいたので、何かそこで自分のそこからの道が決

まったというか、ああ、自分はこれなのだと。（Ｆ氏：54歳、男性） 

 

このようにＦ氏は、経理の持つ論理性が自分でもよく気づいていなかった理詰めの性格

とマッチし、自分はこの道だと感じたと回顧している。 

 Ｇ氏は米国への留学後、ビザを得て米国に残るためにとりあえず、という気持ちで会計

事務所に入社している。その時の思いを次のように語る。 

 

１年くらいとりあえずというつもりで入られましたと。事務所に入りましたと。そしたらね、面白

かったんです、会計士の仕事が。 

（それは、自分の何と会計士の仕事がフィットしたんですか。） 

まずやっぱりアカウンティングがわかっていないといけないと。アカウンティングというのはとっ

てもクリアな世界なんですよね。ファクトを数字にすると。数字は嘘をつかないと。しかも複式簿

記の世界って、うそをつけないんですよ。非常に面白さに魅せられましたね。 

（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は会計の数字が描き出すクリアで嘘のない世界の面白さに一気に魅せ

られている。それぞれの個人が持っていた、数字を読み意味を伝える力、論理的な思考力、

明快さを求める志向性などが、会計の持つ特性と適合し、ただちに、天職と言ってもいい

ほどの、高い適職感を経験しているのが、ＣＦＯ人材の特徴である。 

 

（２）企業の論理との遭遇と幻滅 

【転職しながらＣＦＯを目指す原点】を構成する２つ目の概念は、［企業の論理との遭遇

と幻滅］である。［企業の論理との遭遇と幻滅］とは、キャリアの初期に、リストラに伴う

人員削減、合併に伴う左遷人事など、企業の論理の非情さを垣間見ることで、自分のキャ

リアを委ねる対象としての企業や組織そのものに幻滅し、信頼感や一体感をなくしてしま
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う経験である。 

Ｂ氏は、最初の就職先となった米国の会計事務所で大規模なリストラを経験し、その時

の思いを次のように語る。 

 

１年たつかたたないかのうちに大きなリストラがその会計事務所でありました。８００人くらいの

会計士がいる事務所で、２００人弱の人間が一気に切られました。今まで一緒に働いた先輩方なん

かが切られるのを見て、すごく衝撃的でした。自分はたまたまそのとき生き残ったんですけれども、

要は会社で何も個人に対してコミットしてくれない。会社が切るというふうに決断したときに、結

局、自分に実力がないと路頭に迷っちゃうと。だから、会社にいる間にできるだけスキルを磨いて

取れるものは取らないとだめだねというのを、１年目にして感じました。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

このように、Ｂ氏は、大規模リストラという企業の論理を目近に見ることで、会社とい

うものは、個人にコミットしてくれない、自分に実力をつけなければいけないと強く感じ

ている。 

Ｃ氏は、最初に勤めた銀行で、合併を経験した時の思いを次のように語る。 

 

これは S銀行から T銀行が合併して ST銀行になったときに最初に強烈に感じたんですけど。S銀

行と T銀行だと、会社の規模も大分違ったので。（中略）２５歳の僕がやっている仕事１つに対して、

T銀行からは３０代半ばぐらいの役席が３人ぐらい出てくるんですよ。（中略）合併後は、その３人

の役席の１人の、かわりの１人の仕事を僕がやるようになったんですけど。（中略）取引ボリューム

はふえるんで、作業時間はそこそこかかるんですけど、やっている種類としては３分の１になって、

これはつまらんなと非常に思ったことがあるんですよね。（中略）そもそも S銀行が T銀行と合併し

たのは吸収に近かったので。S 銀行の上の人たちが、結構飛ばされていたのを見てはいたんですよ

ね。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このようにＣ氏は、銀行の合併に伴う業務範囲の縮小や、理不尽と見える人事を目の当

たりにすることで、合併になると企業はこうなるのだとの現実に触れ、幻滅を感じている。 

 このように［企業の論理との遭遇と幻滅］という経験により、自分のキャリアを委ねる

対象としての会社への信頼感や一体感を喪失している。このように、初期キャリアにおい

て、仕事との一体感につながる［会計への適職感］と、組織との一体感を阻害する［企業
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の論理との遭遇と幻滅］の２つの経験をすることで、組織にコミットするのではなく、仕

事にコミットするのだという思いが高まり、仕事は変えずに会社を変えるというキャリア

につながっていくと考えられる。 

 

４－２．【他社でも通用する自信を培う】 

最初の転職に至る経緯の２つ目のカテゴリーは【他社でも通用する自信を培う】である。

【他社でも通用する自信を培う】とは、自分の能力は社外からも評価されるという自信を

育んだ仕事経験を指し、こうした自信が転職意思の形成につながっていく。【他社でも通用

する自信を培う】は、［会計の専門性を鍛えた実務経験］と［事業分野での成功体験］の２

つの概念で構成される。 

 

（１）会計の専門性を鍛えた実務経験 

【他社でも通用する自信を培う】を構成する概念の１つ目は、［会計の専門性を鍛えた実

務経験］である。［会計の専門性を鍛えた実務経験］とは、ＣＦＯを目指すバックボーンと

なる会計分野の専門性を身につけた厳しい実務経験のことを指す。ＣＦＯのベースとなる

実践的な会計知識は、ビジネススクールの授業や、公認会計士の受験勉強など机上の勉強

だけで身につくものではなく、会計に関わる実務経験を通じて修得される。厳しい実務に

鍛えられることで、会計の仕事ならどこででもやれる、数字でビジネスを読み取るのは誰

よりも得意といった自信が生まれ、会計の専門性を武器に転職する道につながっていく。 

Ｂ氏は、会計事務所に在籍した５年間で得た経験を次のように振り返る。 

 

やっぱり会計事務所でやってる５年間って、事業会社でやっている５年間と比べると密度が高いの

で、それだけやるともう本当にどういうふうにその数字が動くとか、帳簿が何を意味してるのかっ

ていうのが全部わかっちゃうので、事業会社に移ろうと決心したときも、そのときも正直言うと、

あんまり苦労がなく、P社からオファーがもらえました。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

このように、Ｂ氏は、会計事務所で密度の濃い５年間を送ることで、ビジネスの数字の

動き方や帳簿の数字の意味が深く理解できるようになったとの自信を深め、事業会社への

転職に踏み切っている。 

Ｇ氏は、会計事務所で、しっかりと会計と向かいあった経験が後のキャリアの強いバッ
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クボーンになったと語る。 

 

私はすごい強いバックボーンというのは、やっぱり会計事務所でしっかり会計をやった。私は会計

をやりたくて会計事務所に入った人ではなかったんですけれども、結果的にはそこで US-GAAP21を

しっかり勉強をし、勉強しなきゃいけないということを教えてくれた先輩方もおり、「人に聞いてる

だけじゃないんだよ」と、「自分でちゃんと本を開いて読んで、頭に入れなきゃあその先はないよ」

というような指導をしてくれる人たちがいて、そのテクニカルなバックボーンがその後のキャリア

にすごく役に立っていますね。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、会計事務所の先輩から、自分で勉強して知識を身につける姿勢を

厳しく叩き込まれたことで、日々勉強しながら専門知識を磨くという後のキャリアの土台

を築いている。このように、初期キャリアにおいて、［会計の専門性を鍛えた実務経験］を

したことが、どこでもやっていけるとの自信を育んでいる。 

 

（２）事業分野での成功体験 

 【他社でも通用する自信を培う】を構成する概念の２つ目は［事業分野での成功体験］

である。ＣＦＯになるには、会計の専門性と合わせて、事業や組織運営といったビジネス

面での知識、経験が重要である。［事業分野での成功体験］とは、初期キャリアにおいて、

実際の事業に関わり、成功感を味わった体験を指し、こうした体験がＣＦＯの素養を育む

とともに、今の会社を飛び出しても通用するのではという自信につながる。 

Ａ氏は、外資系企業の日本子会社の立ち上げに成功したことで、転職への気持ちが高ま

ったと語る。 

 

ＭＢＡを取った後、カリフォルニア州にあるＯ社の本社で２カ月か３カ月ぐらい研修をしまして、

それで日本に帰り、Ｏ社をオープンできたわけですね。とても創業はうまくいきまして、１年ぐら

いで２店あけたんですが、２店とも黒字化することができて、１年半ぐらいかかったのかな。（中略）

そのとき、また、そのＯ社なんかもうまくいった。僕が去った後も後継者が非常にうまく育ててく

れて、うまく育って軌道に乗っていったのを見ていたのもあったりして、これは、ベンチャー系の

ビジネスに行ってみようという気持ちがだんだん高まってきたわけですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

                                                   
21 GAAP: Generally Accepted Accounting Principles(=米国会計基準) 
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このように、Ａ氏は、外資系企業の立ち上げという成功体験を持つことで、ベンチャー

企業へ転職する思いを膨らませている。 

Ｃ氏は、銀行員時代のデリバティブの営業活動で得た自信が、個人として勝負できると

の思いにつながったと語る。 

 

そもそもが S銀行にいた時代から、Ｓ銀行で営業とかもしていた時代もありましたし。S銀行って、

東京でやっている分には、Ｓ銀行の名前は何の役にも立たないんですよ。正直言って。（中略）なの

で、お客さんから自分のところを選んでもらうにしても。銀行がいいからとかじゃなくて、「おまえ

ら面白いやっちゃな。」みたいな。「おまえの提案がいいから。」みたいなので選んでもらうしかない

ので。ある意味、もう自分の力だけで勝負するみたいなのをやっていたし。ある意味、それを自分

の、まあ、誇りというか矜持というか、・・・個人で勝負して勝っているみたいな。 

（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

社外から、会社名でなく自分を評価してもらい、個人で勝負できるとの自信が生まれた

ことが、Ｃ氏の後の転職につながっている。 

このように初期キャリアにおいて、事業分野の仕事も経験し、社外の評価を得た体験を

持つことは、ビジネスへの理解が不可欠なＣＦＯの土台となるとともに、【他社でも通用す

る自信を培う】経験として、後の転職につながる原点となる。 

 

４－３．【転職を後押しした外的ショック】 

 最初の転職に至る経緯の３つ目のカテゴリーは、【転職を後押しした外的ショック】であ

る。【転職を後押しした外的ショック】とは、最初の転職時の葛藤を断ち切ることを助けた

何らかの外的ショックのことを指す。長期雇用を前提に入社し、組織の一員としてコミッ

トしていた人物、とりわけ、終身雇用の時代に新卒一括採用で入社したような人物が、最

初の転職に踏み切る時には大きな葛藤がある。会社との関係を終わらせることに後ろめた

い思いがしたり、終身雇用の世界から離脱することへの不安があったりするからである。

そのため、自分の意思だけで退社を決意するのではなく、転職の決意を促す外的ショック

があって、それに背中を押されて転職を決めている。 

Ａ氏は、最初に就職した大企業を飛び出し、ベンチャー企業への転職を決意した時の様
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子を次のように振り返る。 

 

若きベンチャーの旗手みたいな感じで取りざたされていた人なんですね。（中略）それを育てたいか

ら、Ａさん来てよという話で、私は転職を決意したんですね。その当時、それが最初の転職だった

わけです。（中略）最初の転職は、そういうエージェントとかは一切使わなくて、話がぽんと来たと

いう、そんな感じだったですね。（中略）きっちりした大義名分的なストーリーとかがないと、絶対

出る気にはなれなくて、だから、そういうベンチャービジネスですごく成功した人が片腕を求めて

いるみたいな話が来るまで待ってたんですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このようにＡ氏は、ベンチャーの旗手からの誘いという突然のオファーがあったことに

後押しされて、最初の転職を決意している。 

Ｃ氏は、都市銀行を退職して、商社に転職することを決めた時の経緯を次のように語る。 

 

そこで、Ｕ銀行との合併の話が出まして。これは、タイミングが最悪だなと。（中略）で、あ、これ

はあかんと。なので、１週間以内には多分転職するという決断はしていて。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このように、Ｃ氏は、勤め先の銀行が合併されるという大きな変化に後押しされて、最

初の転職を決意している。 

Ｅ氏は、最初の転職に踏み切ったことついて、あの時によく出たなと振り返る。 

 

よく出たと思いますよ。今思えばですよ。よくあのときに出たなと。あのときの自分を振り返って

ね。（中略）それはね、非常に卑近な例で言うと、課長の一次選抜に漏れたというのはあったかな。

管理職のね。現場に行くと不利なんですね。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

このように、Ｅ氏は、昇進の遅れなど将来の見通しが暗転したことが後押しとなって、

最初の転職の決断をしている。 

ほぼ、不可抗力の事態が転職の引き金になるというＦ氏のようなケースもある。 

 

本社のほうでは、企画管理部だったという部署に行くことが決まっていて（中略）ですので、それ

を棒に振るというのは、すごい葛藤はありましたですね。（中略）父親が脳梗塞で倒れたのですよね。
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（中略）ええ。倒れてしまったので、やはり実家の方が収入がなくなってしまったので。もういか

んともしがたいという状態だったので、もう仕方なくという感じでしたね。（Ｆ氏：54歳、男性） 

 

Ｆ氏は、家族の病気といった不測の事態により、葛藤を感じながらも最初の転職を決意

している。このように、後に数多くの転職を繰り返すＣＦＯ人材であっても、最初もしく

は２回目くらいまでは、転職の決断をするのに、何らかの外的ショックの後押しを必要と

している。これまで「ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至るのか」という研究

課題に従って、分析を進めてきたが、これまでの分析結果を要約すると、図４―１のとお

りとなる。 

           

図４―１ 第４章の分析結果のまとめ 

 

最初の転職を決意するまでの経緯を見ると、一般的な転職者が労働条件や現状の仕事に

対する不満から、転職を決意する22のに対し、分析焦点者の場合は、現状の不満の解消で

                                                   
22 厚生労働省(2016)によると、転職者の「自己都合」による離職理由（３つまでの複数回答）をみると、「労働条件（賃

金以外）がよくなかったから」が27.3％で最も高く、次いで「満足のいく仕事内容でなかったから」が26.7％、「賃金

が低かったから」が25.1％となっている。 
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はなく、いくつかの経験を通じて、長期間かけて育んだ転職への思いが、何らかの外的シ

ョックで解き放たれて、転職への道が始まる。［会計への適職感］と［企業への論理との遭

遇と幻滅］という経験が会計を武器に会社を渡り歩くという【転職しながらＣＦＯを目指

す原点】を作る。次に［会計の専門性を鍛えた実務経験］や［事業分野での成功体験］な

どの【他社でも通用する自信を培う】経験を通じて、転職への思いを募らせ、【転職を後押

しした外的ショック】により、転職に踏み切る。就職当初から、将来の転職を決意してい

た訳ではなく、会計という仕事との出会いや外的ショックの後押しなど、いくつかの偶然

が作用して、ＣＦＯを目指すキャリアが始まると言える。 
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第５章 転職行動とその支援要因に関する分析結果 

 

 ＣＦＯに至るキャリア発達に関する２つ目の研究課題は、「ＣＦＯ人材の転職は、何に支

えられて、どのように進むのか」である。新規学卒者の就業 3年以内の離職率が約 3割に

及ぶ23など、近年、転職は珍しいことではなくなった。しかし、本研究のインタビュイー

のような、正規社員の大卒ホワイトカラー層に限定してみれば、入社間もない 20 代での

転職を除けば、転職は現在でもかなり限定的であり、30代以降に転職を繰り返すことで職

位や待遇を上げていくキャリアはいまだ一般的ではない24。今回のインタビューにおいて

も、同期入社の大半は、最初の会社に残っているとの話がよく聞かれた。転職することは、

自分がなじんだ会社や職場の仲間と別れることを意味する。また、中高年になってからの

転職で、職位や待遇を上げるような転職先を見つけることは容易ではなく、好条件に見え

る転職先が見つかったとしてもいつまでその条件で働き続けられるかは不確実である。し

たがって、正規社員の大卒ホワイトカラー層にとって、会社を辞めると決意すること、納

得できる転職先を見つけることは簡単なことではなく、転職は、心理的にも物理的にも高

いハードルだと言える。 

これに対し、複数回の転職を乗り越え、ＣＦＯに至る人達の転職は、何に支えられ、ど

のよう進んでいくのであろうか。離職の決意から、転職先からの内定の取り付け、最終の

意思決定に至るまで、いくつもの高いハードルを一見、軽々と乗り越えていくように見え

るがそれは何故か、そのプロセスは何に支えられて、どのように進むのか、といった点が、

この章での研究課題である。 

インタビューデータを分析した結果、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】という転職の

土台となるキャリア戦略と【ルーチン化した転職プロセス】という転職にあたっての行動

パターンの２点が分析焦点者の転職行動を支える大きな要因であることが分かった。ＣＦ

Ｏ人材は、転職しながらキャリアを歩むと覚悟した節目で、【転職キャリアを生き抜く長期

戦略】を構築する。その戦略に従うことで、外部労働市場で市場価値のある人材、いわゆ

る「売れる人材」になることを目指す。そして、【ルーチン化した転職プロセス】という行

動パターンに支えられて、離職から再就職を決めるまでのプロセスを効率的かつ大きなス

                                                   
23 厚生労働省「新規学校卒業者の就職離職状況調査」による。

(http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137940.html) 

24 独立行政法人 労働政策研究･研修機構(2016)では、正規の職員･従業員の転職率はこの 20年間高まっていないこと、

大卒者の多い「管理的職業従事者」においては転職入職率が低い水準に留まっていること、転職は主に就業経験 10年

以内と考えられる 30歳までに行われ、それ以降の転職は少ないことがデータで示されている。 
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トレスなく進めていく。ＣＦＯ人材の転職行動とそれを支えるこの２つの要因について、

インタビューデータにもとづき、その内容を見ていくことにする。 

 

５－１．【転職キャリアを生き抜く長期戦略】 

ＣＦＯ人材の転職を支える１つ目の要因は、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】という

転職の土台となるキャリア戦略である。第４章で述べたとおり、最初の転職には大きな葛

藤があり、外的ショックの後押しがあってはじめて、転職を決断している。しかし、初回、

人によっては２回目の転職を乗り越えたあたりから、転職の様相がかなり変わってくる25。

ＣＦＯ人材は、１，２回の転職を経験し、今後は、１つの会社に自分のキャリアを預ける

のではなく、転職も含めてキャリアを考える覚悟を決めると、その節目で、不確実性の高

いキャリアをどう生き抜くのかというキャリア戦略を練る。こうして出来上がるのが【転

職キャリアを生き抜く長期戦略】であり、これがその後の転職の指針の役割を果たす。【転

職キャリアを生き抜く長期戦略】は、［勝負する分野の絞込み］、［普通の経理屋にない強み

の自覚］、［複数の専門性の掛け算で勝つ］、［上向きのサイクルを回す］の４つの概念で構

成される。 

まず、これまでの経験や成功の見通しをもとに、どの分野でキャリアを歩むのか、［勝負

する分野の絞込み］を行う。経理系、管理系で生きると決めると、［普通の経理屋にない強

みの自覚］を通じて、自分の優位性の源泉となる独自能力を確認する。そして、その独自

能力を活かした専門性と会計の専門性の［複数の専門性の掛け算で勝つ］という方針で差

別化を図り、転職市場での評価を高めていく。また、転職市場から評価されるには、職位

においても業務内容においても上昇を続けていることを示す必要があるため、キャリアが

停滞しそうな場合は、迷わず転職を選ぶという［上向きのサイクルを回す］ことを指針と

する。 

Ａ氏は、これから転職しながら経営幹部を目指す人達へのアドバイスとして、次のよう

に語る。 

 

                                                   
25 転職を１回しか経験していない筆者とインタビュイーとでは転職についての考え方が違うことについては、次のよ
うな表現で何度も指摘された。「それは、北村さんが１回しか転職してないから、そういう質問が出るのだと思うんで

すね。」（A氏：55歳、男性）、「きっとこれは、北村さんだったら重要な選択なんだと思うんです。きっとねえ、違う

んだと思います、重みが」(Ｇ氏：54歳、女性) 
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やっぱりそういう、最初の転職、１、２回の転職、かしこい人は１、２回で、１回で学ぶんでしょ

うけど、そういう、やっぱり自分なりのストーリーみたいなのを、ぜひつくってほしいですねって。

つくると強いですよっていう。（中略）転職みたいなところに踏み出したら、そういう転職を生き抜

くノウハウみたいなものやストーリーみたいなものが学べてきたみたいなね。そんなところがある

んで、そういうのを組み立てると、やっぱり強いんじゃないでしょうか。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、Ａ氏は【転職キャリアを生き抜く長期戦略】ができたことで、力強くキャ

リアを歩むことができるようになったと自分の経験を振り返る。 

 

（１）勝負する分野の絞込み 

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を構成する概念の１つ目は、［勝負する分野の絞込

み］である。［勝負する分野の絞込み］とは、自分が今後、勝負していく専門分野、いわば、

キャリアの土俵を決めることである。転職しながらのキャリアを生き抜くために、まず、

自分の強み、興味、価値観は何かという問いかけを通じて、自分が真にやっていきたい仕

事の方向性について、自分なりの結論を出す。また、こうした自分の志向だけでなく、転

職のしやすさ、転職先での適応のしやすさといった現実的な見通しを踏まえて、どの分野

で勝負するかを決断する。 

 Ｆ氏は、事業会社で実務経験があり、一般的な経理の知識、経験も豊富であったが、事

業会社の経理部門ではなく、監査法人のアドバイザリー部門を転職先に選んだ時の思いを

次のように語る。 

 

いわゆる、一般的な経理の伝票処理をして、財務諸表をつくるというのも嫌いではないですし、で

きると思っていましたけれども、それよりも自分としては、やはり、そのデータを使っていろいろ

分析をしたりとか、次の計画にそれを生かしていったりとか、そっちのほうの仕事がしたいですと

いうことでお願いをしていましたですね。 

（中略）監査法人って仕事上ではいろいろおつき合いも当然あったのですけれども、その中で、実

際、どんなことをやっているのか。監査法人ってどういう見方で企業を見ているのかというのを、

何かやはり見てみたいなという思いが強くて。それで、監査法人の方を選んでそちらの就職をした

ということなのですね。（Ｆ氏：54歳、男性） 
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 このように、Ｆ氏は、その仕事が本気で好きか、自分の能力を真に活かせるかという観

点から、管理会計の分野に絞り込み、多くの企業の内部に入り込み、財務分析を通じてア

ドバイスを行う監査法人のアドバイザリー部門への転職を決めている。 

Ａ氏は、特定のビジネスの内容に詳しくなるのではなく、むしろ、経営管理という機能

に絞って、専門性を活かすキャリアを歩むと決めた時の思いを次のように語る。 

 

ビジネスそのものに対して物すごい情熱や愛っていうのは、昔から感じない人なんですと思います

ね。逆に、管理とか、例えば経営計画を立てる、資金繰りを立てるとか、そういうのは私は好きだ

ったし、うまかったと自分で思ってたんでね。だからと思ったわけです。で、転職人生に踏み込ん

だ自分っていうのは、もう当然認識してたわけで。そうすると、やっぱりファンクションで何か、

自分が売れるものをつくらないと、これは人生を渡っていけないだろうなっていうのを強く感じた

んですね。だからファイナンス系で、ファイナンスや管理系で売っていこうっていうのは、もうそ

のとき、はっきり自覚しましたですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

Ａ氏は、それまでの経歴を振り返り、何に情熱が持てたのか、持てなかったのかを自己

分析した上で、勝負する分野を決めている。さらに、Ａ氏は、マーケティングなど事業系

での転職が難しいのを見て、経理系、管理系に決めたと語る。 

 

行ってもできるっていう自信が、事業系なんかじゃ絶対持ちようがないわけですよ。持ってたら変

ですよね。お客も知らない、ビジネスも知らないみたいな中で飛び込んだって。（中略）それを見て、

僕、やっぱりマーケティング系で転職するっていうのは、えらい大変なんだなっていうのを思いま

したね。（中略）、ファイナンス系は７割方成功するんですね、転職が。そこそこスキルがあればな

んですね。というふうな思いや経験があったので、私はファイナンス系で転職するっていうふうに

決めた（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、Ａ氏は、［勝負する分野の絞込み］にあたり、どのような職能であれば、転

職が成功しやすいかという観点から冷静な判断を行っている。 

［勝負する分野の絞り込み］というキャリアの土俵の確定は、将来に向けた能力蓄積、

ネットワーク構築を含めたキャリアの方向性を決めるという意味で、極めて重要な作業で

ある。  
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一定の仕事経験、転職経験を経た後、転職しながらキャリアを歩む覚悟を決めた節目で、

この作業を集中的に行う点、自分の経歴、強み、価値観だけでなく、転職のしやすさや、

転職先での適応といった実社会の現実を視野に入れて、勝負する分野を絞り込む点に、Ｃ

ＦＯ人材の特徴がある。 

勝負する分野を経理系、管理系に絞り込むと、その中でも、自分を差別化していく方向

性を見定める必要がある。その起点となるのが［普通の経理屋にない強みの自覚］である。 

 

（２）普通の経理屋にない強みの自覚 

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を構成する概念の２つ目は、［普通の経理屋にない

強みの自覚］である。経理系、管理系で生きていくと決めると、その分野での競争に勝ち

抜くため、自分は他の人と何が違うのか、何を売りにしていくのか、そのベースとなる資

質は何なのかを探り当てる必要がある。それが［普通の経理屋にない強みの自覚］である。

差別化の源泉となる独自能力が自覚できることで、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】へ

の確信が深まり、転職や能力構築の方向性がより具体的になる。本研究におけるインタビ

ュイーは、「普通の経理屋」と比べて、ビジネスの理解力、数字の読解力、コミュニケーシ

ョン力などが優れているとを自覚したことが、単なる経理の専門家ではなく、より経営サ

イドに近いポジションであるＣＦＯを目指すキャリアにつながったと語る。 

Ｃ氏は、銀行の経理部門に在籍していた時に、自分には管理会計の仕事に必要な素養が

揃っていると感じたと語る。 

 

その人たちがふだんビジネスでどういうことをやっているか理解しなきゃいけないから、ふだんか

ら社交、まあまあ、コミュニケーションとっておいて、相手のこととか、ビジネスもだし、その人

の考え方もだし、理解しておくみたいなのが必要で。そこら辺がそろうといい管理会計の人になれ

て、割とそこら辺を必要な素養をたまたま持っていたと。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このように、Ｃ氏は、経理部門にいながらも、事業部門の人たちとのコミュニケーショ

ン力があり、事業部門が取り組むビジネスの理解力があると感じた経験から［普通の経理

屋にない強みの自覚］のヒントを得ている。 

また、Ｃ氏は、［普通の経理屋にない強みの自覚］があったことが、転職先を絞る判断材

料になったと語る。 
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外資からも話は来るんですけど、外資はやっぱりお断りしていたんですよね。（中略）ルールをつく

れる僕っていうのは、それが、そこを全面に出せるところに行くと差別化要因になるんですよね。

なので、ルールをつくる側。そうなると、子会社側ではだめなんですよ。子会社側っていうのは、

親会社が決めたルールに従って動く側なんですよね。なので、必ず親会社側であれ、本部側にいな

いといけないと。本部、本社側にいないといけないというところを、僕なんかだったら１つの基準

に、結構強い基準にしていました。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このように、Ｃ氏は、自分にはルールを作るという「普通の経理屋」にはない強みが備

わっており、それが差別化要因だと自覚していたために、本社側にいることにこだわり、

子会社側となる外資系には行かなかったと語っている。 

Ｂ氏は、同僚であった経理マネジャーの行動や、自分の説明に対する役員層の反応から

［普通の経理屋にない強みの自覚］を持つに至ったと語る。 

 

あんまりやっぱ経理の人って数字がとか予算がとかって、あんまりわかんないじゃないですか。そ

うすると、結局、帰ってくるとわかんなくて全部、私に聞くわけですよね。（中略）その部門長のミ

ーティングのその数字の説明のところだけ私がさせていただきますっていうふうに言って、１回や

ったんですよ。そしたら、その説明が何かわかんないけど、とってもわかりやすいっていって、外

人さんがすごい受けて（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

このように、Ｂ氏は、数字の裏にあるビジネスの動きが見えるなど、数字の読解力に優

れている点が、他の経理人材にない自分の強みだと自覚している。 

Ｇ氏は、米国の会計事務所時代を振り返り、自分の強みを次のように感じたと語る。 

 

よく言うんですけど、プラクティスディベロップメントパートナーとテクニカルパートナーみたい

な言われ方をするんですよ。要するに、お客様、今はそんなことないですけど、当時はやっぱりお

客様、クライアントと仲良くしてお客様をリテインしていくタイプ、それから非常にテクニカルに

強くてテクニカルスキルでポジショニングされていく方、多分、私はそのミックスができるなと思

ったんでしょうね。（Ｇ氏：54歳、女性） 
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このようにＧ氏は、会計士として顧客と関わり合う中から、いずれかに偏ってしまいが

ちな会計の専門知識とビジネスの理解力の２つの能力が高いレベルでバランスよく備わっ

ているという自分の強みへの気づきを得ている。 

 ＣＦＯに到達するには、会計の専門知識に加えて、経営を担うためのプラスアルファの

能力が必要になるが、ビジネスの理解力、数字の読解力、コミュニケーション力など、「普

通の経理屋」が簡単に真似のできない資質が備わっていることを自覚することで、ＣＦＯ

に続く道が見え始める。このように［普通の経理屋にない強みの自覚］により、自らの優

位性がはっきりすることで、その道を歩む自信とモチベーションが高まる。 

 

（３）複数の専門性の掛け算で勝つ 

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を構成する概念の３つ目は、［複数の専門性の掛け

算で勝つ］である。［複数の専門性の掛け算で勝つ］とは、会計という１つの専門性を極め

るのではなく、会計と経営、会計と英語といった複数の専門性をバランスよく身につけて、

その組み合わせの妙により、人材としての希少性を高めようとするキャリア戦略である。

転職という不確実性のあるキャリアを歩むには、外部労働市場から高い評価を得るという、

人材としての市場価値を確保する必要がある。そのためにＣＦＯ人材は［複数の専門性の

掛け算で勝つ］戦略を選択している。経理や税務といった単一の分野で高く評価されるス

ペシャリストとなるのは、多大な労力を要する上に、専門家の数も多く競争が激しい。一

方、会計と経営のように、スペシャリストとゼネラリストという一般的に両立しにくい複

数の専門分野の組み合わせが、自分の独自能力を生かすことで可能であれば、より少ない

努力で、人材としての希少性を獲得しやすい。ＣＦＯ人材は、［普通の経理屋にない強みの

自覚］を通じて、自分は経理の専門性とマネジメントの専門性という２つの専門性の同時

達成が可能であると判断し、［複数の専門性の掛け算で勝つ］戦略でＣＦＯを目指す道を選

んでいる。 

Ｃ氏は、経理部門の本流の人達を観察することで、マネジメント能力を持った経理人材

の希少性への気づきを得ている。 

 

経理って、先ほど特に財務会計が保守本流なので、地道にこつこつと、でも割とひきこもりがちで

みたいな人が多いんで、マネジメントができる経理って少ないんですよ。なので、「経理のマネジメ

ントやってきました。」って言うと、自分のとこの経理であろう人間にはマネジメントできるやつが
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いないと思っている社長とか結構多いので。そこに転職していくっていうのは、比較的やりやすい。

（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

このようにＣ氏は、経理の専門知識とマネジメント能力の２つの専門性を持つ人材の希

少性に目をつけて、そのような方向で自分の市場価値を高めることを決めている。 

公認会計士であるＨ氏は、会計以外の専門分野を持つことのメリットを次のように語る。 

 

例えば、公認会計士なんかも全国で１万人ぐらいいらっしゃるし、英語しゃべれる人なんかもそれ

こそごまんといます。ただ、経理と英語が両方ともできる人って言うと、ぐっと少なくなってきた

り。実は、不動産鑑定士って日本に６千人ぐらいいて、公認会計士で１万人ぐらい要るのですけど、

両方をもっている人って２０人ぐらいしかいないのですよ、全国で。というので、まあそこそこ難

しいけど、そこそこありふれているやつでも、２つ組み合わせると希少価値が割と出てくるので。 

（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

このように、Ｈ氏は、経理と英語、公認会計士と不動産鑑定士など、２つの専門性を組

み合わせることで、人材の希少性が一気に高まることに気づき、［複数の専門性の掛け算で

勝つ］を自分のキャリアの指針としている。 

 Ｄ氏は、ＣＰＡ26、ＭＢＡ，英語と複数の資格や能力を１つ１つ着実に身につけること

が、ＣＦＯへのキャリア形成に役立ってきたと語る。 

 

実は、英語と経理ができるっていう人は結構転職マーケットでは重宝されるんですね。それに対し

て、ＣＰＡの資格も持っています。さらにＭＢＡとかまでやっちゃったんで、何となく、どれも一

流じゃないんですけれども、１．５流をたくさん持ってるっていうのが何か１つ、外的な資格とか、

そういったところでは、そうですかね。（Ｄ氏：40歳、男性） 

 

このように、Ｄ氏は、何か一流のものを極めるのではなく、経理、マネジメント、英語

といった能力をバランスよく身につける［複数の専門性の掛け算で勝つ］戦略により、Ｃ

ＦＯへの道を切り開いている。 

 ［複数の専門性の掛け算で勝つ］戦略を実現するには、努力だけでなく、きっかけや運

                                                   
26 CPA: Certified Public Accountant  (=(米国の)公認会計士) 
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も必要である。Ｆ氏は、若い頃に経営者の視点を学んでいたことがＣＦＯへの土台を築い

てくれたと語る。 

 

いわゆる、ＣＦＯとして今、まがりなりにも仕事ができるベースをつくってくれたのは、私はやは

りＡＰ社の社長さんだと思っています。（中略）彼のそばについていろいろな会議に出たりとか、い

ろいろなお客様、お取引先と話すのを聞いていると、「ああ、百貨店の経営者ってこんなことを考え

ているのだ。」とか、「ああ、こういう会社の見方をしていたのだ。」というのが、自然とやはり吸収

できて、何か自分がＣＦＯという仕事を目指したいというか、実は向いているのじゃないかという、

ずっと根本にそういった経験を、はるか昔ですけれどもやらせていただいて。（Ｆ氏：54歳、男性） 

 

このように、Ｆ氏は、経理の専門性を身につけるだけでなく、若い頃に経営者の身近に

いる運に恵まれ、経営者の視点を学び、その両者を組み合わせることで、ＣＦＯのベース

を作ったと言える。 

会計の専門性の深さで勝負するのではなく、会計の専門性をベースに、マネジメント力、

英語力といった２つ目、３つ目の専門性を掛け合わせることで、希少性を生み出すという

キャリア戦略が、ＣＦＯ人材に見られる特徴である。[勝負する分野の絞込み]を行い、[普

通の経理屋にない強みの自覚]で差別化の源泉を見極め、２つ以上の専門性を磨いて、[複

数の専門性の掛け算で勝つ]戦略に従って人材の希少性を高めていくことで、転職市場から

の評価の獲得を目指す。 

その一方で、転職市場から高く評価されるには、職位、業務内容において上昇を続けて

いることを示す必要があり、キャリアが停滞しそうな場合は、迷わず転職を選び、前に進

むという強い気持ちが欠かせない。それが［上向きのサイクルを回す］である。 

 

（４）上向きのサイクルを回す 

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を構成する概念の４つ目は、［上向きのサイクルを

回す］である。［上向きのサイクルを回す］とは、思い描いた戦略とおりの仕事ができなく

なり、自分の市場価値を下げてしまいそうな場合は、迷わずに転職し、職位や仕事におい

て、上向きのキャリア・サイクルを回し続けることへの決意を指す。ＣＦＯといってもグ

レードがあり、ＣＦＯのキャリア発達においては、比較的規模の小さな会社のＣＦＯから

より大きな職責を担うＣＦＯへの階段を登ることになる。そのためには、職位においても
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仕事内容においても上昇トレンドに乗っていることを示す必要がある。肩書きが横ばいに

なったり、同じような仕事を長く続けていたりすると、転職市場から評価されにくくなり、

順調なキャリア形成が難しくなってしまうため、［上向きのサイクルを回す］という決意が

不可欠である。 

Ａ氏は、入社時に高い肩書を得るよりもむしろ、入社してから肩書を上げることを心が

けてきたと語る。 

 

僕の場合、売り続けることができたのは、入社してから必ず肩書を上げてるんですよね。今も１回

上がってますし、２回上がっているのか、正確には。Q社や R社でもそうですから、それはやっぱ

り買われますよね。売れる人だと思いますね。だから、余り年収と肩書を入社するときに欲をかき

過ぎると、いいことが起きないっていうのは、経験値としては言えると思いますよね。 

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、Ａ氏は、入社後に肩書を上げ、上向きのサイクルを維持してきたことで、

転職市場で仕事を見つけやすくなったと自らの転職経験を振り返る。 

Ｅ氏は、キャリアが停滞しそうになった時に、迷わず転職することを選んだ際の思いを

次のように語る。 

 

転職キャリアで気をつけねばならないのは、１回だめになるとだめなんですよ。特に転職の中で、

１回何かでバッテンがついちゃうと、リカバリーは難しいですね。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

このように、Ｅ氏は、多くの事例を見てきた経験から、転職キャリアではキャリアの停

滞は致命傷になるとの認識を示し、［上向きのサイクルを回す］重要性を強調する。 

 Ｈ氏も、下りのエスカレーターの例えで、ＣＦＯのキャリアでは、同じところに留まる

ことはできないとの覚悟を語る。 

 

私の持論なのですけれども、キャリアって下りのエスカレーターに乗っているようなもので、立ち

どまるとステイするのではなくて、下がっていく。というのは、だって回りのみんなが頑張って上

がろうとしているので、立ちどまったら下がっていくものだと思っていて。そういう意味でも、や

はり常に階段を上り続ける強い気持ちがないと、転職型で、特にＣＦＯでキャリア積み重ねていく
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というのは本当に難しいなという。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

このように、Ｈ氏も、同じようなキャリアを歩む人達との競争を意識すると、常に階段

を上り続ける強い気持ちが必要だと言う。Ｈ氏は、キャリアが何らかのストーリーでつな

がり、上向きのらせん状のサイクルとなることが望ましいと語る。 

 

私、やはりいっぱい面接を、自分もしたり、受けてきたりして、自分で実際に働いてみてキャリア

つなげる中で、一番やはり気にしたのってキャリアがとばないようにと思っていて。（中略）例えば、

人事との経験と経理の経験をつなげて事業企画の部長をやったりとか、そういう人事の経験をつな

げて、アメリカの管理部門の仕事を自分からつくっていったりとか。まず、転職先を選ぶときに、

やはり、ある程度つながりとかテーマをもって（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

 このような認識のもとで、Ｈ氏は上向きのらせん状のサイクルとなるようなつながりや

テーマを意識して、転職先を選んでいる。 

職位においても業務内容においても、常に上昇し続けることが【転職キャリアを生き抜

く長期戦略】の必要条件である。［上向きのサイクルを回す］ことへのこだわりが、キャリ

アが停滞しそうになった場合に、リスクを恐れずに転職し、前に進む原動力となる。 

Nicholson のトランジション・サイクル・モデルが示唆するように、キャリア・サイク

ルは１つつまづくと後がうまく続かなくなる。特に、組織の枠を超えたキャリアにおいて

はそうだと考えられる。したがって［上向きのサイクルを回す］決意は【転職キャリアを

生き抜く長期戦略】実現のために、欠かせない要素なのである。 

 ここまでＣＦＯ人材の転職行動を支える２つの要因の１つ目である【転職キャリアを生

き抜く長期戦略】を見てきた。転職という不確実性のあるキャリアを歩むにあたり、最大

のリスクは、転職先が見つからずにキャリアが途絶えてしまうことであり、仮に、予定し

ていないタイミングで会社を辞めることになったとしても、スムーズに次の仕事を見つけ

ることができることが極めて重要である。そのため、転職市場での市場価値を確保するこ

とに、最大の力点を置いたキャリア戦略が【転職キャリアを生き抜く長期戦略】であると

言える。［勝負する分野の絞込み］、［普通の経理屋にない強みの自覚］をもとに、［複数の

専門性の掛け算で勝つ］という方針を立て、その方針のもとに、実力を蓄積する。そして、

キャリアの停滞など、市場価値の低下につながりそうなリスクは、転職することで回避す
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る。転職を１，２回経験したタイミングで、後々の転職に先立って、こうした長期のキャ

リア戦略を構築することがＣＦＯ人材の特徴だと言える。 

 

５－２．【ルーチン化した転職プロセス】 

 【転職キャリアを生き抜く長期戦略】と並ぶ、ＣＦＯ人材の転職を支えるもう１つの要

因は【ルーチン化した転職プロセス】である。今回のインタビュイーは、最初の転職をし

た後は、平均すると１社当たりの在職期間が約４年であり、計算上では４年に１回のペー

スで次の会社に移っている。ルーチン(routine)とは、三省堂のウィズダム英和辞典（第２

版）によると、いつもしている仕事、お決まりの事、日課、いつものやり方、所定の手順

等を意味するとされている。一般的には、転職は、離職から転職先が決まるまでの各ステ

ップにおいて、１つ１つ迷ったり、悩んだり、人に相談したりしながら進むと思われるが、

ＣＦＯ人材の場合は、離職動機が「いつものこと」のように発生し、転職活動から意思決

定までが「いつもの手順」のように進むことから、【ルーチン化した転職プロセス】と名付

けた。 

 【ルーチン化した転職プロセス】においては、会社を辞めるという状況が頻繁に発生す

る。通常は、めったなことでは起こらない会社を辞めるという状況が「いつものこと」の

ように起こる。これが＜離職動機の頻発＞である。 

一般的には、離職動機の発生が、ただちに転職に直結する訳ではない。途中で考え直し

たり、転職先がうまく見つからなくて断念したりということもあるからである。しかし、

ＣＦＯ人材の場合は、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】に従うことで、人材としての市

場価値を高めており、＜転職人脈＞の助けもあることから、次の仕事の話を得やすい。ま

た、内定が出れば＜ディールと割り切った判断＞でスピーディーに決断できるため、離職

動機の発生がそのまま転職に直結する。 

【ルーチン化した転職プロセス】は、＜離職動機の頻発＞、＜転職人脈＞、＜ディール

と割り切った判断＞という離職動機、転職活動、意思決定という転職行動の進行に合わせ

たの３つのサブ・カテゴリーと転職行動全体を支える＜代替の職務機会の見通し＞という

サブ・カテゴリーの合計４つのサブ・カテゴリーからなる。 

 

５－２－１．＜離職動機の頻発＞ 

【ルーチン化した転職プロセス】を構成する４つのサブ・カテゴリーの１つ目は＜離職
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動機の頻発＞である。転職行動の起点となるのは、離職動機の発生であるが、【転職キャリ

アを生き抜く長期戦略】が構築された頃から、今の会社を辞めて次の会社に移るという状

況が頻繁に発生するようになる。組織への愛着を持って、組織内キャリアを歩む人には、

めったなことでは起こらない離職動機がいわば「いつものこと」のように起こるのが、Ｃ

ＦＯ人材の特徴である。 

＜離職動機の頻発＞が起こるのは、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】への思い入れが

強まることで、その実現が見通せない状況になると、自発的な離職が誘発される点が大き

い。これ以外に、ＣＦＯのキャリアにおいては、トップの右腕として、経営責任を負う立

場にあるというＣＦＯリスクや、転職前に得られる情報に限界があるという転職リスクが

あり、そうしたリスクが顕在化することで離職動機が発生するケースもある。 

Ａ氏は、結果的に多くの転職を重ねた自分のキャリアについて、次のように語る。 

 

私の場合は結局、転職人生に１回入ると、まず、転職って自分で選んだ場合でも、そうでない場合

でも、勝手に転職するものなんですよね。まず、起きちゃうものなわけですよ。 

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、Ａ氏は、ＣＦＯに至るキャリアにおいては、自発的な転職だけでなく、自

発的とは呼べない転職もあり、全ての転職をコントロールすることは難しいと振り返る。 

 Ｂ氏は転職を繰り返すつもりはなかったが、結果的に多くの転職を重ねることになった

ことについて、次のように回想する。 

 

自分としてはジョブホップスするつもりもなかったのに、結果としてこういうふうになっちゃって

て、あと、いわゆる自分の中で失敗と思ってる短期でやめちゃったところとかっていうのもあって、

そういうのがすごく嫌だなっていうふうに思うんですよ。だけど、思うんだけれども、それはもう

やってしまったことというか、それを悔いても消せないし、それもあっての今の自分だから、それ

はそれで受けとめなくちゃいけないのかなっていうふうには思ってますかね。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

 このように、Ｂ氏は、思い通りにならなかった転職も含めて、自分のＣＦＯのキャリア

があると受け止める。 

＜離職動機の頻発＞は、［思いがけないオファー］、［上向きのサイクルが止まる不安］、
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［トップ、上司との信頼関係の悪化］、［転職の失敗］の４つの概念から構成される。 

 

（１）思いがけないオファー 

 ＜離職動機の頻発＞を構成する概念の１つ目は、[思いがけないオファー]である。転職

しながらＣＦＯを目指すキャリアを歩み始めると、ある日、ヘッドハンターや企業から思

いがけないオファーが舞い込み、それが転職のきっかけになることがある。 

 Ｇ氏は、最初にＣＦＯの職に就いたのは、ある外資系企業からの突然のオファーであっ

たと語る。 

 

そんなサクサクとやめるつもりは全くなかったんです。(中略)ただ、入って半年もたたないぐらいに、

Ｖ社からお声がかかり、何回かお断りしたんです。だけど、とっても熱心に誘ってくださり、最後

はそこまでおっしゃってくださるなら、しかもポジションがＣＦＯ。（中略）もうキャリアステップ

としてはちょっとレジストし切れませんでした。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

 このようにＧ氏は、新しい会社に転職して半年も経たない時期ではあったが、［思いがけ

ないオファー］があったことで、転職を決意している。 

 Ｅ氏も、最初の転職をして、半年位経ったところで、ヘッドハンターから突然の電話が

あったと語る。 

 

またこれが不思議なんですよね。もう８月ぐらいだったかな、また全然知らないヘッドハンターか

ら電話がかかってきたんですよ。僕の名前をさる人から聞いたと。Ｗ社という会社の日本法人が財

務ディレクターを探していると。社長に会ってくれないかと。（中略）私も結構情にほだされやすい

人間でもあったので、「だったら行こうか」と言っちゃったんですね。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

こうした経緯で、結局１年足らずで、Ｅ氏は、次の会社に行くことを決意している。 

このようにヘッドハンターからの［思いがけないオファー］が転職のきっかけになるこ

とがある。その一方で、そのままでは自分のキャリア戦略の実現が難しくなると感じるこ

とが、転職のきっかけになることも多い。 
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（２）上向きのサイクルが止まる不安 

＜離職動機の頻発＞を構成する概念の２つ目は、［上向きのサイクルが止まる不安］であ

る。【転職キャリアを生き抜く長期戦略】への思い入れが強く、［上向きのサイクルを回す］

決意が固いほど、自分の思い描いたキャリア戦略通りに進まない状況に陥ると、ここに留

まっていていいのかという不安感を覚え、それが高じると離職動機につながる。それが［上

向きのサイクルが止まる不安］である。 

例えば、その時の職場でキャリアの天井が見えた場合、それからの成長余地が小さいと

感じた場合、自分の市場価値を下げてしまいそうだと感じた場合などは、［上向きのサイク

ルが止まる不安］が大きくなり、離職動機の発生につながる。 

Ａ氏は、その時の職場でポジションの限界、仕事の限界が見えたことが、離職動機につ

ながったと語る。 

 

ＣＦＯは絶対なれないんですよね。頑張ればバイスプレジデントとかはなれるのかもしれないんで

すけども、そのときは、私はもう５年ぐらい、約５年Ｐ社にいたんですけれども、そのファイナン

スの人間として身を立てていこうというのをはっきり決めていて、そうだとすると、Ｐ社のマーケ

ティングファイナンスっていうのは、結局、販管費の管理をしてるだけなんですよね。バランスシ

ートも会社のＰ／Ｌも見たことがないし見れないようなポジションなんですね。（中略）これはＰ社

に長い間いるっていうのは、余りいいオプションじゃないだろうなと。どこかでＣＦＯのポジショ

ンがあったら、そりゃ転職しようっていうふうにはっきりと思ったんですね。(Ａ氏：55歳、男性) 

 

このように、Ａ氏は、その時の職場に留まっていては、ＣＦＯになることはできない、

仕事の発展性も乏しいと考えたことで、転職の決意をしている。 

 Ｃ氏は、今の会社にいては、自分の成長余地が小さいと感じたことが、離職動機につな

がったと語る。 

 

僕も今回、転職する１つの理由に、自分がそれぐらい例えば一流のＣＦＯだとか、そういうのを目

指したいと思ったときに、Ｑ社にいて本当に一流のＣＦＯになれるかっていうのは考えたんですよ。

で、多分、Ｑ社に残っていれば、まあどこかで多分ＣＦＯにはなれるだろうと正直思っていたんで

すよね。ただ、それが、一流のＣＦＯになれるのかっていうと、多分なれないなと思ったんです。 

（Ｃ氏：41歳、男性） 
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このように、そのままでは、自分が目指す一流のＣＦＯになれないと感じたことが、Ｃ

氏が、転職を考え始めるきっかけになっている。 

 Ｇ氏は、順調な昇進を重ねていたにも関わらず、そのままでは、将来の選択肢を狭めて

しまうとの不安から、転職を決意したと語る。 

 

やっぱりね、すごく特殊な会社なんですね。あんまり長くいると、外で使いものにならなくなると

いうのはすごく感じてたんです。というのは、やっぱりマーケティングの会社なので、実態がない

ビジネスですよね。製造業でもないしサービスを最終的なカスタマーにプロバイドするところでも

ないと。（Ｇ氏：54歳、女性） 

  

このように、Ｇ氏は、長期的なキャリアを考えた場合に、特殊なキャリアに染まってし

まうことは不安だと感じ、その時の職位を離れる決心をしている。 

Ｄ氏は、米国から帰国後、地方のメーカーに出向した際、英語力やそれまで将来ＣＦＯ

に就くために築き上げてきたスキルが劣化していくことに不安を覚えたことが離職動機に

なったと語る。 

 

それは、まず、アメリカにいて、せっかくグローバルで通用するようなキャリアになりつつあると、

ＣＰＡの資格も取ったと、日本の静岡のメーカーで、すごいドメスティックなわけですよ。もちろ

ん子会社は、いろんなベトナムとかポーランドとかいろいろあるんですけど。何か、もう、ただの

日本の会社だなと、ここに、このままいると英語力も落ちていくし、何か築きあげてきた、築いた

ものがどんどん劣化していくんじゃないかって思ったのが１つですね。（Ｄ氏：40歳、男性） 

 

このように、今の職場にいては、グローバルなＣＦＯ人材としての自分の市場価値が下

がってしまうという不安感からＤ氏は、転職を決意している。 

今いる会社や職場では、［上向きのサイクルが止まる不安］を感じることが、＜離職動機

の頻発＞を引き起こす。心の中に【転職キャリアを生き抜く長期戦略】が構築されて、目

指したいキャリアの道筋のイメージが明確になっていることが、この不安を誘発すると言

えるだろう。 

＜離職動機の頻発＞の原因としては、［上向きのサイクルが止まる不安］以外に、トップ
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の右腕であり、経営責任を負う立場であることに伴うＣＦＯリスクの顕在化によるものが

ある。［トップ、上司との信頼関係の悪化］とはそうしたリスクに対応したものである。 

 

（３）トップ、上司との信頼関係の悪化 

 ＜離職動機の頻発＞を構成する概念の３つ目は、［トップ、上司との信頼関係の悪化］で

ある。ＣＦＯが直接仕える相手は経営トップであり、その経営トップとの信頼関係が悪化

してしまうと、ＣＦＯとしての使命を果たすことが難しくなるため、離職動機に直結する。

ＣＦＯ人材が、慣れない会社に新たに入った状況においても、それまでに培った能力が発

揮できるのは、経営トップの信頼や後押しがあることで、自分が得意とするやり方で仕事

に集中できるからである。したがって、経営トップとＣＦＯの関係は、深い信頼で結ばれ

ている必要がある。経営トップの交代や社内力学の変化により、良好な関係が維持できな

くなれば、本来の使命の遂行や実力の発揮が難しくなり、離職動機につながる。 

Ｅ氏は、それまで楽しく働いていた会社を急に辞めようと思った時の状況を次のように

語る。 

 

その当時はＣＦＯの上司がアメリカ人の、僕を採ったＣＦＯではない、もう一人のアメリカ人がち

ょうど来たところだったんです。性格が真逆で。僕を採った人は、とにかくいわゆるリーダーとい

う、「頑張ろう、頑張ろう」と言う人で、２番目の人はアメリカ人でも猜疑心の塊みたいな人で、や

たら細かいということもあったのかもしれない。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

このように、自分を気に入って採用してくれた上司が交代し、新しい上司との信頼関係

が築けなかったことが、Ｅ氏の離職動機となっている。 

経営トップの交代がきっかけで信頼関係が変化することはよく起こる。Ｇ氏は、長年Ｃ

ＦＯを勤めた会社を辞めると決めたきっかけを、次のように語る。 

 

それが翌年じゃなく前の年でもなくっていう意味では、やっぱりそこは社長がかわったので、多分、

この人とは長くは自分としてはやっていくのはきついだろうなとは思いましたね。 

（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

Ｇ氏は、経営トップの交代により、信頼関係を築ける見通しが立たなくなったことが、
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転職の引き金になったとしている。このように［トップ、上司との信頼関係の悪化］は、

＜離職動機の頻発＞の原因となる。さらに、転職前に思い描いていた見通しと、転職後に

直面した現実に大きなギャップがあり、いわば見込み違いから転職直後に離職を決意する

ことがある。それが［転職の失敗］である。 

 

（４）転職の失敗27 

 ＜離職動機の頻発＞を構成する概念の４つ目は、［転職の失敗］である。転職前にいくら

転職先の情報を集めようと思っても限度がある。会社の成長性やブランド力など、表面的

な部分に魅力を感じ、具体的な仕事内容など、働く上で重要な項目を十分確認せずに転職

を決めてしまうと、入社してから、実際の仕事の中身が当初の期待と大きく食い違ってい

ることがある。また、この人の下でならと思って入社したトップが早々に交代したり、経

営環境が激変したりするなど、運悪く、入社後自分の置かれる状況が大きく変わることが

ある。こうした場合は、［転職の失敗］と意識され、短期で離職を決断することになる。 

 Ｂ氏は、投資ファンドの仕事内容に魅力を感じて、事業会社から転職を決めた後、結局、

短期間で辞めることになった経緯を次のように語る。 

 

ああ、やっぱり私は事業会社でもっと経理とかＦＰ＆Ａ28とかをしっかり学べばよかったなと、これ

だともう本当にフロントオフィスのバックになっちゃうというふうに思って、大失敗だったという

のをそのときに気づいたんです。もちろん、Ｕ社はすばらしい会社だと思うんだけれども、自分に

とってはこいつは失敗だったというのがわかって、だからここは割に早く、１年もいないでやめて

るんですね。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

 このように、仕事内容を十分確認せず転職を決めたため、入社後に自分の仕事が期待し

ていた内容と食い違っていたことに気づき、Ｂ氏は離職を決意している。 

Ｇ氏は、転職直後に［転職の失敗］だと感じた時の経験を次のように語る。 

 

入って１カ月で私はこれ、また失敗したなあというふうには思ったんですよ。なぜかと言うと、や

                                                   
27 Groysberg, B and Abrahams, R. (2010)では、優秀な人材が転職に失敗する理由として、（１）下調べが不十分であ

る、（２）お金に釣られて転職する、（３）「将来のため」でなく、「現状から逃れるため」転職する、（４）自分を過大

評価する、（５）目先のことしか考えない、の５点を挙げている。 

28 ＦＰ＆Ａ：Financial Planning & Analysis （収支予想や財務分析） 
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っぱり話が相当、面倒くさいんですよね。私、こういう性格なので、ちゃんとロジックで話してい

って物事が決まっていってくれればいいんですけど、決まらないんですよ。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

入社前には情報として入手しようのない、企業文化や意思決定プロセスが自分に合わな

かったことが原因になって［転職の失敗］となったとＧ氏は回想する。 

下調べが不十分な場合は[転職の失敗]が発生しやすく、また、いくら情報を集めていて

も、入社後に思いがけない現実に直面するリスは避けられないため、一定の確率で[転職の

失敗]は発生する。短期間で転職することは、将来の転職のためには好ましくないとされる

が、失敗は失敗と割り切り、すぐに次の仕事を探す行動に出る点がＣＦＯ人材の特徴だと

言える。 

このように、ＣＦＯに向けたキャリアを歩み始めると、[思いがけないオファー]といっ

た朗報が舞い込むことがあれば、不本意な離職に追い込まれたり、［転職の失敗］に直面し

たりすることがある。このようにいい場合も悪い場合も含めて、離職動機が頻発するのが、

ＣＦＯ人材の転職プロセスの特徴だと言える。 

 

５－２－２．＜転職人脈＞ 

【ルーチン化した転職プロセス】を構成するサブ・カテゴリーの２つ目は＜転職人脈＞

である。＜転職人脈＞とは、いざ転職するとなった際に、次の仕事に関する情報を提供し、

時には先方とのマッチングを支援してくれる人達との人的関係である。ＣＦＯ人材は、転

職すると決まってから、見ず知らずのエージェントに履歴書を送るのではなく、エージェ

ントとも、予め人間関係を構築しておき、そうした人的関係を通じて、次の仕事を確保し

ている。人的ネットワークを介して、転職情報を入手する点がＣＦＯ人材の特徴である。 

＜転職人脈＞は、［人材紹介会社のエージェントとの関係］と［転職会社の元上司、同僚

とのネットワーク］の２つの概念からなる。 

 

（１）人材紹介会社のエージェントとの関係 

＜転職人脈＞を構成する概念の１つ目が[人材紹介会社のエージェントとの関係]である。 

転職支援に関するプロであり、転職市場の動向を知るアンテナ役になってくれるのが、

人材紹介会社のエージェントである。転職する際に、はじめて彼らとの付き合いを始める

のではなく、優秀なエージェントと、日頃から、良好な人間関係を構築し、それを維持す
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ることで、本当に必要な時により良い情報を入手することができる。 

Ａ氏は、人材紹介会社の特定のコンサルタントについて回った人生であったと、自らの

キャリアを振り返る。 

 

人材紹介会社の特定のコンサルタントに、結局、僕はついて回った人生なんだろうと思うんですね。

彼らは、要はマッチングっていって、会社が人を欲しがっている。あと、仕事を欲しがっている人

がいるっていうのを、くっつけるのが仕事じゃないですか。そんな中の彼らの手ごまの１つとして

ついていけば、まず、その人材コンサルタントの方は、どうせ僕みたいなやつは４、５年に１回、

また、あらそうって言って出てくるんで、何回も使えるんで非常に便利なわけですよね。お得なわ

けです。彼らも僕を大切にしてくれるし、僕も彼らとちゃんとコンタクトをしておけば、いざって

いうときに役に立つわけですよね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

Ａ氏は、人材紹介会社のエージェントと日頃から情報交換し、互恵的な人間関係を作っ

ていたことが、いざという時の力強い助けになったと語る。 

 一方、Ｂ氏は、人材紹介会社のエージェントとの人間関係を維持する努力を怠ったため

に、転職がスムーズに進まずに苦労した経験を次のように語る。 

 

私はＣ社にいたときとか会計事務所にいたときって、移る気がなくても断続的にエージェントさん

とコンタクトを取って、行かないまでもお話を聞いたりとか、一次面接だけ情報シェアリングみた

いな感じで聞きに行ったりとかしてたんですけど、Ｎ社のときは全くしなかったんですね、７年間。

というのは、もうここがすごい気に入っているから、もう動く必要がないと思って、全くしなかっ

たんです。（中略）そのときに、私はＮ社の前までは、あんなに転職する気がなくてもマーケットに

いろいろコンタクトをしてその情報のアンテナを立ててたのに、余りにもＮ社が居心地がよかった

ためにアンテナを張るのをやめてしまったんですよね。で、そのつけがきちゃったんだっていうふ

うに思って。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

今すぐ転職しない場合でも、人材紹介会社のエージェントとの人間関係を維持しておか

ないと、いざという時に有効な情報が取れずに困ることになると、Ｂ氏は、人材紹介会社

のエージェントとの関係の重要性を強調する。 

 転職先の情報が必要な時に、まず、頼りにできるのは、転職支援のプロである人材紹介
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会社のエージェントであり、こうした人達とＷｉｎＷｉｎの人間関係を構築し、直ちに転

職しなくとも、日頃からその関係を維持しておくことが重要である。ＣＦＯ人材は、[人材

紹介会社のエージェントとの関係]を構築することにより、転職のための情報が必要となっ

た時に、スムーズにそうした情報を入手している。 

人材紹介会社のエージェントと合わせて、転職先に関するもう１つの情報源として重要

なのが、［転職会社の元上司、同僚とのネットワーク］というプライベートな人脈である。 

 

（２）転職会社の元上司、同僚とのネットワーク 

＜転職人脈＞を構成する２つ目の概念は、［転職会社の元上司、同僚とのネットワーク］

である。「転職会社」とは、優秀な人が中途採用の形で大量に入ってくる一方で、一定の経

験を積んだ人が別の機会を求めてどんどん出て行く、人の流動性の高い、バイタリティ溢

れる会社を指す。「転職会社」は、組織の枠を超えて生きるＣＦＯ人材にとって、ビジネス

のスキル、転職スキル、転職に必要な人脈を獲得する、一種の学校のような役割を果たし

ている。 

ＣＦＯ人材は、こうした「転職会社」での勤務経験を通じて得られる［転職会社の元上

司、同僚とのネットワーク］を[人材紹介会社のエージェントとの関係]と並ぶ、転職情報

の重要な情報源としている。 

Ｂ氏は、転職先探しで苦しい状況にあった時に、元同僚から、思いがけないオファーが

舞い込んだ時の経験を次のように語る。 

 

これはエージェントを使わなかったんですけど、本当に全くの偶然で、Ｍ社のときに一緒に働いて

た当時のＮ社の社長がいきなり電話をかけてきて、うちのとこ、ＣＦＯを長年やってた人がやめる

ことになっちゃんだけど、君、来ない。スポーツに戻りたいって言ってたよねっていうふうに言わ

れたんです。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

このように、Ｂ氏は、自分の希望分野を転職会社での元同僚にたまたま伝えておいたこ

とで、思いがけないオファーを手にしている。 

 Ｃ氏は、最初のＣＦＯに就任することになった経緯は、以前の同僚が、自分が社長を務

める会社が上場するにあたり、声をかけてくれたからだと語る。 
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Ｉ社の社長をやっている人間は、Ｚさんもよく知っている人なんですけど。やはり、Ｑ社から分離、

売られたときに社長をやっていた人が（中略）その人が上場するに当たって、管理系の役員をやら

ないかっていう話を僕にくれて。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

経営幹部のリクルートは、採用する側にもリスクがあるため、能力や人柄が分かってい

る相手なら安心して頼みやすい。このため、Ｃ氏のケースのように、自分のことをよく理

解している元上司や同僚から、自分の強みが活かせる仕事の話が舞い込むことがある。 

 Ｄ氏も、はじめてＣＦＯになったのは、以前の上司が声をかけてくれたからだと、当時

の経緯を次のように語る。 

 

（Ｙさんとは）年に１回とかは、何かの理由でお会いしてたような気がします。その数年、Ｌ社に

いる間にＭＢＡに通い始めて、ちょうど３年たったぐらいのときですかね、まだＭＢＡは取ってな

かったんですけど、あと半年で取れるみたいな。Ｙさんから電話が来て、Ｄさん、ちょっとＲ社の

ＣＦＯをやってくんないって言われてですね（Ｄ氏：40歳、男性） 

 

はじめてＣＦＯになる時は、人材紹介会社のエージェント経由では、ＣＦＯ経験者との

競争にさらされる。これに対し、「転職会社」の元上司であれば、自分の能力、人柄を知っ

ているので、Ｄ氏のケースのように、単独指名でＣＦＯのポジションのオファーを出して

くれることがある。今回のインタビュイーは、こうした「転職会社」で経験を積んだ者が

多く、密度の濃い時間をともに過ごす中で築かれた人的ネットワークを通じて、ＣＦＯの

ポジションを手にした者も多い。こうした人脈を通じて流れる情報は、人材紹介会社のエ

ージェント経由で流れる情報とは質が異なり、思いがけない職位のジャンプをもたらして

くれる情報や景気が悪い中での貴重な情報が含まれることがある。 

言うまでもなく、組織の枠を超えたキャリアにおいて、最も重要でありながら、最も不

確実性が高いのが、次にどこの会社に転職して行けるかである。仕事の実力や実績がいく

らあっても、その情報を的確に伝えてくれる仲介者がいなければ、スムーズな転職は難し

い。そのため、このようなパイプ役となる＜転職人脈＞をどの程度、構築できるかどうか

が極めて重要である。スムーズな転職を果たすためには、自分の経歴や能力を良く知った

上で、それが活かせるポジションに繋いでくれる人が必要であり、長期にわたり、人柄や

エピソードを含めて、自分のことをよく知り、また、ＷｉｎＷｉｎの関係がある人とのネ
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ットワークを広げていることが好ましい。相性の良い複数のエージェントとの関係を維持

しつつ、こうしたプライベートなネットワークを持つことは、ＣＦＯのポジションに関す

る情報に対して、極めて有効な情報網となる。こうした信頼できる人的ネットワークを通

じて、転職先を見つける点にＣＦＯ人材の特徴がある。 

 

５－２－３．＜ディールと割り切った判断＞ 

【ルーチン化した転職プロセス】を構成するサブ・カテゴリーの３つ目は＜ディールと

割り切った判断＞である。転職することには、いろいろなリスクがあるにも関わらず、ス

ピーディーかつ大胆な意思決定ができるのは＜ディールと割り切った判断＞という判断姿

勢があるからである。 

＜ディールと割り切った判断＞とは、転職先への入社を、必要項目のチェックだけで、

ビジネスライクに判断する姿勢を指す。＜ディールと割り切った判断＞を構成する概念は、

［明確なこだわり項目］、［トップとの相性への直感］、［短期契約としての見極め］の３つ

である。多くの人は、転職先への入社を決める前に、時間をかけて多くの情報を集め、ま

た、複数の選択肢から選ぼうとする。一方、ＣＦＯ人材は、必要項目をチェックした結果

が良ければ、スピーディーに入社の決断を下す。確認すべき項目が頭の中で整理できてお

り、入ってみないと分からないことは受け入れるべきリスクとの割り切りができているた

めである。このように転職先への入社の意思決定にあたって、判断の枠組みが確立してい

る点にＣＦＯ人材の特徴がある。 

Ａ氏は、２回目の転職の決めた時の心境について、次のように語る。 

 

１回目の転職っていうのは、とにかく僕もそうだ、僕も考え抜きましたよね。（中略）だけども、２

回目以降っていうのは、もうそんなに考えないわけですよね。相当、まあ、こんなもんだねってい

うふうに思える中で、ディールとして決めていくみたいなところがあるんじゃないでしょうかねと

いう気が。何かディールって、いい単語じゃないかもしれないんですけど。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

 このようにＡ氏は、２回目以降の転職は、＜ディールと割り切った判断＞として、あま

り悩まずに決めてきたと振り返る。 
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（１）明確なこだわり項目 

 ＜ディールと割り切った判断＞を構成する概念の１つ目は、［明確なこだわり項目］であ

る。転職する、しないの判断をする際に、何に一番こだわるのか、何が確実であれば他が

悪くても許容できるかというチェックポイントが［明確なこだわり項目］である。こだわ

るべき項目がはっきりしていることが、情報が不十分な中での判断を楽にし、大胆な意思

決定を可能にする。 

Ａ氏、Ｂ氏は、ともにＣＦＯという職位へのこだわりが強かったと語っている。 

 

あと、ポジションがやっぱりＣＦＯじゃないって、ＣＦＯ含みだみたいなのが、絶対、ほんならう

そだって、私はその当時はもう思うようになってたんで、必ず、ちゃんと最初からＣＦＯになれる

ような仕事としていきたいなというのを思って。それで、そういう仕事を待ってたんですね。 

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

でも、絶対にうそはつかなくて、ここは絶対だぜっていうのがポジション、タイトル、給料とかっ

ていうのは絶対、向こうもたがえられないわけじゃないですか。だから、まずそこは絶対、間違い

ないよねっていうところだけでもすごく自分に魅力があって、ほかはたとえ人間関係が悪かったと

しても、例えば、私がどうしても１回、ＣＦＯになりたいといって、じゃあＣＦＯのタイトルが取

れて、部下何人持って、お給料がこれだけになりましたっていうのが、自分にとってすごく、それ

が欲しいものなんだって思って、それはもう絶対、うそつけないわけですよね。だったら、そこで

ゴーってなりますよね。（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

 このようにＡ氏、Ｂ氏ともに、ＣＦＯという職位であるかどうかを、転職時の重要な判

断基準としている。 

Ｅ氏は、上場会社のＣＦＯといったグレードへのこだわりが強かったと語る。 

 

自分自身で思うと、僕は上場会社のＣＦＯというポジションが本当にやりたかったので、話をいた

だいたときは、それが一番の魅力だったので行って、実際、東証での説明とか決算時の説明とかし

たので、その点、自分自身のアセットにはなってます（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

 この時、Ｅ氏の転職先は、企業再生プロセスにあり、ＣＦＯとしても困難が予想された
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が、Ｅ氏は、東証での決算発表などを行う上場会社のＣＦＯであるという点を重視して、

入社の決断をしている。 

 Ｇ氏は、オペレーションが伴う仕事かどうかが重要な判断基準であったと語る。 

  

Ｖ社から次のところへ行くというときは、何がどうあっても私はもうホリゾンタルムーブだと思っ

てたんです。というのは、Ｖ社に長くいて日本のＣＦＯ以外のポジションだったら、もうコーポレ

ートファンクションになるんですよね。と、海の外ですし、私、コーポレートって嫌いなんです。

オペレーションがあるところじゃないと嫌なんです。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、タイトルよりも、むしろ、自分の力が発揮できるオペレーション

を伴う仕事かどうかにこだわって、転職先を判断している。 

転職先を判断する際に、何を確認するかの基準が明確になっていることが、限られた時

間、情報の中での判断を楽にしてくれ、情緒的な判断や、経済的な条件に惑わされた判断

といった過ちを防いでくれる。 

 

（２）トップとの相性への直感 

 ＜ディールと割り切った判断＞を構成する概念の２つ目は、［トップとの相性への直感］

である。ＣＦＯという経営幹部職に就き、転職先で力を発揮するためには、相性の合うト

ップから、信頼され、サポートされることが極めて重要である。したがって、条件面で［明

確なこだわり項目］を確認できたら、あとは［トップとの相性への直感］を信じ、その結

果が良好であれば、入社の決断をする。 

 Ａ氏は、面接で出会ったオーナーの一言が入社の決め手になったと語る。 

 

あとは、いきなり一次面接でＴ社のオーナーの方が、７７歳、その当時７７歳の方が面接に出てき

ていただいて、僕を口説いてくれたんですね。（中略）これからね、まだもう一花、二花咲かさなは

れとかおっしゃるわけですよ。こういうときの関西弁っていうのは、また非常にぴたっと決まりま

して、大感動しまして、これはええわということで転職を決めたのですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

 このように、Ａ氏は、自分の将来を気にして、わざわざ声をかけてくれたトップの姿勢

に感動し、入社を決断している。 
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 Ｅ氏は、一旦、断った会社に結局入社を決めた時の経緯を次のように振り返る。 

 

波長が合ったからですかね、その社長と。非常に仕事の波長がお互いに、相性がケミストリー。そ

の人が本当によくしてくれて、仕事も楽しかったし、シリアルね、３年いるわけですけども。非常

によかった。給料もそのときに、物すごく上げてくれてね。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

Ｅ氏は、入社を決める時には、トップとの相性を重視しており、トップと波長が合うか

どうかの直感を信じた判断は正しかったと語る。 

 Ｇ氏は、トップが尊敬できるかどうかを重要な判断基準にしてきたと語る。 

 

でもやっぱりね、プレリクイジットは行くときに社長、ＣＦＯとして行くならば自分がリスペクト

できると思う社長がいるところへ行かないといけないと。それはモットーではあったんですけどね。

（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

 このように、Ｇ氏はＣＦＯとして行くならば、トップとの相性の合うところを選ぶとい

うのが自分の持論であり、重要な判断基準だとしている。 

＜トップ、上司との信頼関係の悪化＞が離職動機に直結するように、転職した先で力を

発揮できるかどうかは、トップとの相性次第のところがある。相性については、あらかじ

め確認することは難しいが、［トップとの相性への直感］を信じると決め、少ない接触機会

であっても、そこから得られた直感を頼りに判断する点がＣＦＯ人材の特徴である。 

 

（３）短期契約としての見極め 

 ＜ディールと割り切った判断＞を構成する概念の３つ目は、［短期契約としての見極め］

である。［明確なこだわり項目］について、納得のいく条件が提示され、[トップとの相性

への直感]が良好なものだったとしても、入社してみたら、思っていた仕事と違っていたり、

企業文化が合わなかったり、また、相性の良かったトップが交代したりといったリスクは

避けることはできない。このように、リスクがある中で、新しい転職先に移る意思決定が

できるのは［短期契約としての見極め］という、まずは、短期契約の前提で判断し、長期

の働きつづけるかどうかは、改めて考えたらよいとの覚悟があるからである。こうした覚

悟があることが、リスクを恐れずに前に進む決断を後押ししてくれる。 
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 Ｇ氏は、何故、転職という大きな判断を迷うことなくできるのかとの質問に答えて、次

のように言う。 

 

私、転職する都度に、そこに長くコミットしてるわけでもないけど、とっととやめると決めて転職

してるわけでもないと。（中略）面白ければやればいい。別に嫌だったらやめればいいっていうのは

どっかにあるんですよね。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、面白ければ続ければいい、嫌なら辞めればいいという気持ちがあ

ることが、判断を楽にしてくれたと語る。 

 Ｃ氏は、５年、１０年先という将来は見通せる訳ではなく、所詮、短期で考えていくし

かないとの覚悟を次のように語る。 

 

まあ、それがすぐに終わるとは思わないものの、５年１０年っていうスパンで見たとき、それが本

当に続くのかどうかはわからないなと。自分も変わるだろうし、社長も変わるだろうし。まあ、そ

れを取り巻く環境も変わるだろうしみたいなところで。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

［短期契約としての見極め］の意味合いには、Ｃ氏のように、入社時点では全てが良く

ても、将来、相手も自分も状況も変わることへの覚悟が含まれる。 

 会社と長期を見据えて深い関係を結ぶというのではなく、会社も自分も変わっていくこ

との見通しを踏まえて、まずは、短期取引という前提で判断するという姿勢が、［短期契約

としての見極め］の意味合いである。 

このように＜ディールと割り切った判断＞とは、[明確なこだわり項目]、[トップとの相

性への直感]という、意思決定にあたってのチェックポイントと、［短期契約としての見極

め］という短い時間軸での判断枠組みの組み合わせである。転職して新しい職場に移ると

いうことは、本質的にリスクを伴う判断であるが、＜ディールと割り切った判断＞という

判断姿勢があることで、思い切った意思決定が可能になる。 

 

５－２－４．＜代替の職務機会の見通し＞ 

 【ルーチン化した転職プロセス】を構成するサブ・カテゴリーの４つ目は＜代替の職務

機会の見通し＞である。＜代替の職務機会の見通し＞とは、今の会社、あるいは、転職し
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て新たに入社した会社を辞めた場合でも、どこかで別の仕事を見つけることができ、そこ

でうまくやっていけるだろうという自信である。どのような展開になっても、＜代替の職

務機会の見通し＞がつく自信がベースにあることで、リスクのある会社に飛び込んだり、

思い切って転職の決断をしたりすることが可能となる。 

＜代替の職務機会の見通し＞は、［次の仕事がどんどん来る経験］と［何とかなる］の２

つの概念から構成される。 

 

（１）次の仕事がどんどん来る経験 

＜代替の職務機会の見通し＞を構成する概念の１つ目は、[次の仕事がどんどん来る経

験]である。[次の仕事がどんどん来る経験]とは、転職しようとした時に、多くの会社から

次々とオファーがあったり、受ける会社からことごとく内定をもらったりなど、転職市場

の中での自分の価値を実感する経験である。ＣＦＯより下のジュニアポジションで転職す

る場合には、実力さえあれば、求人数も多く、［次の仕事がどんどん来る経験］をすること

が多い。こうした経験をすることで、転職市場における自分の価値を実感し、将来の＜代

替の職務機会の見通し＞についても、楽観的なイメージを持つことにつながる。 

Ａ氏は、最初の転職先で、思いがけない展開に追い込まれて、結局、２回目の転職をす

ることになった時の状況を次のように語る。 

 

次の仕事を探さないかんということで、人材紹介会社にお願いをして。仕事は、もうどんどん来ま

したですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

 このように、追い込まれての転職であったにも関わらず、転職活動を始めてみると［次

の仕事がどんどん来る経験］であったことで、Ａ氏は＜代替の職務機会の見通し＞への自

信を深めている。 

Ｈ氏は、監査法人から事業会社に転職する時は、あまり面接に進めず苦労したが、米国

子会社でＣＦＯを経験し、英語でのマネジメント力をつけた後の転職は、まさに［次の仕

事はどんどん来る経験］であったと語る。 

 

前の転職のとき、α監査法人から β社の転職のときは２０社ぐらい応募して、面接できたのが２社と

か３社だったのですね。２社とか３社のうちの１社で内定をもらったのですけど、各打率としては、
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面接率が１割から２割ぐらいの打率だったのが、ここは８割ぐらい面接ができた。要は、それで１

０社ぐらいしかもう応募しなかったのですけど。７、８社面接。（中略）ほとんど面接してくれたの

で。やはり、駐在、英語が喋れるというよりは、現地でやはり４年間駐在の経験があるというとこ

ろが、やはりすごく大きくて。面接すれば大体合格するので、もうこのときの転職のときに初めて

やはりアメリカに行った選択の正しさというか、強さを知りましたですね。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

このように、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を実行に移したことで、［次の仕事は

どんどん来る経験］をすると、自分のキャリア戦略の正しさを確信し、＜代替の職務機会

の見通し＞により楽観的になる。 

 Ｄ氏は、米国駐在から帰国後、次の転職先を決めずに、会社を辞めた時の状況を次のよ

うに語る。 

 

Ｑ社にいたのとアメリカ、英語力の部分とＣＰＡの部分、年齢もあれだったんで、もう幾らでも売

れますっていう感じだった。だから、そのときは、もう何も怖いものはなくて、まあ、これはいけ

るから、先に会社やめちゃってもいいや。なので、転職先が決まらずに、そのやめました。 

（Ｄ氏：40歳、男性） 

 

このように、Ｄ氏は、自分のキャリア戦略に従って、米国駐在で英語でのマネジメント

力とＣＰＡ資格を取得したことで、［次の仕事はどんどん来る経験］をし、怖いものなしと

いう状態であったと振り返る。 

このように実際の転職活動で［次の仕事がどんどん来る経験］をすることで、転職市場

における自分の価値や【転職キャリアを生き抜く長期戦略】への確信を深め、そのことが

＜代替の職務機会の見通し＞への自信につながっていく。 

実際には、ＣＦＯなど、シニアのポジションに近づけば、エグゼクティブに対する求人

となるため、求人数自体が減少し、次の仕事がどんどん来るという状況ではなくなるが、

ジュニアポジションで［次の仕事がどんどん来る経験］をすることによって生まれる［何

とかなる］との自信が不確実性の高いキャリアを力強く歩む原動力となる。 

 

（２）何とかなる 

＜代替の職務機会の見通し＞を構成する概念の２つ目は、[何とかなる]である。[何とか
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なる]とは、贅沢を言わなければ、どこかの会社から別の仕事を得ることができるという自

信である。今の会社を辞めてしまっても、あるいは、転職した先でうまく行かず辞めるこ

とになっても、自分の専門を活かして何らかの仕事を得られるとの安心感があることで、

リスクを取った判断をすることができる。 

Ａ氏は４６歳の時に、次の仕事を決めずに会社を辞めた時の心境を次のように語る。 

 

そのＱ社っていうのは、そういうガッツあふれる転職系の人たちっていうのが、えらいたくさん集

まっている会社だったんで、やめても、やめてふらふらしてたって大丈夫なんだみたいなのを何か

私も思ったし。あと、そのとき、たしか僕が１９００・・、２００７年でやめたんで、４６歳か。

４６、そうですね。あれ、４６だ。そう。４６でＣＦＯで取締役をやってたから、これ売れるなっ

ていう、それぐらいの自信はあったんですよね。絶対何か仕事あるわいと思っていて。 

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

 Ａ氏のように、若くして上場企業の経営陣の一角を担う経験をすると、どこかからは声

がかかる、[何とかなる]との気持ちが生まれる。 

Ｇ氏は、辞めても ［何とかなる］との安心感が自分のキャリアのベースとなっているこ

とを次のように語る。 

 

やめたって幾らでもほかのオポチュニティーはあると。（中略）私はどこでも売れるから、どうにで

も、嫌だったらやめて次へ行けばいいわっていうトーンじゃなくて、だめだったらそれはそのとき

かなと。食いっぱぐれはしないだろうと。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、駄目でも[何とかなる]、食いっぱぐれはしないだろうとの気持ち

があることで、思い切った転職の決断が可能となると言う。 

 Ｈ氏は、一般的にはリスクがあると思われるファンドの投資先にＣＦＯとして入社する

ことを決断した時の心境を次のように語る。 

 

まあ失敗してもなるようになるし、何とかなる。まあ家族を食べさせるぐらいのことは、多分でき

るだろうというので。じゃあ、ちょっともうファンドなのでやはり雇用の安定性、やはり役員で入

るので労働者ではなくなるので、やはり、いつ首を切られるかわからない。間違いなく不安定なと
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ころは、もう間違いないですと。ただ、まあ任せてもらえてられるのだったら、リスクを取ってや

ろうかなあというのでここに入ったというのが。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

 Ｈ氏は、失敗しても［何とかなる］と安心感があることで、リスクのある新しい仕事へ

のチャレンジを決めている。 

 このように、［何とかなる］という＜代替の職務機会の見通し＞を持つことで、転職しな

がらＣＦＯを目指すというリスクの高いキャリアへの挑戦が可能になる。 

ここまでＣＦＯ人材の転職行動を支える２つ目の要因である【ルーチン化した転職プロ

セス】を見てきた。ＣＦＯ人材の転職行動においては、様々な＜離職動機の頻発＞から「い

つものように」転職することになり、「いつもの手順で」＜転職人脈＞から情報を得て、＜

ディールと割り切った判断＞で転職を決めることになる。転職にはリスクが避けられず、

時には、不安定な状況も経験するが、＜代替の職務機会の見通し＞があることが支えとな

って、【ルーチン化した転職プロセス】を継続することが可能となる。これまで「ＣＦＯ人

材の転職は、何に支えられて、どのように進むのか」という研究課題に従って分析を進め

てきたが、分析結果を要約すると図５―１のとおりとなる。 

 

 

図５―１ 第５章の分析結果のまとめ 
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このように、ＣＦＯ人材の転職は、大きく２つの要因に支えられていることが分かった。 

その１つ目は、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】というキャリア戦略である。ＣＦＯ

人材は、１、２回の転職を経て、組織の枠を超えたキャリアを歩むと覚悟した節目で、【転

職キャリアを生き抜く長期戦略】を練る。転職市場で常に売れる人材になることを目指し

て、特化する領域、強みとする独自能力、差別化の方法等の面から考え抜かれたキャリア

戦略である。個々の転職に先立って、こうした長期のキャリア戦略を構築し、それに従っ

て、転職を進めていく点がＣＦＯ人材の特徴である。 

２つ目の大きな特徴は【ルーチン化した転職プロセス】という行動パターンである。「い

つものこと」のように離職動機が発生し、一旦、離職動機が発生すると、「いつもの手順」

で転職先決定までの一連の行為が一定の行動パターンで進む。 

「いつものこと」のように離職動機が起こるのは、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】

へのこだわりが、離職動機を誘発する効果を持つからである。職場での状況が、自分が思

い描いたキャリア戦略通り進まなくなると [上向きのサイクルが止まる不安]が生じ、離職

動機に直結する。また、ＣＦＯに至るキャリアには、思いがけないオファー、ＣＦＯリス

ク、転職リスクなど、様々なチャンスやピンチがあり、こうした場合にも離職動機は発生

する。一旦、転職すると決めると、それまでに培っていた＜転職人脈＞が、次の仕事を見

つける大きな助けになる。そして、＜ディールと割り切った判断＞という判断姿勢がある

ことで、情報不足であってもスピーディーな判断が可能となる。思いとおりにならなかっ

たとしても、［何とかなる］という＜代替の職務機会の見通し＞の自信が支えとなり、１つ

１つの判断にあまり悩むことなく【ルーチン化した転職プロセス】に従って転職が進んで

いくのである。 
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第６章 転職先での適応に関する分析結果 

 

 ３つ目の研究課題として設定したのは、「ＣＦＯ人材は転職した先にどのように適応し、

実力を発揮するのか」であった。外部からＣＦＯのような経営幹部として転職先に入社し

た場合、予想されるのは内部者からの抵抗や反発であり、まず、これを克服せねばならな

い。外部登用のＣＦＯは、新しい職場に単に同化、同調するだけでは不十分であり、内部

者からの抵抗や反発を抑えて、変革や問題解決を成し遂げねばならない。こうした困難な

課題に対して、ＣＦＯに至った人材は、どう取り組んだのであろうか。こうした点に関心

を持ちつつ、インタビューデータを分析したところ、転職先にすみやかに適応し、実力を

発揮できる鍵が【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことであることが分かった。 

＜明確なＣＦＯ観＞にもとづき、自分が取り組むべき課題を見極め、その課題解決に＜

最も得意な組織運営スタイル＞を通じて全力で取り組む。経験と実績に裏打ちされた【ぶ

れないマネジメント・スタイル貫く】ことで、難局を切り開くことが可能になる。その際、

極めて大きな摩擦やストレスにさらされるため、＜ぶれないマネジメント・スタイルの支

援要因＞の助けを借りてこれを乗り切る。 

 

６－１．【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】 

【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】とは、内部者からの強い抵抗や反発があっ

ても、自分が信じるＣＦＯとしてのあるべき姿や組織運営のスタイルを変えることなく、

毅然と貫いていく姿勢のことを指す。それまでの経験や自分の強みを活かした仕事の進め

方を押し通すことで、最も効果的にＣＦＯの職責を果たすことが可能となる。 

【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】は、＜明確なＣＦＯ観＞、＜最も得意な組

織運営スタイル＞、＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞の３つのサブ・カテ

ゴリーからなる。新しく入った職場で自分が取り組むべき課題を見極める指針となるのが

＜明確なＣＦＯ観＞である。会計の専門性を活かし、トップのパートナーとして事業価値

を創造するというＣＦＯの使命を明確にイメージできていることで、その職場でまず何に

取り組むべきかを見極めることができる。新しい職場に適応し、その職場の人を動かすに

あたっての指針となるのが、＜最も得意な組織運営スタイル＞である。当初、抵抗や反発

を示す新しい職場のメンバーの気持ちを掴み、目指す目標に向かって動かすには、自らの

価値観やコミュニケーションスタイルにフィットした、一番自信が持てるマネジメント・
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スタイルをとることが効果的である。本研究のインタビュイーはそれぞれに［最も得意な

組織運営スタイル］を持っており、大きくボトムアップ型とトップダウン型がある。新し

い職場で、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】には、様々な摩擦やストレスの発生

が避けられない。その克服を助けてくれるのが、＜ぶれないマネジメント・スタイルの支

援要因＞である。 

Ａ氏は、同じ景色が何回も見えるという表現で、自分なりの仕事の進め方をしていく中

で、結局、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことになったと語る。 

 

結局、会社を何回変わっても、ここにいるのは自分なわけで、結局、同じ景色が何回も見えるんで

すよね。だから、そんなスタート・オール・オーバーアゲインみたいな話じゃ全然ない部分がかな

りあって。ああ、結局、いつか見た光景だよねみたいなのを繰り返しみたいなところもありますよ

ね。（中略）違うやり方は当然あったはずで、その中で仕事の進め方を自分なりに決めていくと、い

つもの自分のスタイルになっちゃうっていうようなところは、やっぱりあるんですよね。 

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、それぞれの職場で成果を上げようと一生懸命に取り組んでいる中で、知ら

ず知らずのうちに、いつものマネジメント・スタイルに行き着いたと言える。 

 Ｈ氏は、どこの会社に行っても、ＣＦＯとしてなすべきことは変わらないので、結局、

同じような業務範囲であったと語る。 

 

余りかちっと仕事が決められていないのがよかったのですけど、前任者の仕事、どの会社でも前任

者の仕事をある程度整理して、自分なりのＣＦＯ職を埋め込んでいったので、結果的には３社で似

たようなテリトリーで、似たような範囲で、自分でそういうテリトリーになるようにつくりこんで

いった。そういう意味では、そんなに変わらない仕事の業務範囲です。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

自分のＣＦＯ観がしっかりあることで、前任者の仕事がどうであっても、同じような業

務範囲に落ち着くと言える。 

 このように【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】は、新しい職場からの抵抗や反

発に悩みながらも、成果を上げることへの高い緊張感を持って、ＣＦＯの仕事に真剣に取

り組む中で、自然と形成されていくと言える。 
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６－１－１．明確なＣＦＯ観 

 【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】を構成する１つ目のサブ・カテゴリーは、

＜明確なＣＦＯ観＞である。＜明確なＣＦＯ観＞とは、ＣＦＯが果たすべき使命について

の信念のことを指す。わが国におけるＣＦＯの定義は曖昧であるが、今回のインタビュイ

ーは、ＣＦＯが果たすべき使命について、自分の言葉ではっきりと語ることができ、自分

の目指すＣＦＯの具体的イメージを持っている。事業価値創造に取り組む、ビジネスに寄

り添う、ステークホルダーに説明できる意思決定をする、会社を動かすなど、表現は違っ

ても、会計の専門性を活かして、トップのビジネスパートナーとなるという点は共通して

いる。 

Ｇ氏は、最初にＣＦＯの職に就いたときに、ＣＦＯの使命を次のように確信したと語る。 

 

やっぱりね、バリューをどうクリエイトするか考えないといけない。それは単なる経理屋さんとし

て考えちゃいけないと。ビジネスわからないと、そのサジェスチョンできませんし、外側からコン

サルタント的に物事を言っても受け入れられるわけもなく、そういう意味では経理屋さんとしての

ＣＦＯは要らないよと。やっぱり会社のマネジメントの一人としてディシジョンメイキングに携わ

っていくことをしなきゃいけないというのはすごく感じましたね。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、最初のＣＦＯ職を経験した時に、事業価値創造とその意思決定へ

の直接関与といった自分のＣＦＯ観を確立している。 

 Ｈ氏は、経理５割、ビジネス５割という言い方で、自分のＣＦＯ観を定義する。 

 

私のＣＦＯの定義は、やはり、かなりビジネス寄り。要は、ビジネスの動きに先手を打ったり、そ

れにフォローしたり、どっちの局面もあると思うのですけど、やはり、ビジネスがきちんとあって、

ＣＦＯ職で管理を車の両輪のように行く。（中略）私のＣＦＯの定義は、極論したら経理５割ぐらい

で、ビジネス系に寄り添った感じが５割ぐらいかなということでした。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

こういう人は、多分経営者から見てＣＦＯとしては不合格だというのがやはりあって。それは、杓

子定規な人とか、経理のロジックを、要は経営陣からいろいろなリクエストがあったときに、ほか

のロジックを理解しないで「もう経理は会計基準でこれ決まっていますから。」みたいな、コンプラ
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イアンスに違反するようなことは別ですけれども。要は、経理のロジックで返してしまう人だとか、

もう数字の集計にしか興味がなくて、いわゆる、典型的な経理部長職の人は、多分、ＣＦＯ職には

合っていないのではないかなと。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

このようにＨ氏は、ビジネスに寄り添い、ＣＥＯと両輪となって会社を管理していくこ

とがＣＦＯの使命だとし、経理サイドの論理でしか物を考えられない人物や数字の集計に

しか興味のない人はＣＦＯとしては不適格だと言う。 

Ｃ氏は、ステークホルダーへの説明責任を果たせるよう、会社の重要な意思決定を行っ

ていくことがＣＦＯの使命だと語る。 

 

ＣＦＯは、これであれば自分は資本市場に対してでも、従業員に対してでも、株主に対してでも、

全部説明できるという意思決定をし、いざというときは、それを実際、対峙するわけですよね。そ

れって、いきなり大企業のＣＦＯとしてやれって言われて、できるのっていわれると、はっきり言

ってできるはずはないと思うんですよ。（Ｃ氏：41歳、男性） 

 

ＣＦＯとして、経営の重要な意思決定に関わることにより、資本市場や従業員といった

ステークホルダーに対峙する自信が生まれるといえる。 

Ｂ氏は、全ての数字を頭に入れた上で、ビジネスで起きている現実を数字から読み取り、

ビジネスで起きている現象をストーリーとして語るのが自分のＣＦＯ観であり、以前仕え

たＣＦＯから、それを学んだという。 

 

１年でやめちゃったＣＦＯが私にとってはショッキングというか、今もその人の言ったことをもと

に動いてるのかなっていうふうに言われたのは、ＣＦＯって、ぼんと任せて自分は知らなくていい

ように思ってる人も多いと思うんですよ。特に日本系の会社だと。でもそうじゃなくて、彼は、You 

have to know everythingと言って、全て頭に入れてないとＣＦＯなんだからだめなんだって言った

んですよ。で、ああそうなんだって、でもそうしないとやっぱりデシジョンできないもんねってい

うふうに言って、そのとおりだと思って（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

彼が言ったのは、Tell more story with less numberっていうふうに言ったんですよ。だから、Ｐ／

Ｌ見てたら何が起こってるかっていうビジネスが見えるでしょうと。結局、数字というのはビジネ
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スの裏側にあるものというか、そいつにしかすぎないから、もしＰ／Ｌを説明するときに、実はそ

のビジネスでこうこうこういうことが起こっちゃったために、すごく売り上げが上がったんですっ

ていうことがわかってたら、そこのレベルがすごく上がったんですっていう言い方をしてもオーケ

ーなんだと。（中略）それ以来、私はＰ／Ｌしめてフォアキャスト入れたときに、必ずこのストーリ

ーラインをつくることにして、でも、You have to know everythingだから、数字は全部覚えてるん

ですけど、ストーリーラインをつくって数字はあんまり言わないで（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

 ＣＦＯがビジネスで起きていることを数字で語ることで、会社が意思決定を正しく行う

ことが可能になるというのがＢ氏の信念である。 

 Ｄ氏は、それまで見てきたＣＦＯから、ＣＦＯの使命は会社を動かすことにあると言う。 

 

やっぱりＱ社やＬ社で見てきたＣＦＯが会社を動かすっていうふうに見てきたんで、このポジショ

ンで入るということは、もう誰に対してもずばずば言っていくことが要求されるし、絶対なめられ

たらいかんという何ですかね、プレッシャーを感じながら入社をしましたね。（Ｄ氏：40歳、男性） 

  

 このような信念に従い、Ｄ氏は、会社を動かすためには、毅然と発言せねばならないと

いうプレッシャーを感じながら、初めてのＣＦＯ職に就いている。 

 会計の専門性を活かして、トップのビジネスパートナーとなり、事業創造の意思決定に

関与するというのが、ＣＦＯ人材の持つＣＦＯ観である。自分の考えるＣＦＯの使命を言

語化した＜明確なＣＦＯ観＞を持論として持つことで、新しい職場で取り組むべき課題を

素早く見極めることが可能となる。 

 

６－１－２．最も得意な組織運営スタイル 

【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】を構成する２つ目のサブ・カテゴリーは、

＜最も得意な組織運営スタイル＞である。＜明確なＣＦＯ観＞により、ＣＦＯとして取り

組むべき課題が明らかになると、次に重要になるのは、それを職場の部下や他部門の関係

者にどう理解してもらい、どう動いてもらうかである。この点について、ＣＦＯ人材は、

自分自身の価値観、コミュニケーションスタイルに一番フィットする＜最も得意な組織運

営スタイル＞を持ち、そのスタイルで組織運営を行うことが分かった。組織運営スタイル

は、大きくボトムアップ型かトップダウン型かに分かれる。 
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ボトムアップ型ＣＦＯは、内部者との感情的な対立の解消を優先する。そのために、ま

ず、［相手の価値観の理解］によって、内部者を動かす動機や価値観をよく理解し、共感を

示すことで安心感を与える。その上で、［目的と情報の共有による巻き込み］によって、内

部者のベクトルと自分が目指す方向を一致させていく。 

一方、トップダウン型ＣＦＯは、まず、重要な課題を特定し、［問題解決にフォーカス］

した上で、［職責と権限によるマネジメント］により、早期にその課題を解決してみせるこ

とで、職場の信頼感と求心力を高める。 

＜最も得意な組織運営スタイル＞の１つ目のタイプであるボトムアップ型は［相手の価

値観への理解］と［目的と情報の共有による巻き込み］の２つの概念で構成される。 

 

（１）相手の価値観の理解  

 ［相手の価値観の理解］とは、新しい職場の部下や同僚を深い部分で動かしている価値

観を理解して、その価値観に心からの共感を示すこと指す。同じ価値観を共有する仲間だ

との安心感が生まれることで、心を開いて話し合える信頼関係が構築される。 

 Ｆ氏は、ファンドの投資先企業のＣＦＯに就任した時の経験を次のように語る。 

 

やはり、γ社という会社がどんな会社でありたいか。どういうお店でありたいか。やはり、彼らの琴

線に触れる部分。彼らは、やはり、もともとそういう靴の業界に入ってきて、いわゆるファッショ

ン業界に入ってきているのですね。正直、給料は大して高くないし、労働時間長いし、そんなとこ

ろにわざわざ好きこのんで入ってきているわけですよ。だから、やはり、靴が好きだし、ファッシ

ョンが好きなのですよね。それを、やはり評価されたいと思っているのです。ですから、γ社という

靴のお店が、お客様から、それから周りの競合店から、どういうお店と見られるかということが、

彼らにとって極めて重要な話なのですね。（中略）ですので、私も γ社という会社に入って何をやっ

たかというと、とにかく現場に出ましたね。自分もお店もそうですし、競合店も見て、周りのお店

をいっぱい見て、どこのお店にお客様がいっぱい入っているかなみたいなのを見て、そのあたりを

よくわかっているというか、売り場の人たちにしてみると、そういったことに興味を持てない人に

は心を開いてくれないのですね。 

（ああ、なるほどね。） 

だから、自分たちと同じ世界の人じゃないという、「ファンドから何か管理しにきた人ですよね。」

で終わっちゃうのですよね。そうすると、本当のことを言ってくれないのですよ。形式的なことだ



 

108 

 

けで終わってしまって、踏み込めないのですね。それで得た情報だけで・・・しようとすると、恐

らく、壁にぶち当たるか失敗するかなのです。（Ｆ氏：54歳、男性） 

 

Ｆ氏は、ファンドの投資先にＣＦＯとして入る場合には、同じ価値観の人物とは見ても

らいにくいので、新しい職場の信頼を得るために、まず、その会社が扱っている商品を愛

していることや、現場を大切に思っていることを態度や行動で示すことが重要であったと

言う。 

Ｇ氏は、新しい職場に入った時に留意点を次のように語る。 

 

少なくとも、落下傘に入って一方的に自分の価値観を押しつけないようには気をつけてます。転職

組ってやっぱり外からじゃないですか。そこでいかにも知ってるように振る舞うとか、「前の会社で

は」とかって絶対、禁句だと思ってるんですね。「私の前のキャリアでは」とか、それってねえ、絶

対、枕詞にしてはいけない。やっぱりリスペクトを払う、それはリスペクトを払うって上より下に

ちゃんとそれをやらないと、やってきたことをちゃんと聞いてリコグナイズしてあげるっていうの

は必要なのかなとは今でも思ってますけどね。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

Ｇ氏は、新しく入った職場では、一方的に自分の価値観を押し付けるのではなく、最初

に、相手がやってきたことをよく聞き、理解し、敬意を払うことを大切にしてきたと言う。 

 このように［相手の価値観の理解］により、まず、職場の共感、信頼感を獲得し、外部

から来た経営幹部への抵抗感を克服することが、ボトムアップ型ＣＦＯの組織運営スタイ

ルの特徴の１つである。 

  

（２）目的と情報の共有による巻き込み 

 ボトムアップ型ＣＦＯの＜最も得意な組織運営スタイル＞を構成する概念の２つ目は、

［目的と情報の共有による巻き込み］である。［相手の価値観の理解］によって、本音で話

し合える信頼関係が構築された後は、［目的と情報の共有による巻き込み］によって、部下

と自分のベクトルを合わせて、問題解決に向かう。［目的と情報の共有による巻き込み］と

は、会社を何のために変えるのかという目的や、現状がどうなっていて、どこに向かうの

かといった情報を関係者で共有することで、同じ方向に向かって問題解決に取り組むチー

ム感覚を醸成することである。 
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 Ｆ氏は、企業再生のためにＣＦＯとして入った会社で、現場を巻き込んでいった際の経

験を次のように語る。 

 

やはり、一言で言うとコミュニケーション能力ということになるかもしれませんけれども、やはり、

現場を巻き込む。巻き込んで方向転換をさせる力というか、それは何なのかと言うと、強権的にや

れば、組織ですのでみんな右向けと言えば右向きますけれど、続かないですよね。ちょっと目を離

したら、全然また別のばらばらの方向を向いていると。そうじゃなくて、右に行くことが会社が本

当によくなる方向で、ひいては、自分たちの職の安定とか、給与アップとかということにはね返っ

て来るのだということをちゃんと腹落ちさせないと、その動きって継続しないので。 

（Ｆ氏：54歳、男性） 

 

このようにＦ氏は、上から一方的に課題と解決策を押し付けるのではなく、自分も会社

もともに良くなるためにやるのだということを丁寧に説明し、心の底から納得してもらう

ことから、改革に着手している。 

Ｇ氏は、新しく入った会社では、特に、最初の段階で定期的なコミュニケーションを取

ることを大切にしてきたと語る。 

 

必ず私はダイレクトのリポートの人たちとは、最初のうちはもうウィークリーでワン・オン・ワン

をやります。と同時に、チームでウィークリーでチームミーティングをします。そこでワン・オン・

ワンでシェアする相手の価値観を理解するとか。まず相手のことを聞いてあげる、自分のことを伝

える前に、それはすごく大切だと思ってます。それをやりながら、ある意味、自分のダイレクトリ

ポートのチームとしてのセンスもビルトする。そうすると結構、うまくいきますね。 

（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

そうすると何が大切かと言うと、自分のダイレクトリポートのチームですよね。ここがこれからの

ファイナンスに望まれていることが何なのかをぴっちり理解しないと、アクションにつなげられな

いなと。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、自分に直接レポートする人達と定期的なコミュニケーションをと

り、チームに求められていることへの共通理解を作り、チーム感覚を醸成することで、改
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革に向けて職場のメンバーを方向づけている。 

このように、ボトムアップ型ＣＦＯは、［目的と情報の共有による巻き込み］で、チーム

としての一体感を醸成し、自分と部下のベクトルを合わせることで、問題解決に向けた自

発的な行動を引き出していく。 

 職場の感情に配慮するボトムアップ型の対極に位置する、もう１つのアプローチがトッ

プダウン型である。トップダウン型ＣＦＯは、最初は内部者との間に感情的な対立がある

ことを承知の上で、まず、［問題解決へのフォーカス］によって、片付けるべき特定の課題

に集中し、それを［職責と権限によるマネジメント］によってスピーディーに解決してみ

せることで、内部者からの信頼と求心力を獲得する。 

 

（３）問題解決へのフォーカス  

 トップダウン型ＣＦＯの＜最も得意な組織運営スタイル＞を構成する概念の１つ目は、

［問題解決へのフォーカス］である。［問題解決へのフォーカス］とは、新しい職場におい

て、真っ先に取り組むべき課題を見出し、その解決に全力を投入することを指す。重要な

課題から目をそらさず、一気に解決してみせることで職場の信頼感の獲得を目指す。 

Ａ氏は、内部管理に弱さのある会社のＣＦＯとして着任した直後のエピソードを次のよ

うに語る。 

 

全然、予算っていうのを全くつくるカルチャーがなかったんで、各支店ごとでちゃんと予算をつく

って、予実管理ができるようにしてという体系をつくったんですね。これは相当、あっという間に

この会社のカルチャーを変えることができたと思いますね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このようにＡ氏は、まず、予算を作ることに注力し、予実管理をしっかり行うことで会

社のカルチャーを大きく変えて見せたと言う。 

 Ｄ氏は、最初にＣＦＯとして着任した当初、何人かの社員から受けた反発を克服した経

験を次のように語る。 

 

実は、周りの人から適切に評価をされると、相手もしゅんってして、そこでストレス対象がいなく

なるとかですね。（中略）数字を達成できることがふえてきているので信頼感はかなり勝ちとってき

ていて。そうすると、相手も、こっちの言うことを聞いてくれるようになるので、逆に変なことを
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言われると、ふざけんなよとか、そんなことを言うんだったら、こっちもこういうことを考えるよ

みたいに、立場がちょっと強くなってきましたね。（Ｄ氏：40歳、男性） 

 

 このように、Ｄ氏は、高い目標値を達成して見せることで、周囲の信頼を得て、一部の

社員からの反発を乗り越えている。このように、トップダウン型ＣＦＯは、特定の課題に

フォーカスし、具体的で目に見える結果を出すことにより、社内での信頼感を獲得し、求

心力を高める。 

 

（４）職責と権限によるマネジメント  

トップダウン型ＣＦＯの＜最も得意な組織運営スタイル＞を構成する２つ目の概念は、

［職責と権限によるマネジメント］である。［職責と権限によるマネジメント］とは、自分

に与えられた公式の職責と権限を最大限に活用することで、人を動かし、問題解決にあた

るという組織運営スタイルである。 

Ａ氏は、必ずしも業務改革に積極的でない社員もいる中で、改革を推進した際の経験を

次のように語る。 

 

もう２度とできませんけど。まあ、その孤立無援の中、イメージ的にはあれですよね。扉を蹴破っ

て中に手りゅう弾投げ込んで、機関銃を乱射して、死んだやつを建物から運び出して、それを捨て

て次の人を入れかえてみたいなことを、まずファイナンスの中ではやって。どんどん入れかえまし

たね。あれはよくやりましたね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

ＣＦＯに与えられた権限の中でも人事権が最大のものであり、Ａ氏はこの権限を躊躇な

く行使することで、改革を断行している。 

 Ｅ氏は、転職する人へのアドバイスという形で、職位に備わった権限を遠慮なく行使し

て、業務を推進すべきだと語る。 

 

転職する人への１つのアドバイスかもしれないですけど。それなりのポジションなわけですね、Ｃ

ＦＯというのは。だからそれなりに、皆ステータスですから、それは面従腹背かもしれないけど、

それはやっぱり一応は従ってくれますよ。ＣＦＯは結構偉いわけですね。（Ｅ氏：60歳、男性） 
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また、Ｅ氏は、権限の行使により、恐れられる存在になることも人を動かすためには重

要だと語る。 

 

（ＣＦＯに必要な資質というのは、もちろん経営、経理の専門知識は要るけれども） 

 それは、あって当たり前。 

（あって当たり前。ベースであって、事業系にどれだけ一緒にコミットできるかということですね） 

どれだけ恐れられ、かつ耐えられるか。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

Ｅ氏は、公式の権限を行使し、毅然と問題解決に取り組む姿勢が、外からきたＣＦＯが

求心力を高めるには重要だとする。このように、トップダウン型の組織運営スタイルをと

るＣＦＯは、解決すべき問題を絞込み、目的達成のために、公式の職責と権限を最大限に

行使し、早期に成果を上げて信頼を得ることを目指す。 

 

６－１－３．ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因 

 【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】を構成する３つ目のサブ・カテゴリーが、

＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞である。これまで見てきたように、新し

く入った職場での内部者からの抵抗や反発を克服しつつ、経営課題を解決して成果を上げ

るには、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことが鍵となる。しかしながら、抵抗

や反発を押し切って、自分のスタイルを貫くには、大きな摩擦やストレスが予想されるた

め、こうした摩擦やストレスを緩和するための支援要因が必要となる。＜ぶれないマネジ

メント・スタイルの支援要因＞は、［信頼して任せてくれるトップ］、［会計という共通基盤

が生む威厳］、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］の３つの概念から構成される。 

 

（１）信頼して任せてくれるトップ 

＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞を構成する１つ目の概念は、［信頼して

任せてくれるトップ］である。［信頼して任せてくれるトップ］とは、部下であるＣＦＯの

能力を信頼し、細かなことに口を出さずに、ＣＦＯとして仕事がしやすい環境を整えてく

れたり、ＣＦＯが自分の部下や社内に対して、権限をうまく行使できるよう支援してくれ

たりするトップのことを指す。 

 Ｇ氏は、初めてＣＦＯになり、１５０名もの部下を率いることになった時、トップから
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受けた支援を次のように語る。 

 

すごくサポートをしてくださったんですよ。サポートが何かっていうと、ファイナンスをエンパワ

ーしてくれ、何があっても「これはＧさんにはオーケーもらってるの」と。「この提案書はＧさん通

ってるの」「これはＧさん、オーケーって言ったの」「これはＧさんに聞いてあるの」「この数字はＧ

さんがつくったの」みたいに、すごくエンパワーをしてくれたんですよね。そうすると、皆さん、

何を社長にお持ちするにせよ必ずファイナンスを通してくれるようになると。これほど強いサポー

トはなかったですね。（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このようにＧ氏は、当時のトップが信頼して任せてくれたことが、新任のＣＦＯにとっ

て、一番大きな力になったと回顧する。 

Ｅ氏は、上場企業のＣＦＯとしてナンバー２としての重責を担った際、トップが思い切

って任せてくれたことが大きかったと語る。 

 

とにかく管理部門に関しては、物すごく任せてくれました。ＡＺさんが一番きついのは自分の本業

のところ。服、デザイン、マーケティング、あと人事もきつかった。（中略）僕はグループＣＦＯで

いわゆるナンバー２みたいな形でいましたから毎日のように会うわけですけども、非常に穏やかな、

話をよく聞いてくれる人でしたよ。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

このように、Ｅ氏は、当時のトップが、細かなことに口を出さずに、自分のやり方を認

めてくれたことが大きな支援になったと感謝の気持ちを述べている。 

強い信頼関係があり、仕事のやり方を含めて任せてくれるトップがいることが【ぶれな

いマネジメント・システムを貫く】ために重要な支援となる。そのため、一旦、［トップや

上司との信頼関係の悪化］が起こると、【ぶれないマネジメント・システムを貫く】ことが

困難になり、離職動機の発生に直結してしまう。 

 

（２）会計という共通基盤が生む威厳 

 ＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞を構成する２つ目の概念は、［会計とい

う共通基盤が生む威厳］である。外部から来た幹部の場合は、内部者から仕事能力への信

任を受けるまでに時間がかかり、このプロセスで行き詰まってしまうこともある。分析焦
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点者であるＣＦＯ人材の場合は、［会計という共通基盤が生む威厳］のおかげで、スムーズ

に仕事能力への信任を得て、信頼関係をスピーディーに構築している。経理の仕事には「企

業会計」というどこの会社にも共通するルール、共通言語があり、有資格者であればその

分野の専門性が誰の目にも明らかであることが、［会計という共通基盤が生む威厳］を生み

だしている。 

 公認会計士資格を持つＨ氏は、会計という共通言語があったことで、新しい職場で実力

を発揮しやすかったと語る。 

 

やはり、議論が紛糾しているときに、「じゃあ、ちょっとＰ／Ｌ書いてみましょうか。」「これこうで

すよね。これはどういう件数ですか。」とか、経理の切り口で議論をちゃんとリードできたりとか。

そういう意味では、経理処理っていうよりは採算管理だったり、どうすればどこが固定費になって、

変動費になって、どこをいじればどうなるのかということがわかっているということが。あと、そ

れが資格で箔がついているということが、これはすごく大きかったですね。（Ｈ氏：46歳、男性） 

 

このように、経理の切り口で議論がリードでき、公認会計士資格があることが、新しい

職場であっても、Ｈ氏が、威厳をもって業務を遂行する支えとなったと言う。 

ＣＰＡ資格を有するＧ氏は、経理のベース業務がしっかりできることが、新しい職場で

信頼を獲得する支えになったと語る。 

 

何はどうあっても、やっぱりアクチュアルをリポートするというのはすごく大切なことですし、プ

ランニングするにしてもキャッシュフローをつくるにしても、会計がわかっていないとできないと。

やっぱり外部の監査とかも入りますし、そこの人たちと対等に、「いや、これの扱い違うんじゃない

の」「いえ、違いません、なぜならば」みたいなアーギュメントができる、ディスカッションができ

るというのは、ほかの人にはできないですからね。そこは絶対的に強みではあると思います。 

（Ｇ氏：54歳、女性） 

 

このように、Ｇ氏は、財務諸表が正確に作成できる、外部監査にきちんと対応できると

いった基本がしっかりしていることを見せることで信頼を獲得している。 

 Ａ氏は、経理の場合は、財務諸表という共通の土俵があるので、部下への質問を通じて、

自分の有能さを示しやすいと語る。 
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Ｐ／Ｌってみんな見てるし、知ってるんですよ。だけど、どんな経理部長でもバランスシート持っ

て来いって言うと、絶対びびるんですよね、中身よくわかってないから。ろくすっぽチェックして

ないから。そこをつかれると、ああ、何だか怖いし有能な人が来たなっていうふうに、みんな必要

以上に思ってくれるんですね。それで、一晩ぐらい、一日中バランスシートをチェックして、大体、

売掛金あたりぐらいまで見ると、だんだん仲よくなってきて、夜になるとお酒が出てきたりしてっ

ていう感じで、ファイナンス系は７割方成功するんですね、転職が。そこそこスキルがあればなん

ですね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

Ａ氏は、財務諸表を分析して、自分から質問することで、部下に対する心理的優位性を

確保し、威厳を示すことに役立てている。このように、ＣＦＯの業務には、「企業会計」と

いう共通基盤があることで、新しい職場のメンバーに対して、威厳を示しやすく、それが

転職先での適応や実力発揮を容易にしている。 

 

（３）仕事を人生の１００％にしない姿勢 

＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞を構成する３つ目の概念は、［仕事を人

生の１００％にしない姿勢］である。［信頼して任せてくれるトップ］や［会計という共通

基盤が生む威厳］の助けがあったとしても、ＣＦＯという立場にあって、外から来た幹部

への抵抗感の克服と経営課題の解決を同時に進めていくことには、極めて大きなストレス

を伴う。そうした強いストレスの克服を助けるのが、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］

である。全精力を仕事に注ぎ込む状況にあっても、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］

により、仕事以外のアイデンティティを保つことで、気持ちに余裕が生まれ、強いストレ

スを乗り切ることができる。 

［仕事を人生の１００％にしない姿勢］とは、打ち込める趣味や信仰など、仕事以外の

アイデンティティを仕事と同じくらい大切にする姿勢である。仕事以外のアイデンティテ

ィがあることで、仮にその仕事がなくなっても、自分のアイデンティティを完全に喪失す

ることはないとの安心感が生まれる。また、どのような困難な状況にあっても、仕事は仕

事と割り切ることで、冷静さを保つことが可能になる。 

 Ａ氏は、ＣＦＯとしての仕事のストレスの大きさを考えると、それとバランスを取る真

剣な遊びのようなものが必要であったと語る。 
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ずっと若いころから仕事はすごくばりばりやるし、思ったことをどんどん言うしっていう人で、仕

事上、結構ストレスを抱えるような仕事の仕方をしていたんだと思うんですね。だけど、それをハ

ンググライダーっていう、非常にリスクもあるけれども物すごい美しい景色が見れて、結構、宗教

的な経験みたいなものもできるようなスポーツなわけなんですね。それで、カウンターバランスを

とってたんですね。それが僕の、本当に実感してたことで、仕事も好きだったんだけども、やっぱ

り、この人生をかけるに値する遊びっていうのがあったっていうのが僕にとって物すごく大きくて

（Ａ氏：55歳、男性） 

 

人生仕事だけだと思って、その仕事を失ってしまったら、物すごく喪失感が大きいわけですよね。

それに比べると、僕の場合は半分は、家族とかもちろんありますけど、家族を別にすると、もう１

つ非常に重要なものがあったわけですよね。それは大きかったですよね。（Ａ氏：55歳、男性） 

 

このように、Ａ氏は、仕事以外に人生を賭けるに値するほど、打ち込める趣味があった

ことが、ＣＦＯとしてのストレスの克服に重要であったと言う。 

Ｅ氏は、仕事とは全く違う頭の使い方をする趣味を持てたことが大きかったと語る。 

 

面白いですけどね、いろんな趣味があるので、ジャズは脳を使う場所が違うので、自分がジャズを

やると脳の違ったところが活性化されて、ストレスを忘れちゃうんですよ。 

（何か右脳で追い込まれて、左脳で活性化すると。） 

不思議なもんですよ。僕は結構、自分でピアノが弾けるので。やっぱりちゃんと弾けるわけですよ

ね。すると、ピアノを弾くファンクションの部分が活性化されると、つらいときに弾いちゃうと何

かリセットされちゃうんです。すっきりしちゃうんです。（Ｅ氏：60歳、男性） 

 

Ｅ氏は、ピアノを弾くことで、仕事で追い込まれた気持ちをリセットし、厳しい仕事に

立ち向かうエネルギーを得ている。 

 Ｂ氏は、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］を持って、仕事を少し突き放して見るこ

とで、かえってやるべきことがはっきり言えるようになったと語る。 

 

今はやっぱりちょっと気をつけているのは、いい仕事をしたかったら、１００％仕事にしちゃあい
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けないんだなと思って、少し遊びが必要っていうか、ちょっと突き放した、もちろん仕事に対して

はしっかり向き合わなくっちゃいけないけど、絶対、何でもかんでも１００％もう仕事が仕事がで、

ここで上に行けなかったらだめでみたいな感じではなくて、そこに何か６５から７０％くらいの突

き放した感じで（中略）もう突き放してるから、やるべきこと、あるべきこと、ファイナンスとし

ての意見みたいな感じで突き放して言えるようになったからというのはありますかね。 

（Ｂ氏：50歳、女性） 

 

Ｂ氏は、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］があることで、組織の中で自分の果たす

べき役割を冷静に見る視点を得ることができたとしている。 

 このように、本研究のインタビュイーには、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］があ

ったことで、外部登用のＣＦＯという激務に耐え、難局を乗り切るために必要な心の余裕

を持つことができたといえよう。 

これまで「ＣＦＯ人材は転職した先にどのように適応し、実力発揮をするのか」という

研究課題に従って、分析を進めてきたが、これまでの分析結果の要約は図６―１のとおり

となる。 

 

図６―１ 第６章の分析結果のまとめ 
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外部登用のＣＦＯが新しい職場に着任した場合、内部者からの抵抗や反発が予想される

中で、期待される成果をすみやかに上げることを求められる。そうした難題を可能にして

くれる鍵が【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】点にある。  

ＣＦＯとして何をなすべきかという＜明確なＣＦＯ観＞によって、取り組むべき課題を

見定め、＜最も得意とする組織運営スタイル＞によって人を動かしていく。そうしたプロ

セスにおいて、大きな摩擦やストレスにさらされるが、＜ぶれないマネジメント・スタイ

ルの支援要因＞、すなわち［信頼して任せてくれるトップ］の存在や、［会計という共通基

盤が生む威厳］が仕事を進める上での助けとなり、また、［仕事を人生の１００％にしない

姿勢］が強いストレスの克服を手伝ってくれる。＜ぶれないマネジメントの支援要因＞に

助けられつつ、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことで、苦しい局面を乗り越え

ていくのである。 
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第７章 分析結果のまとめ 

 

本研究では、ＣＦＯに至るキャリア発達に関して、転職経験に焦点をあてて分析を行っ

た。８名のインタビューデータをもとに、次の３つの研究課題、 

ＲＱ１．ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至るのか。 

ＲＱ２．ＣＦＯ人材の転職は、何に支えられ、どのように進むのか。 

ＲＱ３．ＣＦＯ人材は転職した先にどのように適応し、実力を発揮するのか。 

について、Ｍ－ＧＴＡを用いた分析を行ったところ、６つのカテゴリー、７つのサブ・カ

テゴリー、２６の概念が抽出された。 

６つのカテゴリーとは、ＲＱ１に対する、【転職しながらＣＦＯを目指す原点】、【他社で

も通用する自信を培う】、【転職を後押しした外的ショック】という３つのカテゴリー、Ｒ

Ｑ２に対する【転職キャリアを生き抜く長期戦略】、【ルーチン化した転職プロセス】とい

う２つのカテゴリー、ＲＱ３に対する【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】という

カテゴリーを指す。Ｍ－ＧＴＡでは、分析結果の根幹を図（結果図）と簡単な文章（スト

ーリーライン）によって提示する。ここでは次のとおり、３つの研究課題に沿う形でスト

ーリーラインを記述する。 

研究課題の１つ目の「ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至るのか」であるが、

【転職しながらＣＦＯを目指す原点】、【他社でも通用する自信を培う】、【転職を後押しし

た外的ショック】という３つの経緯を経て、分析焦点者は、最初の転職に向かう。まず、

初期キャリアにおいて、［会計への適職感］を経験する。これが会計という分野で専門性を

極める出発点となる。一方で、［企業の論理との遭遇と幻滅］という経験をすることで、組

織への信頼感や一体感が損なわれ、自分のキャリアは会社に委ねるのではなく、自分で決

めるのだとの思いが強まる。こうした経験が、【転職しながらＣＦＯを目指す原点】となる。

次に、［会計の専門性を鍛えた実務経験］や［事業分野での成功体験］など【他社でも通用

する自信を培う】経験をすることで、次第に自信がつき、転職への思いが膨らむ。しかし、

最初の転職には大きな葛藤があり、【転職を後押しした外的ショック】があって初めて踏ん

切りをつけ、ようやく最初の転職を果たす。 

次に、研究課題の２つ目の「ＣＦＯ人材の転職は、何に支えられ、どのように進むのか」

であるが、ＣＦＯ人材の転職は【転職キャリアを生き抜く長期戦略】というキャリア戦略

と【ルーチン化した転職プロセス】という行動パターンに支えられる。１、２回の転職を
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果たし、今後は１つの会社には留まるのではなく、いくつかの転職を重ねつつキャリアを

歩むと覚悟すると、まず、不確実性の高いキャリアをどう生き抜くか、転職市場での市場

価値をどう確保するかについて構想を練る。これが【転職キャリアを生き抜く長期戦略】

であり、個々の転職に先立ち、こうした指針がまず構築されるのが分析焦点者の特徴であ

る。このキャリア戦略は、転職市場での市場価値確保に最大の力点を置き、常に転職市場

において求められる人材となるよう［勝負する分野の絞り込み］、［普通の経理屋にない強

みの自覚］をもとに、［複数の専門性の掛け算で勝つ］ことを目指す。そして、キャリア戦

略が停滞しそうな場合は、転職することで自らの市場価値を守るという［上向きのサイク

ルを回す］決意をする。【転職キャリアを生き抜く長期戦略】が出来上がると、転職がいわ

ば日常的なこととして繰り返される【ルーチン化した転職プロセス】が始まる。その引き

金となるのは、＜離職動機の頻発＞である。【転職キャリアを生き抜く長期戦略】への思い

入れが強く、［上向きのサイクルを回す］決意が固いほど、思い通りに進まない展開になる

と［上向きのサイクルが止まる不安］が生じ、転職を選ぶことになる。また、［思いがけな

いオファー］、［トップとの信頼関係の悪化］、［転職の失敗］など、転職しながらＣＦＯを

目指す道を歩み始めると、様々なチャンスやピンチに遭遇することが多くなり、そうした

場合にも転職を決意することになる。一旦、転職を決意すると［人材紹介会社のエージェ

ントとの関係］や［転職会社の元上司、同僚とのネットワーク］などの＜転職人脈＞から、

次の仕事に関する情報を得て、＜ディールと割り切った判断＞でスピーディーな決断をす

る。困った場合でも［何とかなる］との＜代替の職務機会の見通し＞があることが、リス

クのある意思決定をするにあたっての支えとなる。 

最後に、３つ目の研究課題である「ＣＦＯ人材は転職した先にどのように適応し、実力

を発揮するのか」であるが、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことが、転職先に

すみやかに適応し、実力発揮する鍵となる。＜明確なＣＦＯ観＞があることで、新しい職

場で自分が集中して取り組むべき課題がはっきりする。そしてその課題に＜最も得意な組

織運営スタイル＞で取り組み、成果を得ることで、職場で求心力を高める。但し、そうす

る中で、大きな摩擦やストレスがあるため、＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要

因＞が大きな助けとなる。［信頼して任せてくれるトップ］がいることで、自分のスタイル

で仕事を進めやすくなり、［会計という共通基盤が生む威厳］があることで、部下の信頼を

得やすくなる。また、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］があることで、厳しい仕事の

中にあって、強いストレスに押しつぶされることなく、心の余裕を保つことが可能となる。 
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第８章 考察 

 

前章においては、３つの研究課題に沿う形で、分析結果の要約を行った。この分析結果

を踏まえて考察を行った結果、次の１１点が発見事実として抽出された。 

まず、１つめの研究課題とした「ＣＦＯ人材は、いかなる経緯で最初の転職に至るのか」

に関して、第１から第３の３点が発見事実として抽出された。 

第１の発見事実は、本研究における分析焦点者であるＣＦＯ人材が、初期キャリアにお

いて、自分にとって真の適職と呼べる仕事と出会っている点である。分析焦点者は、会計

の仕事に関わって間もない時期に、［会計への適職感］を確信したという経験を持っている。

インタビュイーに共通するのは、学生の頃から会計の仕事をやりたかったとか、最初から

ＣＦＯを目指していたとかではなく、たまたま会計の仕事に関わることになり、やってみ

ると、自分に合っており、大変面白かったので、それを自分の進むべき道と見定めて、頑

張っているうちに、という語りである。初期キャリアにおいて、会計を生涯の仕事と見定

めることにより、［会計の専門能力を鍛えた実務経験］、［勝負する分野の絞込み］、［会計と

いう共通基盤が生む威厳］といったＣＦＯに至るキャリアを促進する要因を順調に積み上

げることが可能となっている。DeFillippi and Arthur(1994)は、バウンダリレス・キャリ

アを志向するには、「Knowing why」というコンピテンシーが必要だとし、Hall(2002)は、

プロティアン・キャリアを歩むには、「アイデンティティ」というメタ・コンピテンシーが

必要だと述べている。「Knowing why」や「アイデンティティ」とは、自分のモチベーシ

ョン、価値観、興味、能力をよく理解できていることを指す。本研究の分析焦点者におい

ても、自分の興味、適性への理解度が高かったために、初期キャリアにおいて［会計への

適職感］を確信し、ＣＦＯに至るキャリアへのスタートが切れたと言える。 

第２の発見事実は、分析焦点者が、初期キャリアにおいて［企業の論理との遭遇と幻滅］

という、組織や会社への信頼や一体感を失う経験をしているという点である。職場に入っ

て直面した現実が、入社前の期待と大きく異なっていたことで引き起こされるリアリテ

ィ・ショック(Schein, 1978)が離職動機につながりやすいことは、よく知られているが、

本研究の分析焦点者が経験する［企業の論理との遭遇と幻滅］は、こうしたリアリティ・

ショックとは異なり、業績不振に伴うリストラや理不尽と見える人事を目にすることで、

自らのキャリアを託す対象としての組織や会社への信頼や一体感を失う体験である。 

Hall（1996、2002）は 1990年代のリストラやダインサイジングが米国の雇用者の心理
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的契約を変化させ、プロティアン・キャリアの登場につながったと述べているが、［企業の

論理との遭遇と幻滅］は、分析焦点者の心理的契約に類似の効果を与えたと考えられる。

すなわち、分析焦点者は、最初の就職先で長く働くことを前提に入社し、組織にコミット

する中で「関係的」な心理的契約を形成しているが、［企業の論理との遭遇と幻滅］を経験

することで、心理的契約の不履行の可能性を認知し、組織コミットメントを低下させた結

果、転職への思いを膨らませていったと理解できる。 

第３の発見事実は、分析焦点者が、最初の転職をするにあたり、大きな葛藤を抱え、【転

職を後押しした外的ショック】の助けを借りて、ようやく最初の転職に踏み切っていると

いう点である。初回だけでなく、２回目の転職くらいまでは、転職に外的ショックが伴っ

ているケースが多い。初回、２回目の転職に外的ショックが必要となるのは、長期雇用が

一般的であるわが国においては、最初に入った会社に対し、強い「関係的」な心理的契約

が形成され、［企業の論理との遭遇と幻滅］により、それが一定程度変化するとはいえ、「取

引的」契約となるまでには至らず、両者の中間的な段階に留まっているため、転職時に葛

藤が生まれるからだと考えられる。組織の枠を超えたキャリアを歩み始めるにあたっての

前提条件と考えられる「取引的」な心理的契約への移行が、何らかの外的なショックが引

き金になって起こる点が分析焦点者の特徴である。 

次に、２つ目の研究課題として設定した「ＣＦＯ人材の転職は、何に支えられ、どのよ

うに進むのか」に関して、第４から第７の４点が発見事実として抽出された。 

第４の発見事実は、１、２回の転職を経て、転職しながらのキャリアを歩むと覚悟した

節目で、分析焦点者は【転職キャリアを生き抜く長期戦略】というキャリア戦略を構築し、

それをその後の転職の指針にするという点である。個々の転職を１回１回悩みながら進め

るのではなく、長期のキャリア戦略のもとで、大きな方向感を持って進める点が分析焦点

者の特徴である。 

金井(2001)は、仕事人生においては大きなサイクルを何周か回るという Nicholsonのト

ランジション・サイクル・モデルを念頭に、節目におけるキャリア・デザインの重要性を

主張している。また、Groysberg and Abrahams(2010)は、優秀な人材が転職に失敗する

理由の例としては、「現状から逃れるため」、「目先のことしか考えない」といった近視眼的

な判断のケースを挙げる。分析焦点者であるＣＦＯ人材は、１、２回の転職を経て、組織

の枠を超えたキャリアを歩むと覚悟したタイミングを節目と感じ、この時期に将来の方向

性を決めている。このタイミングで、長期のキャリア戦略が構築されるのは、組織の枠を
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超えた不確実性のあるキャリアを歩む覚悟をすることで、将来への不安感が高まるために、

自信を持ってキャリア歩む上での拠り所やモチベーションの源泉が必要になるためだと考

えられるが、不確実なキャリアを歩み始める節目において、こうした長期のキャリア戦略

を構築することにより、ＣＦＯという高度なプロフェッショナルに至る一貫性のあるキャ

リア形成が可能となると考えられる。 

第５の発見事実は、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】という分析焦点者のキャリア戦

略が外部労働市場における市場価値確保に最大の力点を置いているという点である。【転職

キャリアを生き抜く長期戦略】におけるキャリア戦略をドメイン戦略、資源戦略、競争戦

略という企業の経営戦略のフレームワーク（榊原、2002）に照らしてみると、企業が競争

を勝ち抜くために盛り込むべき項目が網羅された、極めて戦略性の高いキャリア戦略であ

ることが分かる。［勝負する分野の絞込み］は、自らの活動領域と経営資源の蓄積領域を決

めるドメイン戦略に該当し、［普通の経理屋にない強みの自覚］は、経営資源としての独自

能力の確保に関わる資源戦略に該当し、［複数の専門性の掛け算で勝つ］は、競争戦略の中

での差別化戦略に該当する。また、［上向きのサイクルを回す］とは、そうした戦略の実現

に勢いをつける経営のコミットメントに該当する。このように、考え抜かれたキャリア戦

略をベースに持つことで、専門的な能力を効果的に蓄積し、思わぬ状況になっても外部労

働市場から別の仕事を見つけられる市場価値を確保することができる。そのことにより、

転職に伴う様々なリスクを乗り越えながら、ＣＦＯを目指すキャリアが可能となる。 

Hall(2002)は、プロティアン・キャリアには、メタ・コンピテンシーとして「アダプタ

ビリティ」が必要だとし、その構成要素の一部として「アイデンティティ探索」と「反応

学習」を挙げた。［勝負する分野の絞込み］や［普通の経理屋にない強みの自覚］とは、外

部労働市場での市場価値を確保するために、自分にはどのような能力や価値観があるかを

見極めていくプロセスであり、「アイデンティティ探索」に該当する。また、［複数の専門

性の掛け算で勝つ］、［上向きのサイクルを回す］とは、外部労働市場という環境からのサ

インを読み取り、その要求に柔軟に反応し、必要な能力や条件を獲得していくプロセスで

あり、「反応学習」に該当する。分析焦点者は、わが国の外部労働市場から、市場機能の不

完全さと特有の人材評価尺度を読み取ることで、外部労働市場における市場価値を確保し

て続けていると理解できる。 

第６の発見事実としては、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】が構築された後は、【ル

ーチン化した転職プロセス】という行動パターンに支えられて、転職が進むようになると
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いう点である。生涯に１回しか転職しない人であれば、転職を決断することは人生を左右

する一大事である。社内で行き詰まりを感じても、最初から転職を解決策とせず、上司や

周囲に働きかけたり、異動を申し出たりするなど、まずは社内で問題の解決を図ろうとす

るだろう。また、仮に、転職する場合であっても、転職先についての情報を可能な限り集

め、慎重な判断を行うと考えられる。しかしながら、今回の分析焦点者については、不満

が一定水準を超えると、社内での問題解決に動こうとせず、最初から転職を解決策として

選択する。また、その後の転職活動や意思決定についても、「ルーチン化した」と形容した

ように、不満→離職動機→転職決意→転職活動→入社決定というは流れが、大きな迷いや

葛藤なく進んで行く。 

［ルーチン化した転職プロセス］における意思決定プロセスを、経営学における意思決

定モデルとして最も代表的な限定合理的意思決定モデル29（Simon, 1957; March and 

Simon, 1958; Simon, 1977)と比較すると、次の２点、すなわち、（１）他の選択肢が十分

探索30されることなく、最初から解決策として転職が選ばれる点、（２）転職先候補が見つ

かれば、慎重な検討がなされることなく、短期間で意思決定がなされる点が相違点として

浮かび上がる。（１）の他の選択肢が探索されることなく、最初から解決策として転職が選

ばれるのは、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】が構築された段階で、転職を繰り返すこ

とがキャリア戦略の前提となっており、キャリアが停滞しそうであれば、転職することで、

自らの市場価値を守る［上向きのサイクルを回す］という方針が組み込まれているためだ

と考えられる。（２）の慎重な検討なく、短期間で意思決定がなされる理由は、［明確なこ

だわり項目］、［トップとの相性への直感］という明確な判断基準があり、また、［短期契約

としての見極め］という判断姿勢があるため、「満足基準」を満たす解決策が容易に見つか

るためだと思われる。 

また、Bridges(2004)は、転機を乗り越えるとは、象徴的には死の体験であり、時には自

分という存在の終わりと感じられる苦悩に満ちたプロセスだと言う。生身の人間がこうし

たプロセスを何度も経験することは、負担が重過ぎると思われるが、本研究の分析焦点者

は、転職プロセスに一定のパターンがあることで、１つ１つの転職について、深く悩まず

                                                   
29 「たいていの人間の意思決定は、それが個人的なものであってもまた組織内のものであっても、満足できる代替的
選択肢を発見し、それを選択することと関係しており、例外的な場合にのみ、最適の選択肢の発見とその選択に関係し

ている」（March and Simon,1958, pp.140-141.(邦訳、214頁)） 
30 「意思決定は、４つの主要な局面から成り立っている。すなわち決定のための機会を見いだすこと、可能な行為の

代替案を見い出すこと、行為の代替案の中から選択を行うこと、および過去の選択を再検討すること等がこれである。」

（Simon,1977（邦訳、55頁））（下線は筆者） 
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に済ませている。そのことで、転職という転機に伴う心理的な負担を軽減し、複数の転職

を乗り越えることが可能になっていると考えられる。 

第７の発見事実は、次の転職先の情報が、＜転職人脈＞という人的ネットワーク経由で

入手されており、特に、Granovetter(1995)の研究が示した「弱い紐帯の強み」(the strength 

of weak ties)が今回の分析焦点者の転職活動にも観察できるという点である。Granovetter

によれば、アメリカの社会においては、転職に関する情報を得るのに、個人的な接触

(personal contacts)の方法がもっとも多く用いられ、しかも、転職情報は、日常生活のな

かで頻繁に接触する友人や親戚といったような「強い紐帯」(strong-ties)の関係にある人

よりも、時々（年に 1回以上から週に 2回未満まで）か、まれ（年に 1回かその未満）に

しか顔を合わせることのない人からもたらされることが多いとされ、「弱い紐帯の強み」と

してよく知られている。ＣＦＯ人材の転職についても、［転職会社での元上司、同僚との関

係］という「弱い紐帯」が転職情報の入手経路として機能している点が本研究において確

認できた。渡辺(2014)は、1985 年の東京調査において、「弱い紐帯」がジョブ・マッチン

グにもたらす効果は，日本人男性労働者にはあてはまらず，むしろ「強い紐帯」の活用こ

そが望ましい転職結果につながると指摘した。しかし、その後の 17 年間のさらなる調査

データから，日本人の男性労働者全体ついて 1985年データ では反証された「弱い紐帯」

の効果が，2000年代以降、確認でき、失業率および非正規雇用の増加に伴って日本のジョ

ブ・マッチング過程が1980年代中頃から2000年代にかけて変容をとげたと指摘している。 

この指摘は、今回の発見事実と整合しており、今回の分析焦点者においては、「弱い紐帯

の強み」が機能していると言える。さらに、ここでの「弱い紐帯」の特徴的な点は、単な

る縁遠い知人との関係ではなく、同じ職業コミュニティ内でのネットワークである点であ

る。同じ職業コミュニティ内でのネットワークが有効に機能する理由としては、ＣＦＯの

職にある者として、苦しい状況の中で転職情報を求めることは、お互いに経験することで

あるため、同じ職業コミュニティで積極的な情報提供を相互に行うことが長期的に互酬性

を持つこと、どこの会社がＣＦＯを求めているかという情報は、特殊でかつ秘匿性の高い

情報であるため、信頼のおけるコミュニティ内でのみ流通するといった点によると考えら

れる。 

第３の研究課題として設定した「ＣＦＯ人材は転職先にどのように適応し、実力を発揮

するか」に関して、次の第８から第１０の３点が発見事実として抽出された。 

第８の発見事実は、分析焦点者が、転職先にすみやかに適応し、実力発揮するためにとる
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行動が【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】であるという点である。分析焦点者は、

内部者から抵抗があっても職務内容についても、組織運営スタイルについても一貫した自

分の型を崩さない。Nicholson(1984)は、仕事役割の変化に対する適応形態として、反復、

統合、決定、探索の４つの類型があることを示したが、分析焦点者は、転職先において、

【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】という、個人が変化するのではなく、役割を

自らの期待にあわせて書き換える「決定」(determination)という適応モードを選択してい

ることが分かった。「決定」という適応モードが選択されるのは、内部者からの抵抗感を克

服しつつ、期待される成果を早期に出さねばならない分析焦点者にとっては、周りに合わ

せて自分を変えたり、新しい仕事の進め方を模索したりする心理的、時間的な余裕はなく、

それまでに培った自らの強みを最大限に発揮できるマネジメント・スタイルを貫くことで、

心理的な負担軽減と時間の節約を図る必要があること、また、ある組織に特殊なスキルの

獲得ではなく、組織の枠を超えて通用するスキルの獲得を目指すことによると考えられる。

また、Nicholson(1984)は、「決定」という適応モードが選択される条件として、役割の裁

量度が高く、新規性が低いことを挙げている。分析焦点者においては、［信頼して任せてく

れるトップ］の存在により、裁量度の高さが確保されており、すでに専門性を獲得してい

るＣＦＯという業務であるため、役割の新規性も低いと考えられる。 

なお、組織論において、新たな組織の成員になった個人がどのような葛藤や困難を抱え、

それをどう克服するかを扱ってきたのが組織社会化研究である。中原（2017）は、日本に

おける組織社会化研究は「教育機関を終え職業領域に移行した新入社員をどのようにして

社会化するのか」という新入社員の問題に注力してきたと指摘し、中途採用の社員が新た

な組織に参入する際に抱える問題を「組織再社会化」と区別した上で、一般企業の中途採

用者が「組織再社会化」にあたり、抱える学習課題として４点を抽出した。４点とは、「人

脈学習課題」、「学習棄却課題」、「評価基準、役割学習課題」、「スキル課題」である。「人脈

学習課題」とは、「誰が情報をもっているのかわからなかった」、「誰に相談すると物事がう

まく進むのかが分からなかった」などの質問項目に対応した因子であり、「学習棄却課題」

とは、「現在の職場では通用しない「以前の職場での知識・スキル」を捨て去ることができ

なかった」「現在の職場では通用しない「過去の経験」を捨て去ることができなかった」な

どの質問項目に対応した因子であり、「評価基準、役割学習課題」とは、「職場では自分が

何を期待されているかがわからなかった」「この職場では何をすれば評価されるかがわから

なかった」などの質問項目に対応した因子であり、「スキル課題」とは、「今の仕事で求め



 

128 

 

られる知識が不足していた」「今の仕事で求められるスキルが不足していた」という質問項

目に対応した因子である。中原(2017)が中途採用者の組織参入時に抱える学習課題として

掲げた４項目に照らして、分析焦点者の転職先での適応行動を見ると、４項目のいずれも

が主要な学習課題としては認識されておらず、特に、「学習棄却課題」については、むしろ、

それまでの学習を棄却するのではなく、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことで、

いかに新しい環境で自らのスタイルを貫くかが課題と認識されていることが分かった。「学

習棄却課題」が意識されないのは、分析焦点者には、単なる適応でなく、それまでの経験

を活かして、経営課題を解決することが期待されているためと考えられる。また、「評価基

準・役割学習課題」、「人脈学習課題」、「スキル課題」も、ＣＦＯの学習課題とはなりにく

いと考えられる。自らが果たすべき役割を自分で特定できる経営幹部職にあり、部下から

の公式報告を求める権限を持ち、ＣＦＯとして専門スキルをそれまでに十分蓄積している

からである。このように、分析焦点者は、新たな組織に入った際、その組織に適応するの

ではなく、むしろ、自分のスタイルを崩さずに組織目標の達成を目指すことで、組織の枠

を超えたキャリア発達と組織内キャリア発達の双方から求められる課題をともに克服して

いると解釈できる。 

第９の発見事実は、転職先での適応に、トップとの信頼関係、トップからの支援が極め

て重要な役割を果たすという点である。新しい職場で【ぶれないマネジメント・スタイル

を貫く】ことができるのも、それを許容し、組織内で生まれる摩擦の緩和を助けてくれる

トップの存在があるからである。トップの交代などにより［トップとの信頼関係の悪化］

が起こると、途端に実力が発揮できなくなるため、離職動機の発生に直結してしまう。こ

のように分析焦点者にとって、トップとの信頼関係は決定的に重要であり、そのことは、

入社の意思決定において［トップとの相性への直感］など、トップとの関係の見通しを重

視ししていることからも裏づけられる。 

第１０の発見事実は、分析焦点者は【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことに

伴うストレスを［仕事を人生の１００％にしない姿勢］、すなわち、仕事以外のアイデンテ

ィティを発達させることで緩和しているという点である。本研究のインタビュイーの多く

は、転職先での適応という転機に伴うストレスを克服するために、人生を賭けるに値する

趣味を持つなど、［仕事を人生の１００％にしない姿勢］という、仕事以外のアイデンティ

ティを持つ必要性を強調している。 

Hall (2002)は、プロティアン・キャリアのメタ・コンピテンシーとして「アイデンティ
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ティ」の必要性を主張しているが、Hallの考えるアイデンティティの特徴的な点は、サブ・

アイデンティティを想定しているという点である。すなわち、キャリア・アイデンティテ

ィ以外にも父親アイデンティティや、地域一員アイデンティティなどのサブ・アイデンテ

ィティの存在を認めており、こうしたサブ・アイデンティティを含めた全体としての自己

の成長が成功の決め手となるとしている。ＣＦＯとして転職する場合、解雇、解任の形で、

突如、仕事のアイデンティティを失う可能性を有しており、そうしたリスクを常に感じざ

るを得ない職位である。また、円満に次の会社に移る場合であっても、前の会社でのアイ

デンティティはある程度放棄せざるを得ない。従って、過去、現在、未来の自己概念がバ

ラバラになることを避け、自己全体としての成功を掴むためには、仕事以外のアイデンテ

ィティを確保しておくことが必要になるのである。Mirvis and Hall (1996, p245)も、「従

来であれば、働く場所、仕事の内容、雇用者が一体で、ひとつのワーク・アイデンティテ

ィを形成していたが、バウンダリレス・キャリアにおいては、この３つが変化し、「自分は

何をやっているのか」という問いがしばしば持ち上がるため、仕事以外のアイデンティテ

ィを含めた自分のアイデンティティに向き合う必要が出てくる」と述べている。 

最後に、３つの研究課題に共通する要因として、次の第１１の発見事実が抽出された。 

第１１の発見事実は、ＣＦＯに至るキャリア発達は、個人の心理的要因、能力要因とい

った個人要因や会社側の要求といった組織要因だけで説明できるものではなく、「企業会

計」という構造要因が、重要な支援要因となっているという点である。３つの研究課題の

全てに、「企業会計」という構造要因の影響が確認できる。ＲＱ１では、［会計への適職感］

と［会計の専門性を鍛えた実務経験］が、ＲＱ２では、［普通の経理屋にない強みの自覚］

と［複数の専門性の掛け算で勝つ］が、ＲＱ３では、［会計という共通基盤が生む威厳］と

＜明確なＣＦＯ観＞が、「企業会計」に関連した概念として抽出されている。 

「企業会計」という構造要因が、ＣＦＯに至るキャリア発達、特に、転職の支援要因と

なる理由としては、第１に、「企業会計」が会社経理の共通ルールであり、どの会社、どの

業種にでも適用される制度であるため、その職務分野においては、個人の側から見て転職

先での仕事の見通しがつきやすく、企業の側から見て人材の評価がしやすいこと、第２に、

「企業会計」に関わる経験や知識は、転職で失われる社内人脈や固有のノウハウといった

企業特殊技能ではなく、むしろ、高度な一般的技能であり、転職で違う会社、違う産業分

野の経験を積むことに、技能を高める効果があるため、転職のデメリットが小さいこと、

第３に、公認会計士やＣＰＡといった資格制度があるため、新たな職場で専門能力やそれ
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にもとづく威厳を示しやすいことなどが考えられる。 

Gunz et al. (2009)は、シリコン・バレーとカナダのバイオテクノロジー産業の比較研究

において、「産業のライフサイクルステージ」、「プロジェクトの時間軸」、「専門分化の程度」

といった構造要因がマネジャーの企業間移動の志向性に影響を与えると指摘している。シ

リコン・バレーの代表的産業であるエレクトロニクス産業では、産業がすでに成熟段階に

達しているため人材豊富で労働市場が成立しやすいこと、プロジェクトの時間軸が短いこ

と、数少ない基礎技術から成立し専門分化の程度が低いこと等により、エンジニアは会社

をまたいで移動しやすいと言うのである。こうした企業間移動の志向性に影響を与える要

因は、「企業会計」にも当てはまると言える。すなわち、会計はすでに確立された制度であ

るため関係する人材が豊富で労働市場が成立しやすい、予算、決算業務は最長１年単位で

あるなどプロジェクトの時間軸は短い、一個人で企業会計全般に通じることができるなど

専門分化の程度は低い。このように「企業会計」という構造要因がＣＦＯの転職の支援要

因になるという今回の発見事実は、Gunz et al.の先行研究とも整合すると言える。 

ここまで、計１１の発見事実について述べて来たが、分析焦点者のキャリアは、組織内

キャリアと組織の枠を超えたキャリアの双方の特徴を有し、それらを複合した視点でなけ

れば捉えきれない経営人材の新たなキャリアだと言える。分析焦点者は、強い上昇志向を

持ち、組織の中枢で、経営課題の解決に全力を尽くすことで自らの専門職能を伸ばす一方

で、キャリアの自己管理意識が高く、組織間の移動への志向性も強い。このように、自ら

の意思と能力で、いくつもの会社を渡り歩き、多くの会社で厳しい経験を重ねることで、

専門性と経営能力を高め、最終的には上級経営職となることを目指すことから、「プロフェ

ッショナル・マネジャー」のキャリアと呼ぶことができよう。この「プロフェッショナル・

マネジャー」のキャリアは、言い換えると、職位の上昇、職能の拡大、内部者化といった

組織内キャリアで見られる発達を組織の枠を超えて追求していくキャリアだと言うことが

できる。このキャリアにおいては、組織内キャリア発達には見られない、次の３つの大き

な壁を乗り越えていく必要がある。第１の壁は、「関係的」な心理的契約から「取引的」な

心理的契約に移行する際の「心理的契約の壁」、第２に、転職市場を通じて組織間を移動す

る際の「転職の壁」、第３に、新たな組織での反発を乗り越えつつ、実力を発揮する際の「組

織内適応の壁」である。こうした３つの壁を乗り越えるために、長期キャリア戦略、転職

行動のパターン、適応行動のパターン、人的ネットワークという個人要因に加えて、外的

ショックという偶然、企業会計という構造要因、上司の信頼といった環境要因、構造要因、
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組織要因が総動員されていくところに、「プロフェッショナル・マネジャー」のキャリアの

ダイナミズムがあると言える。 

このように、本研究を通じて、わが国においても「プロフェッショナル・マネジャー」

という、複数のキャリア発達論を統合することでしか捉えられない経営人材の新たなキャ

リアが生まれつつあること、その新たなキャリアには、「心理的契約の壁」、「転職の壁」、

「組織内適応の壁」という独自の発達課題があり、それを克服するには、個人要因、環境

要因、構造要因、組織要因を総動員した独自のダイナミズムが必要であることが明らかに

されたと言える。 
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第９章 結論 

 

本研究の目的は、ＣＦＯに至るキャリア発達について、転職経験に焦点をあてて分析す

ることで、経営人材の組織の枠を超えたキャリアの理解につながる仮説的な理論を構築す

ることであった。本研究の独自の貢献は、第７章で示したストーリーラインや結果図、第

８章において抽出した発見事実にあるが、本章では、本研究で得られた発見事実を整理し

た上で、本研究の理論的含意、実践的含意を確認し、最後に、本研究の限界と今後の展望

について述べることとしたい。 

 

９－１．発見事実の整理 

ＣＦＯに至るキャリア発達について、３つの研究課題を設定した上で、分析を行った結

果、６カテゴリー、７サブ・カテゴリーとそれらを構成する２６概念を抽出した。 

 

表９－１ 研究課題と抽出されたカテゴリー、サブ・カテゴリー 

研究課題 抽出されたカテゴリー 抽出されたサブ・カテゴリー 

ＲＱ１．ＣＦＯ人材は、

いかなる経緯で最初の転

職に至るのか。 

【転職しながらＣＦＯを目指す原点】 

       ↓ 

【他社でも通用する自信を培う】 

       ↓ 

【転職を後押しした外的ショック】 

 

ＲＱ２．ＣＦＯ人材の転

職は、何に支えられ、ど

のように進むのか。 

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】  

【ルーチン化した転職プロセス】 
＜離職動機の頻発＞ 

   ↓ 

＜転職人脈＞ 

   ↓ 

＜ディールと割り切った判断＞ 

  

＜代替の職務機会の見通し＞ 

ＲＱ３．ＣＦＯ人材は転

職した先にどのように適

応し、実力を発揮するの

か。 

【ぶれないマネジメント・スタイルを

貫く】 

＜明確なＣＦＯ観＞ 

 

＜最も得意な組織運営スタイル＞ 

 

＜ぶれないマネジメント・スタイ

ルの支援要因＞ 

 

こうした分析結果をもとに考察を行い、次の１１点を発見事実として抽出した。 

第１に、ＣＦＯに至る人材は、初期キャリアにおいて、会計の仕事を経験すると直ちに、
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［会計への適職感］を持ち、早いタイミングで自らが進むべき道を見定めているという点

である。 

第２に、ＣＦＯに至る人材は、初期キャリアにおいて、［企業の論理との遭遇と幻滅］と

いう組織への信頼感や一体感を失う経験をしているという点である。その経験が、後の転

職につながる背景となっている。 

第３に、最初の転職に踏み切る際に、大きな葛藤があり、決断にあたり、【転職を後押し

した外的ショック】を必要としている点である。 

第４に、１，２回の転職の後、転職しながらキャリアを歩むと覚悟した節目において、

【転職キャリアを生き抜く長期戦略】を構築し、それがその後の転職の指針になるという

点である。 

第５に、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】は外部労働市場での市場価値の確保に最大

の力点を置いており、そのキャリア戦略に従うことで、組織の枠を超えたキャリアを実現

しているという点である。 

第６に、【転職キャリアを生き抜く長期戦略】が構築された後は、離職動機の発生から転

職活動、転職先決定に至るまでが【ルーチン化した転職プロセス】という行動パターンに

従って、進むようになるという点である。 

第７に、転職情報の入手経路として、人材紹介会社のエージェント以外に、［転職会社の

元上司、同僚とのネットワーク］というプライベートな人的ネットワークが重要な役割を

果たしているという点である。 

第８に、ＣＦＯ人材が、転職先にすみやかに適応し、実力発揮するために取る行動が【ぶ

れないマネジメント・スタイルを貫く】であるという点である。 

第９に、ＣＦＯ人材が【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】にあたっては、トッ

プとの信頼関係、トップからのサポートが重要な役割を果たしているという点である。 

第１０に、ＣＦＯ人材は、【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】ことに伴うストレ

スを克服するために［仕事を人生の１００％にしない姿勢］、すなわち、打ち込める趣味な

ど、仕事以外のアイデンティティが重要になる点である。 

第１１に、ＣＦＯに至るキャリア発達全般について、「企業会計」という構造要因が極め

て重要な支援要因となっている点である。「企業会計」という企業に共通する制度があるこ

とが、組織の枠を超えた移動、転職先での適応を容易にしている。 

以上の１１点が本研究を通じて得られた発見事実であり、総合すると、ＣＦＯに至るキ
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ャリアは、組織内で発達しつつ、組織の枠を超えていくことで、さらなる発達を目指すと

いう、複数のキャリア発達を統合した視点でしか捉えることのできない、「プロフェッショ

ナル・マネジャー」とでも呼ぶべき新たなキャリアだと見ることができる。 

 

９－２．理論的含意 

本研究は、経営人材の組織の枠を超えたキャリア発達という研究蓄積が乏しい分野にお

いて、豊富な質的データとデータに密着した丁寧な分析を通じて、ＣＦＯに至るキャリア

発達に関する仮説的な理論を構築した点に大きな意義がある。 

また、多様化する現代のキャリア研究にとって、Ｍ－ＧＴＡが有用な方法論であること

を示した点も本研究の貢献だと言える。組織の枠を超えたキャリア発達論において、詳細

なフィールドワークにもとづく研究蓄積が少なかった背景として、伝統的なキャリアを規

定していた組織の境界が希薄になったことで、キャリアの多様性が高まり、一般性の高い

理論を生み出しづらい状況になったことが考えられる。Ｍ－ＧＴＡは、わが国の経営学分

野では活用実績が乏しいものの、領域を限定した上で、その領域内で説明力の高い理論を

構築し、その蓄積からより一般化した理論を導き出そうとするアプローチであり、多様化

する現代のキャリア研究にとって有用なアプローチと考えられる。本研究は、Ｍ－ＧＴＡ

を用いた具体的な分析を通じて、その有用性を示したと言える。 

 第２章の先行研究のレビューにおいて、先行研究の限界として３点を指摘した。以下、

その枠組みに沿う形で、本研究の理論的含意を述べたい。 

第１の限界として、わが国において、あえて組織の枠を超えたキャリアを歩もうとする

経営人材にはどのような特徴があるのか、どのような経緯でそのようなキャリアに踏み出

すのかといった点が明らかにされていないと指摘した。分析焦点者のキャリアを見ると、

組織の枠を超えたキャリアを本格的に歩み始めるのは、１、２回の転職を終えて【転職キ

ャリアを生き抜く長期戦略】が構築された後であり、「関係的」心理的契約から「取引的」

心理的契約への移行が、組織の枠を超えたキャリアを歩む前提条件になっていると考えら

れる。分析焦点者における「取引的」心理的契約への移行を見ると、［会計への適職感］や

【他社でも通用する自信を培う】仕事経験による職務コミットメントの高まりが背景にあ

るが、初期キャリアにおける［企業の論理との遭遇と幻滅］による組織コミットメントの

低下と【転職を後押しした外的ショック】という外発的経験が決定的な契機となっており、

内発的な理由だけで心理的契約が変化した訳ではないことが分かる。これは、わが国では、
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長期雇用が支配的であるため、分析焦点者においても、最初の雇用者に対して強い「関係

的」心理的契約が形成されており、外発的経験なしには、「取引的」な心理的契約への移行

が難しいからだと考えられる。このように、ＣＦＯに至るキャリア発達の分析から、わが

国における経営人材の組織の枠を超えたキャリアに至る特徴として、組織コミットメント

の低下や、「関係的」な心理的契約の変更につながる外発的経験の存在が挙げられるという

示唆を得た点に本研究の貢献がある。 

第２の限界として、転職のように、組織の枠を超えるというダイナミックなプロセスが、

何に支えられて、どのように進むのかが明らかになっていないという点を指摘した。この

点について、本研究は、分析焦点者の転職が２つの個人要因に支えられていることを明ら

かにした。１つ目は、転職活動のベースとなる【転職キャリアを生き抜く長期戦略】であ

る。個々の転職に悩む前に、長期を見据えたキャリア戦略が土台に持つことで、長期にわ

たる能力蓄積やネットワーク構築が図られ、外部労働市場での市場価値の確保を通じて、

転職を通じたキャリア発達が可能になる。２つ目は、【ルーチン化した転職プロセス】とい

った、パターン化された行動である。【転職キャリアを生き抜く長期戦略】にもとづき、頻

繁な転職をスムーズに乗り越えていけるのは、分析焦点者には、＜代替の職務機会の見通

し＞という安心感があり、＜転職人脈＞や＜ディールと割り切った判断＞という転職にあ

たっての人的ネットワークや思考枠組みが確立しているからである。また、パターン化し

た行動があることで、Bridges(2004)が死に例える、苦悩に満ちた転機のプロセスを乗り越

える心理的な負担が軽減されると考えられる。 

さらに、この２つの個人要因を下支えするのが、「企業会計」制度という構造要因である。

これまで組織の枠を超えたキャリア発達論は、心理的成功など、主に個人の主観的要因を

中心に研究されてきたが、本研究を通じて、企業の枠を超えて適用される「企業会計」制

度という構造要因が、分析焦点者が組織の枠を乗り越えるにあたっての重要な支援要因と

なっていることが明らかになった。このように、組織の枠を乗り越えるダイナミックなプ

ロセスに着目し、そのプロセスが何によって支えられ、どのように進むのかを具体的に明

らかにした点に本研究の貢献がある。 

第３の限界として、組織の枠を超えたキャリア発達論と組織内キャリア発達論を統合し

た視点からの研究が不足しており、組織の枠を超えたキャリアを歩む経営人材が、渡り歩

く先の組織にどのように適応し、実力を発揮するのかといった点について、十分明らかに

されていないと指摘した。分析焦点者は、新しい組織においても、自分の経験や能力を発



 

136 

 

揮しやすい【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】という行動を取る。その一方で、

＜ぶれないマネジメント・スタイルの支援要因＞を意識的に活用することで、【ぶれないマ

ネジメント・スタイルを貫く】ことからもたらされる摩擦やストレスとのバランスを取る

ことで、適応と実力発揮を可能にしていることが分かった。 

このように、分析焦点者は、強い上昇志向を持ち、組織目標の達成に全力を尽くすこと

を通じて、自らの専門職能の伸長を目指すという点では組織内キャリアの特徴を有してお

り、その一方で、キャリアの自己管理意識が高く、組織間の移動志向性が高いという意味

では、組織の枠を超えたキャリアの特徴を有している。本研究は、複数のキャリア発達論

を統合した視点でなければ捉えきれない、こうした「プロフェッショナル・マネジャー」

という新しいキャリアに注目し、キャリア発達における課題と克服のメカニズムを描き出

すことで、わが国に生まれつつある経営人材の新たなキャリアを説明する仮説を構築した

と言える。 

 

９－３．実践的含意 

 本研究の実践的含意について、キャリアを歩む個人にとっての意味合い、外部から経営

人材を受け入れることを検討する企業にとっての意味合い、こうした個人を支援するキャ

リア・カウンセラーにとっての意味合いという３つの観点から述べたい。 

第１に、キャリアを歩む個人にとっての意味合いである。今回の分析焦点者のように、

複数回の転職を経ながら、経営幹部を目指すキャリアが生まれることは、キャリア自律意

識の高い個人にとって、将来の選択肢が広がるという点で大きな意義を有している。個人

の寿命と就労年数が伸びる一方で、経営環境や技術変化のスピードがますます速くなり、

１つの会社で生涯に亘り、やりがいのある仕事に就くことはもはや現実的でない（Hall, 

2002; Gratton, 2016）。そうした中で、現在は、組織内に留まっていても、組織の枠を超

えたより広いキャリア空間で自らのキャリアを描きたいと願う個人は潜在的には増加して

いる。しかし、組織の枠を超えるキャリアには、リスクが伴い、リスクを前に新たな一歩

を踏み出すことを躊躇している個人も少なくないと思われる。本研究は、そのようなキャ

リアを歩むには、どのような能力や条件が必要なのか、どのような困難や葛藤があり、ど

うすればそれを乗り越えていけるのかについて、ＣＦＯ人材を例に、キャリアを俯瞰する

全体像を示したものであり、「プロフェッショナル・マネジャー」のようなキャリアを歩み

たいと考えるビジネスパーソンの実践に資する示唆を与えた点に貢献がある。 



 

137 

 

 第２に、優秀な経営人材の外部からの登用を検討する企業にとっての意味合いである。

第１章でも述べたとおり、外部経営人材の活用は、直面する経営課題、重視する組織能力、

外部から調達可能な経営人材の質といった観点から、個々の企業毎に判断すべき問題であ

り、単純な結論が出せる問題ではない。しかし、わが国企業が過去の延長線上にない課題

に直面しつつある中、ＣＦＯのように企業特殊ではない専門性をもって、企業のコア･コン

ピタンスに貢献しうる人材については、外部労働市場からの調達を検討する企業が増える

ことが予想される。本研究は、ＣＦＯのキャリア発達を描くことを通じて、外部人材のと

る適応行動が【ぶれないマネジメント・スタイルを貫く】であるため、［信頼して任せてく

れるトップ］からのサポートがなければ、うまく実力を発揮できないこと、また、［会計と

いう共通基盤が生み出す威厳］のような外部からの評価が重要な役割を果たすことを示し

た。このように、外部の経営人材の活用を考える企業に対して、実践的な示唆を与えた点

に本研究の貢献がある。 

 第３に、キャリア・カウンセラーなど、キャリアを支援する立場にある個人にとっての

意味合いである。本研究は、ＣＦＯを目指して、組織の枠を超えたキャリアを歩むには、

外部労働市場での市場価値を確保し、代替の職務機会の見通しを持つことが極めて重要で

あることを明らかにした。また、そのためには、考え抜かれた長期のキャリア戦略が必要

となることを示した。このように、キャリア・カウンセラーが、「プロフェッショナル・マ

ネジャー」のようなキャリアを目指す個人にアドバイスするにあたってのヒントとなる具

体事例を提供した点に本研究の貢献がある。 

 

９－４．本研究の限界と今後の展望 

本研究では、組織の枠を超えた経営人材のキャリア発達という大きなテーマに関心を持

ち、ＣＦＯに至るキャリア発達について、転職経験に焦点をあてた分析を行った。そして、

限定された領域においてではあるが、ＣＦＯという上級経営職に至る人物の行動の理解に

つながる有意義な仮説を構築することができた。しかし、その一方で、本研究は、今後克

服すべき、次の３点の限界を抱えている。 

１つ目は、本研究がＣＦＯに到達したいわゆる成功者のみを研究協力者としていること

に関する限界である。本研究はＣＦＯに至るキャリア発達の研究であるため、実際にＣＦ

Ｏの職位に到達した人物のみを研究協力者としている。そのため、そこでの語りは、結果

的にＣＦＯの職位に到達した人物の体験談であり、本人が考えるキャリア発達課題であり、
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その課題の克服につながった要因である。したがって、当該キャリアのより客観的な発達

課題や課題の克服要因を抽出するためには、同様のキャリアを歩みながら、ＣＦＯに至ら

なかった人物、あるいは、一旦、ＣＦＯに到達しながら、その地位を継続できなかった人

物をインタビュー対象に加えることが望ましいと考えられる。 

２つ目は、研究協力者が、終身雇用が支配的であった時代に、最初の就職をした世代に

偏っているという点である。研究協力者を調査時点でＣＦＯの職を経験した４０歳以上の

人間に限定したため、インタビュイーの大半が、長期雇用を前提にした初期キャリアを歩

んでいる。そのため、組織との間に「関係的」な心理的契約が形成され、最初の転職の決

断をするために、［企業の論理との遭遇と幻滅］や【転職を後押しした外的ショック】など

の外発的経験を必要としている。しかし、初職における心理的契約は、世代による影響が

大きいと考えられ、特に、若年層の転職が珍しくなくなった近年、大きく変化している可

能性がある。最初の転職に至る経緯については、より若い世代を研究対象に加えるなど、

継続的な研究が求められる。 

 ３つ目は、ＣＦＯに至るキャリア発達の中で起こる解雇や解任など、順調なキャリアか

ら逸脱した場合への対応についての分析不足である。本研究の中でも、転職を繰り返す中

で、解雇や解任を経験したという者があり、その経験についての語りは非常に印象的なも

のであった。今回は、設定した研究課題との関係上、十分に踏み込んだ分析を行うことが

できなかったが、そうした経験は決して特殊なものではなく、組織の枠を超えて経営ポジ

ションを目指すキャリア発達の途上で、十分想定されるものである。こうしたショッキン

グな経験にどう向き合い、どう乗り越えたか、その回復力が何からもたらされたかといっ

た点は、組織の枠を超えたキャリア発達の現実をより正確に捉えるために、今後、さらな

る研究が必要なテーマだと言える。 

Ｍ－ＧＴＡは、研究から得られた理論を用いた実践が理論の検証になるとの考え方に立

ち、理論→実践→理論というフィードバック・ループにより、研究が発展すると考えられ

ている。本研究についても、今後、多くのビジネスパーソンの目に触れることで、彼ら／

彼女らが実際に行動を起こすヒントとなり、その実践行動がフィードバックされることで、

理論がより精緻化され、さらに一般性の高い理論が構築されることを期待している。 

 

９－５．おわりに 

 本研究をしめくくるにあたり、第１章で最初に示した「積極的な転職を通じて、経営幹
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部に至るキャリアは、今後、広がりを見せるのであろうか」という疑問に対する、現時点

での筆者の予想を示しておきたい。 

新しいキャリアの広がりは、そうした人材を必要とする企業側の変化と労働力を提供す

る個人の側の変化の双方の変化によって決定づけられる。企業側の変化については、経営

幹部を目指す厳しい社内競争が、社内での能力蓄積を促進し日本企業の強みを作ってきた

という経緯を考えると、伝統的な大企業が、社内競争のモチベーションに歪みをもたらし

かねない外部人材の登用を一気に進めるとは考えにくい。しかし、一方で、今後、多くの

企業が、本格的なグローバル展開や第４次産業革命への対応など、過去の延長線上にはな

い経営課題への対応を迫られる中、社外に自社が抱える課題を解決できる優秀な人材がい

るのであれば、経営陣の一角に加えたいと考える企業は増え始めるであろう。すでに触れ

たように、外部人材にオープンな外資系企業、ベンチャー企業、ファンドの投資先企業な

どを中心に、すでに、こうした人材は活躍を始めており、今後、経営人材の外部労働市場

の形成が進めば、そこから経営幹部を採用する企業が出始め、成功事例に触発される形で、

それまで外部の経営人材に保守的であった大企業にも変化をもたらすのではないかと考え

ている。実際、近年、「プロ経営者」として注目を浴びる人達の一部は、入社した大企業を

飛び出して、外資系に転職し、そこで積んだ後に、国内の大企業のトップに招かれるとい

う経歴の者が多い。 

一方、個人の側の変化について注目しておきたいのが、わが国において、終身雇用神話

が揺らぎはじめた 1990 年代後半以降に入社した世代が、初期キャリアを終えて、中堅に

なりつつあるという点である。彼ら／彼女らは、それまでの世代ほど、会社に対して、強

い「関係的」心理的契約は形成していないと推測される。また、近年、人生 100年時代と

言われるように中で、１つの会社で生涯に亘り、やりがいのある仕事に就くことはもはや

現実的ではないとの認識が広がりつつある。将来、不況期に入り、多くの企業がリストラ

に取り組むといった状況になり、今いる会社が、生涯のキャリアを形成する場として不安

定だと見なされれば、そうした世代の心理的契約が「取引的」な方向に大きく傾き、特定

の会社に囲い込まれていた多くの優秀層が、新たなチャンスを求めて、外部労働市場に出

てくることも考えられる。このような人材の需要側、供給側の変化により、新しいキャリ

アは、徐々にその裾野を拡大していくのではないかと予想される。 

それでは、どういった分野で、こうした新たなキャリアは広がりを見せるのであろうか。

昨今、注目されている「プロ経営者」は、経営のトップとして招かれた人物を指すことが
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多い。本研究が発見事実として示したとおり、外部人材が成果を挙げるには、トップのサ

ポートが不可欠であり、「プロフェッショナル・マネジャー」は、経営トップというよりも

その下の層、すなわち、執行役員から副社長までのエグゼクティブクラスにおいて、多く

の成功事例が生まれてくるのではないかと考える。また、本研究で示したとおり、外部経

営人材として会社を渡り歩くには、企業会計のような企業特殊スキルではない専門職能を

持つことが有効である。したがって、「プロフェッショナル・マネジャー」が生まれる分野

としては、経理・財務、ＩＴ、人事、海外営業など、企業の枠を超えて通用する専門性が

関わる分野を中心に、マネジメント力とその専門性を掛け合わせた、いわゆるＣＸＯのよ

うな形で登用される形が主流になるのではと予想している。 

いよいよ、本研究を終える時が来た。本研究を進める中で、常に筆者の頭の中にあった

のは、将来の見通しが立ちづらい時代に、組織の枠を超えたキャリアにチャレンジする若

い人たちの役に立つ「地図」のようなものが示せないかという思いであった。 

筆者は 48 歳の時、四半世紀勤めた会社を思いがけない事情で退職することとなった。

思いがけない展開の退職であったこともあり、将来の見通しを完全に失い、途方にくれて

しまった。その時、恩師である経済学者がかけてくれたある一言がきっかけで、将来の展

望を得て、それをきっかけに道を切り開くことができた。そのことへの恩返しの意味もあ

り、以来、若い世代が道に迷い、苦境に陥った時に展望を開く、一筋の光を届けたいとの

思いを持ち続けていた。 

そして、ある日、次のようなエピソードを読んだことがきっかけで、自分が若い世代に

できることは、人生に迷ったときに先の展望を与える「地図」を作ることだというインス

ピレーションを得て、本研究に取り組むことを決意した。そのエピソードとは、

Weick(1995)が Sencemaking in Organizationsの中で取り上げた次のような実話である。

このエピソードを紹介してしめくくりに代えたい。 

 

それはスイスの軍事機動演習のときに起こった。ハンガリー軍の小隊の若い中尉は、

アルプス山脈で偵察隊を凍てつく荒野へ送り出した。その直後に雪が降り始めた。降

雪は２日間続いた。その間、偵察隊は戻ってこなかった。中尉は、部下を死地に追い

やったのではないかと思い悩んだ。しかし３日目にその部隊は戻ってきた。彼らはど

こに行っていたのか？どうやって道を見つけたのだろうか。彼らがいうには、「われわ

れは迷ったとわかって、もうこれで終わりかと思いました。そのとき隊員の一人がポ
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ケットに地図を見つけました。おかげで冷静になれました。われわれは野営し、吹雪

をやり過ごしました。それからその地図で帰り道を見つけ出しました。それでここに

着いたわけです」。中尉は、この命の恩人となった地図を手にとってじっくりとながめ

た。驚いたことに、その地図はアルプスの地図ではなく、ピレネーの地図であった。 

(Weick,1995, pp.54-55（邦訳, 2001, 74-75頁）) 

 

途方もない混迷な状況に陥った場合に、最も避けるべきは、行動する勇気を失い、そこ

でうずくまってしまうことである。そうした時に、一番重要なことは、何らかの「見通し」

が立つことである。「見通し」が立つことで人は冷静さを取り戻し、行動する勇気を得る。

そして、行動する中から、新たな視点を得、そこから新たな道を見いだしていくことがで

きる。「見通し」をもたらすのが、実は、アルプス山中におけるピレネーの地図であったと

してもである。 

本研究が、キャリアの将来が見えなくなった人、より広い世界で自分らしい生き方を選

ぶかどうか迷っている人たちにとって、将来の「見通し」を描き出し、最初の一歩を踏み

出す勇気を与える「ピレネーの地図」となることを心から願っている。 
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